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（１）現況

① 大 学 名：国立大学法人お茶の水女子大学

② 所 在 地：東京都文京区

③ 役員の状況：学長 郷 通子（平成17年４月１日～平成21年３月31日）

理事４名、監事２名

④ 学部等の構成：（学部）文教育学部、理学部、生活科学部

（研究科）大学院人間文化研究科

附属小学校、附属中学校、附属高等学校、附属幼稚園

⑤ 学生数及び教職員数：学部学生数 2,184名（うち留学生30名）、

研究科学生数 1,097名（うち留学生149名）、

聴講生・選科生・研究生等学生数 179名（うち留学生53名）、

教員数 240名、職員数 105名（附属学校園職員も含む）

附属学校園生徒等数 1,668名（附属小学校児童数 729名、

附属中学校生徒数 398名、附属高等学校生徒数 363名、

附属幼稚園幼児数 178名、）、附属学校園教諭数 87名

（２）大学の基本的な目標等

大学の基本的な目標

お茶の水女子大学は、学ぶ意欲のあるすべての女性にとって、真摯な夢の実現される場として

存在する。

１．本学のミッション

すべての女性がその年齢・国籍等にかかわりなく、個々人の尊厳と権利を保証され、自由に

己の資質能力を開発し、知的欲求の促すままに自己自身の学びを深化させることを支援する。

２．女子高等教育の継承と発展

１２８年に及ぶ女子高等教育の蓄積を活かして、女子大学としての制度設計を選択し、伝統

に基づく知的・教育的遺産を継承するとともに、その再構築を試みつつ、豊かな見識と専門的

知性を備えた指導的女性・女性研究者の育成を志向する。

３．研究の拠点化と新たな教養教育の構築

研究レベルの高度化をはたし、ＣＯＥ研究拠点を構築するとともに、その研究を踏まえた専

門教育を充実させる。学際的大学院人間文化研究科と学士課程の有機的連携による、「教養知

と専門知」「学芸知と実践知」「自己探究力と自己プレゼンテーション力」の統合に努力し、

新たな教養教育を構築する。

４．社会貢献と国際交流

常に時代と社会の要請に応え得る優れた女性指導者・研究者を育成し、男女共同参画社会の

実現に寄与する。また、国際的視野に立って世界各地の大学と交流し、とりわけアジアその他

の途上国女子教育の充実強化に協力し、女性の地位と知的能力の向上によって、平和な安定し

た社会の樹立に貢献する。

５．生涯にわたる教育と研究支援

女性特有のライフスタイルに即応した教育研究の在り方を開発して、その成果を社会に還元

することで、女性の生涯、延いてはすべての人の生き方に関わるモデルの提供源となる。

（３）大学の機構図

次頁に添付

○ 大学の概要
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お茶の水女子大学は、学ぶ意欲のあるすべての女性にとって、真摯な夢の実現の場として存在する。

本学のこの最重要理念を実現するために、平成17年度は新学長のリーダーシップのもとで、女性リーダ

ーの育成、教員研究発表会をもとにした戦略的資源配分による研究の活性化、外部資金の獲得による経

営の安定などの方針のもとに運営を行った。

１．運営のイノベーション

（１）学長を中心とした役員会における企画･運営案を策定する意志決定システムを構築した。それに

基づき大学の運営を実行・進展させた。

（２）学部教授会、大学院前期専攻会議・後期専攻会議を１日に集中させ会議時間の節約をはかった。

（３）学長が教授会の冒頭でテレビ会議システムを用いて大学運営についての意志を早く正確に全教職

員に伝達した。また、全ての教員が直接学長に質問できるシステムとし、双方向の議論を行った。

（４）国立大学法人法に基づく教育研究評議会の審議に重きを置くため、従来の「部局長会議」を「部

局長連絡会」に改め、部局の意見聴取と連絡調整の場に特化した。

（５）学長の戦略目的に関わる特命、諮問に迅速に応え、複数の機構・室にまたがる問題について企画

立案と連絡調整にあたる「企画経営統括本部」を設計した。(平成18年４月より設置。)（資料編P.35

～P.37参照）

（６）本学の運営の安定化・高度化・個性化にむけて室体制を再編・連携強化した（P.2の組織図参照）。

［重点項目］外部資金・寄附金獲得。広報、社会連携の強化。

（７）国立大学と私立大学で互いに運営手法を学びあうため、本学と日本女子大学の間で職員の相互派

遣制度の協定を締結し、平成18年度から実施することとした。

２．経営のイノベーション

（１）経営安定のための学生確保

全ての学部、学科、研究科、課程で定員を充足している。一般入試の倍率も前期日程3.91倍、

後期日程10.18倍と、前年度より上昇した。

（２）経営協議会の実質化

報告事項や議事内容を外部委員に事前に伝えた結果、会議が実質的な審議の場として機能し、

経営的な視点による提言が増え、本学の経営に反映させた。（資料編P.1～P.22参照）

（３）業務監査機能の充実

①監事による各機構・各室の業務についての中間業務監査を実施した。さらに、学長と監事の懇談会を

月に一度開催し、提言を受けて企業経営の視点を運営に取り入れることができた。（資料編P.38～P.46

参照）

②内部監査を充実させるために、平成18年度から監査室の体制を強化することとした。

（４）運営資金獲得に向けての取り組み

①外部資金のうち、競争的資金を獲得するため学長のリーダーシップのもと、全学的に取り組んで大き

な成果をあげた。外部資金獲得に対するインセンティブ枠を新設することにより、科研費等の獲得額

が増加し、今年度獲得した外部資金は240件、958,240千円となった。

②多様な寄附金を統合し、重要な経営戦略として位置付けた。遺言による寄附等の受け皿となる大学基

金を設立、寄附金獲得のシステムを整備し、寄附金を獲得した。

（５）財務シュミレーションに基づく経済運営方針の策定

①財務シュミレーションに基づき全学的視野から経済運営方針を策定し実行した。

②資源の有効活用のため、人事院勧告を参考に、給与制度改革に対応するための基本的な組織構造を構

築し、給与制度（役員給与規程・職員給与規程）と退職手当制度を見直した。

③人事評価システムを整備し、勤務実績の評価を給与に反映する制度を設計した。

（６）戦略的資源配分の実施

①教員公募は各部局からの提案を受けて学長、役員会の議を経て配置を決定し、学長名で公募すること

とした。部局からの候補者の推薦に基づき、教育研究評議会において投票により決定することとした。

②学長による戦略的・競争的な予算配分として、教員研究発表会に基づき教員へ研究助成金を配分した。

この制度により質量分析機などの大型機器を購入した。その他、創立130周年記念事業等への学長裁

量経費を配分した。（資料編P.27参照）

③全学施設の有効活用のためのグランドデザインを設定し、施設スペースを学長の下に集約し、全学的

視野からのスペースの有効活用を可能にした。外部資金獲得よる事業拠点のスペースを集中させると

ともに時限付の配分とした。

（７）支出抑制策

①事業経費の抑制：事業の効率・効果的運用を行うことにより全体的に前年度予算以下に効率化した。

②一般管理費・事務経費の節約に全学で取り組んだ。

③大型機器導入に当たって新古品を購入した。

（８）評価・広報

①教員活動状況データベースを作成し、その評価結果を平成18年度から給与に反映させることとした。

②大学ホームページを充実させ、機能性が評価され、日経ＢＰコンサルティングの大学ホームページラ

ンキングトップ11位に入った。

（９）その他

①国立大学法人評価委員会の指摘を受けて災害・防犯・防火・地震・安否確認からなる「危機管理マニ

ュアル」を作成した。さらに学内での防災訓練を実施した。地域との防災への相互協力協定を締結す

ることで合意し、地域の避難所運営訓練に大学から積極的に参加した。（資料編P.93～P.95参照）

②「安全衛生管理チェックシート」を作成し全学で衛生環境の点検を定期的に実施した。（資料編P.92

参照）

③附属保育所の利用状況を踏まえて、同窓生やその関係者、並びに旧職員に開放することにより、育児

支援に貢献した。

全 体 的 な 状 況
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３．教育研究の高度化と個性化の推進

本学は、創立以来130年間に培った女子高等教育の伝統に基づく知的・教育的資産の継承・発展に向

けて豊かな見識と専門性を備えた女性研究者・女性リーダーを育成している。

（１）男女共同参画社会実現のモデルとしての役割の達成

①平成17年度における役職数に占める女性の教員数は、学長１（１）、理事・副学長５（３）、部局長

５（２）、評議員11（２）、附属校園長４（１）、附属校園教頭４（３）。合計30名中女性は12名。

（女性の数を括弧内に示す。）

②教員（講師以上）のうち女性教員の割合は40.4％であり、年々増加している。

③採用人事における公募制導入により学位・業績・能力等が同等の場合は女性採用を優先するという原

則を継続している。平成17年度における新規採用者の女性教員の割合は70.5％である。

（２）女性研究者・女性リーダーの育成

①女性の若手研究者の育成と常勤職へのキャリアパスを促すため、平成19年度からの改正学校教育法

施行を視座に据えて、順次助手ポストを廃止。任期付き年俸制のリサーチフェローに切り替えた。

②「魅力ある大学院教育」イニシアティブに「＜対話と深化＞の次世代女性リーダーの育成」と「生

命情報学を使いこなせる女性人材の育成」が採択され分野を特化した女性人材の育成を開始した。

③後期中等教育からの女性人材の育成のため「高大連携カリキュラム」を開発し実施した。

④卓越した女性リーダーを顕彰し、かつ学生・院生に女性のロールモデルを提示するため、世界的に

顕著な業績をあげた女性研究者や女性リーダーに名誉博士号を授与した。平成17年度は神田道子氏に

授与した。

（３）女性のライフコースに対応した教育機能の充実

①すべての女性が年齢・国籍などにかかわりなく、自己実現と学びの深化を可能にするため、入試制度

の多様化・弾力化をはかった。

②大学院人間文化研究科では社会人や留学生を積極的に受け入れた。

③寄附講座「チャイルドケア アンド エデュケーション専攻」では現職保育者の研修講座を開講した。

④育児休業を取らない教員（女性２名・男性２名）には業務負担を軽減し非常勤講師を措置した。

（４）学習支援制度の設計と実施

①「成績優秀者奨学金」の授与：入学試験の成績優秀者上位20名に特別奨学金を授与した。

②「育児支援奨学金」の授与：女性の生涯学習の実現に向けて学内保育所「いずみナーサリー」に子ど

もを預けて研究に従事している院生に保育料半額に相当する「育児支援奨学金」を２名に授与した。

（５）研究拠点・教育拠点の構築による特色化・個性化

①21世紀ＣＯＥプログラム「誕生から死までの人間発達科学」と「ジェンダー研究のフロンティア」

の院生の国際学会での発表件数が飛躍的に増大し、学位取得者が増え大学教員への採用も増加した。

②教員養成ＧＰ「科学コミュニケーション能力をもつ教員養成」の拠点を構築し、現職教員の再教育と

サイエンスリテラシー向上に大きく寄与した。

③「魅力ある大学院教育」イニシアティブ：「＜対話と深化＞の次世代女性リーダーの育成」と「生命

情報学を使いこなせる女性人材の育成」の拠点を構築し、プロジェクトに着手し、成果をあげている。

④特別教育研究経費の教育推進事業「幼保の連携を見通した教育カリキュラムの開発」、「リスク社会

のコミュニケーション力」、「女性リーダー育成」の拠点を構築し、プロジェクトに着手した。

（６）教育研究の充実と高度化

①研究と教育の推進のため大学院人間文化研究科を大学院人間文化創成科学研究科として部局化する

ことを決定し、組織体制を構築し、人員配置やカリキュラムを整備した。

②ジョイントディグリー制への取り組み；昨年のドイツの大学に続き、フランスの大学との間で２名デ

ィグリーを取得させた。

③大学院前期課程ライフサイエンス専攻に設置された「特設遺伝カウンセリングコース」（科学技術振

興調整費）を後期課程人間環境科学専攻に接続させ、一期生が後期課程に進学した。

④総合的・学際的大学院人間文化研究科と学士課程を有機的に連携させるために、領域横断的なテーマ

を核とした教養教育「コアクラスター」、理論と実践の融合をはかる「インターンシップ制」を推進

した。

⑤国際協力を担う人材育成のための文理融合型教育組織「グローバル文化学環」の運営を開始し、副専

攻制の導入に着手した。

⑥学長が自ら「教員研究発表会」を開催し、年間74名の教員の発表を自ら聞き、本学の知的財産を把握

した。（資料編P.65参照）

（７）国際化・国際交流・国際協力の推進

①国際水準の研究教育拠点事業の推進：ＣＯＥの２拠点、比較日本学研究センター、子ども発達教育研

究センター、及び開発途上国女子教育協力センターそれぞれにおいて研究プロジェクトの成果を発表

するための国際シンポジウムを開催した。

②海外の大学間協定校の充実：米国のヴァッサー大学との協定が合意に達し平成18年度初頭には男子学

生を含む学生が研修を行う。男子学生を受け入れるための宿舎を整備した。アジアでは北京外国語大

学との協定を締結した。

③国際協力事業＜女性教育協力＞の推進：第２期五女子大学コンソーシアムの契約を締結し、アフガニ

スタンの女性教員に対する第２フェーズの研修を行った。

④国際協力事業＜乳幼児保育協力＞の推進：本学の幼児教育の成果を用いて、附属校やＪＩＣＡと連携

してモンゴルやベトナムの保育者研修を実施した。マレーシアとはテレビ会議システムを用いた研修

を実施した。

⑤アフガニスタンからの留学生が修士号を取得した。

４．社会貢献

（１）知的財産の活用

国際特許を含め、特許申請が増加した。

（２）審議会等の委員

政府審議会委員等（科学技術・学術審議会専門委員会など）の委員として本学の教員44名（19.5％）

が専門的知識を活かして社会に貢献した。
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中

期

目

標

◇教育の成果に関する全学的な目標

１．カリキュラム・プログラムの改善による基礎学力、問題発見能力、問題解決能力等の向上を図る。

２．学士課程と大学院課程との連携教育の実施による専門学力の向上と進学意欲の上昇を図る。

３．女性のライフスタイルに即した教育課程・方法の開発に基づく就学環境を改善する。

４．社会人のキャリア・アップを支援する。

５．アフガニスタン等開発途上国の女子教育・女性研究者支援を充実させる。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【１】

◇学士課程教育の目標達成のための具体

的な措置

１．少人数ゼミの充実徹底を図り、学生

個々人の問題発見能力・論理的思考

力・自己表現力・コミュニケーション

能力等、知的基礎能力を身につけた女

性を養成する。

【１－１】

◇学士課程教育の目標達成のための具体的な措置

１．少人数ゼミの充実徹底を図り、学生個々人の問

題発見能力・論理的思考力・自己表現力・コミュ

ニケーション能力等、知的基礎能力を身につけた

女性を養成する。

１）少人数ゼミを30以上開講する。

１．

１）新入生を対象にした少人数ゼミである基礎ゼミⅠ、IIを開講した。基礎ゼミⅠは

26クラス開講し、新入生514名中425名が受講した。基礎ゼミIIは５クラス開講し、

24名が受講した。

【２－１】

２．コアクラスター制度を充実させ、副専攻制度に

発展させることを検討し、専門領域以外での視点

を獲得させ、知識・見識の養成を図る。

１）コアクラスターを５コース以上開設する。

２．

１）「コアクラスター」を今年度は５コース開設した。履修者数は、ジェンダーコー

ス321名、総合環境学コース247名、コミュニティ・ボランティアコース269名、サ

イエンティフィック・リテラシーコース1,398名、グローバル文化学コース953名の

計５コース、延べ3,188名であった。

【２】

２．コアクラスター制度を充実させ、副

専攻制度に発展させることを検討し、

専門領域以外での視点を獲得させ、知

識・見識の養成を図る。

【２－２】

２）コアクラスターを発展させた、グローバル文

化学環において副専攻制を実施する。

２）今年度より文教育学部にグローバル文化学環を設置し、基礎科目である１年次向

けのグローバル文化学総論などの授業を開講した。次年度から、グローバル文化学

コースに進学する学生に対する教育を行い、合わせて副専攻として履修する学生に

対する教育も実施する。

【３－１】

３．ＴＯＥＩＣの導入、クラスの少人数化と海外語

学研修等により、英語の総合的コミュニケーショ

ン能力の養成を図る。

１）１年次生ほぼ全員が、ＴＯＥＩＣ試験を入学

時及び年度末の２回、受験することを目指す。

３．

１）平成17年４月９日にＴＯＥＩＣ試験（ＴＯＥＩＣ ＩＰテスト）を学内で実施し、

新入生514名中、512名（99.6％）が受験した。平成18年２月13日には今年度第２回

ＴＯＥＩＣ試験を実施実施し、１年次生448名（87％）が受験した。また、平成16

年度第１回試験と第２回試験における１年次生のスコアの比較分析を行い、その結

果を参考にしながらコア英語のクラス編成の方法やカリキュラムの見直しの検討

を進めている。

【３】

３．ＴＯＥＩＣの導入、クラスの少人数

化と海外語学研修等により、英語の総

合的コミュニケーション能力の養成を

図る。

【３－２】

２）派遣機関を精選する等により、海外語学研修

を充実させる。25名以上の参加を目指す。

２）平成17年７月末から９月初めにかけて、６週間にわたり、本学が提携した海外の

大学２校（クイーンズランド大学（オーストラリア）、オタゴ大学（ニュージーラ

ンド））での語学研修を実施し、学部生27名（クイーンズランド11名、オタゴ16名）

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上

１ 教育に関する目標

（１）教育の成果に関する目標
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が参加した。

【３－３】

３）「語学キャンプ」を実施する。国内でネイテ

ィブスピーカーと数日間生活をともにし、英語

のspeakingの能力の向上と異文化理解の向上

をはかる。

３）平成18年３月９日から12日まで「語学キャンプ」を実施した。６名の学生が参加

した。

【３－４】

４）英語の自習用教材をレベル別、ジャンル別、

目的別に体系的に整備し、自習の指導を充実さ

せることにより、英語の自主的学習を促進す

る。

４）ＣＡＬＬ教室やＬＬ教室等で利用できる英語の自習用教材をレベル別、ジャンル

別、基礎力強化・各種試験対策・ビジネス英語等の目的別に各種整備するとともに、

授業担当講師や教務補佐員が昼休み等に自習の指導を行った。さらに、ＣＡＬＬ教

室ホームページにおいて教材に関する情報提供を充実させた。その結果、ＣＡＬＬ

教室やＬＬ教室の利用者数が大幅に増加した。

【４】

４．途上国支援を教育課程中に組み込み、

途上国に対する意識を覚醒した人材を

養成する。

【４－１】

４．途上国支援を教育課程中に組み込み、途上国に

対する意識を覚醒した人材を養成する。

１）途上国支援を支える女性人材の育成を目指す

教育プログラムを、新設のグローバル文化学環

を中心に作成し、実施する。

４．

１）今年度は、コアクラスターのグローバル文化学コースの授業として、「国際協力

学」、「国際協力方法論」、「異文化交流実習II」が開講され、国際機関やＮＧＯ・

政府系ＯＤＡ実施機関等で働く方の話を盛り込んだ国際協力開発の基礎講義や、援

助計画立案等援助サイクルを机上で体験する授業を行なった。受講者数は、それぞ

れ44名、５名、３名であった。また、国際意識調査を行い、学生の国際関心の強度

を調査した（将来像として、企業の海外部門（47％）、途上国支援（36％）、国際

機関職員（38％）を希望）。

【５】

５．学士課程・大学院課程の連携プログ

ラム（６年課程・９年課程）の検討を

開始する。

【５－１】

５．学士課程・大学院課程の連携プログラム（６年

制・９年制）の検討を継続する。

５．博士前期課程、後期課程を通じての教育プログラムとして「＜対話と深化＞の次

世代女性リーダーの育成」（文系）、「生命情報学を使いこなせる女性人材の育成」

（理系）を開始した。大学院の教育プログラムと学部の教育との連携などについて

大学院研究教育委員会と教育推進室のメンバーからなるワーキンググループで検

討を進めている。

【６】

６．「教育推進室」を設置し、教育課程

の編成を検討し、改善等の業務を遂行

する。

【６－１】

６．「教育推進室」で、教育課程の編成を検討し、

改善等の業務を遂行する。

６．教育推進室を中心に外国語教育、基礎ゼミなどのコア科目の教育、コアクラスタ

ー制度など全学に関わる教育課程について検討した。シラバスの内容の充実、学生

の授業評価アンケート、ＴＡの研修（平成17年５月18日、９月28日開催）、ＴＡの

新しい選考方法、ＦＤ講習会（平成17年10月26日開催）など教育改善に関わる様々

な課題について検討し、実施した。

【７】

◇大学院教育の目標達成のための具体的

措置

１．学際的研究科の特色を生かした複数

の領域の指導教員による指導体制の一

層の強化を図り、学生の新領域への挑

戦を支援する。

【７－１】

◇大学院教育の目標達成のための具体的措置

１．学際的研究科の特色を生かした複数の領域の指

導教員による指導体制の一層の強化を図り、学生

の新領域への挑戦を支援する。

１．本学大学院博士後期課程では複数の領域の指導教員による指導体制がとられ、新

領域への挑戦を支援する指導が行われている。このような方針のもとで体系化され

た２つの教育プログラム「＜対話と深化＞の次世代女性リーダーの育成」（文系）、

「生命情報学を使いこなせる女性人材の育成」（理系）を開始した。

【８】

２．副専攻制度の導入、ダブルディグリ

ーの取得可能領域を検討する。

【８－１】

２．副専攻制度の導入、ダブルディグリーの取得可

能領域を検討する。

２．「＜対話と深化＞の次世代女性リーダーの育成」プログラムでは、「男女共同参

画リソース研究」「文化マネジメント研究」という二つの副専攻制度が設計され、

平成18年度より実施されることとなった。「生命情報学を使いこなせる女性人材の

育成」プログラムでは、副専攻とはしていないが、修了証を発行する。

【９】

３．女性のライフスタイル（妊娠・出産・

【９－１】

３．女性のライフスタイル（妊娠・出産・介護等）

３．

１）いずみナーサリーが大学の正式な施設として発足し、開所時間を延長し、任期付
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に即応した多様な研究形態を確立し、研究支援を

図る。

１）保育所（いずみナーサリー）において、院生

の子育て及び研究支援の充実を図る。

講師３名を配置し、他に３名の非常勤講師を置いた。定員も増員し、利用者は月極

で14名（院生３、学部生２、教員４、科目等履修生３、外部２）、他に臨時預かり

が延べで113名（大学関係者50名、附属校保護者63名）に達した。

介護等）に即応した多様な研究形態を

確立し、研究支援を図る。

【９－２】

２）保育料の半額補助を実施する。

２）平成17年４月より、大学院生の保育料の半額補助を実施した。授与者は２名であ

った。

【10】

４．社会人の研究科志望者のために昼夜

開講制を実施する。

【10－１】

４．社会人の研究科志望者のために昼夜開講制を実

施する。

４．発達社会科学専攻社会臨床論コースで、昼夜開講制を実施している。昼間は従来

どおり開講するほか、水曜日を除く平日は毎日夜間（18:20～19:50並びに20:00～

21:30）に合計14科目開講した。今年度同コース社会人特別選抜による入学者は９

名であった。

【11】

５．修了後の教員就職に備え、大学での

教育及び研究指導実践を実施し、教育

力充実を図る。

【11－１】

５．修了後の教員就職に備え、大学での教育及び研

究指導実践を実施し、教育力充実を図る。

５．大学院博士前・後期課程の院生は、ティーチングアシスタント（ＴＡ）として、

学部、大学院博士前期課程の授業、研究指導の補助を実践した。今年度は、博士前

期課程185名、博士後期課程74名がＴＡの業務に携わった。また、今年度より、ＴＡ

に対するオリエンテーションを始め、２回（５月、９月）開催した。

【12】

６．博士前期課程のライフサイエンス専

攻と、博士後期課程の人間環境科学専

攻に「遺伝カウンセリングコース」を

設け、東京女子医大との連携により遺

伝カウンセラーを養成する。

【12－１】

６．博士前期課程のライフサイエンス専攻と、博士

後期課程の人間環境科学専攻に「遺伝カウンセリ

ングコース」を設け、東京女子医大との連携によ

り遺伝カウンセラーを養成する。

６．「遺伝カウンセリングコース」及び「特設遺伝カウンセリングコース」で遺伝カ

ウンセラー養成のための教育を進めた。今年度は８名の入学者があった。

【13】

７．大学院の組織の改革を検討する。

【13－１】

７．大学院博士前期課程と後期課程との連携教育の

改革のため、教員組織の見直しを行う。

７．博士前期課程と後期課程との連携教育の改革のため教員組織を見直し、教員の所

属専攻の変更、講座の変更を行った。新体制は平成18年度より施行される。

【14】

８．現職教員の再教育等を実施する専門

職大学院の設置を検討する。

【14－１】

８．現職教員の再教育等を実施する専門職大学院の

設置を検討する。

１）サイエンス＆エデュケーションセンターで、

初等中等教育における現職理科教員を対象と

した再教育カリキュラム案を作成する。

８．

１）サイエンス＆エデュケーションセンターを中心に、初等中等教育における現職教

員を対象とした「科学コミュニケーション能力をもつ教員養成」プログラムが作成

され、さらに同プログラムは「大学・大学院における教員養成推進プログラム」（教

員養成ＧＰ）に採択され、今年度から実施されている。
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中

期

目

標

１．アドミッションポリシーに関する目標

国籍・年齢に関係なく、本学の教育理念に合致して、すぐれた資質を持ち、勉学・研究に対する強い意欲を有する女性を受け入れる。また諸外

国、とりわけアジア諸国よりすぐれた女子の留学生を受け入れる。

２．教育課程に関する基本方針

◇教養教育：

日本語によるプレゼンテーション能力、英語のコミュニーケション能力及び情報リテラシーの養成などスキル教育を授けるとともに、21世紀を

生き抜くための「知」を重視した教育を授ける。

◇専門教育：

専門分野における教育目的を明確に達成しうる教育科目を配当し、体系的な教育プログラムを編成するとともに、幅広い教育を行う。

３．教育方法、授業形態、学習指導法、成績評価等に関する基本方針

新入生を対象とする少人数制のゼミの充実をはかり、授業の理解度を把握するための方策を実施し、学生のモチベーションを高める。また、各

授業科目の成績評価基準を明確化し、厳格なる評価を行う。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【15】

１．アドミッションポリシーに応じた入

学者選抜を実現するための方策

現在実施している、推薦入試、前期

日程試験、後期日程試験、３年次編入

学試験等を維持するとともに、入試推

進室で新たな入学試験の方法について

検討する。

◇学士課程

１．後期日程試験において、大きな枠組

で入学者選抜を行い、入学後に学部学

科を選択しうるような制度の設置を検

討する。

【15－１】

１．アドミッションポリシーに応じた入学者選抜を

実現するための方策

現在実施している、推薦入試、前期日程試験、

後期日程試験、３年次編入学試験等を維持すると

ともに、入試推進室で新たな入学者選抜の方法に

ついて検討する。

◇学士課程

１．本学におけるカリキュラム改革の方向と同調し

ながら、現行の各選抜方法及びそれらの募集定員

等の検討と併せて、後期日程試験における入学者

選抜の枠組みについて検討を続ける。

１．本学のアドミッションポリシーに即した、優秀な学生の確保のため、各選抜の募

集枠の検討を行い、２つの学科で推薦入学枠を拡大した。また、多様な学生の入学

を促すため、帰国子女特別選抜の実施の募集単位の拡大や、学力試験によらない入

試方法の検討を開始した。また、入試方法検討の基礎的資料の蓄積のため、前年度

から引き続き、入学辞退者の追跡調査、新入生アンケートを実施するとともに、入

学試験成績データの整理を行った。

【16】

２．附属高等学校の生徒に対して、大学

が設けた教育プログラムを受けさせる

ことによって、優秀な学力を持ち、か

つ勉学に対する意欲やプレゼンテーシ

ョン能力を持つ者を判定した上で、進

学を認定するシステムの開発とその設

置について検討する。

【16－1】

２．附属高校生徒に対する特別選抜（指定校推薦）

を平成20年度入試から導入する。その準備とし

て、特別教育プログラムにおける成績評価等の具

体的方策について検討する。

２．高大連携実施委員会を設置し、大学、附属学校の密接な連携の元での実施体制を

構築した。また、附属高校生徒に対し、本特別教育プログラムの効果の調査研究の

ため、学力検査、到達度診断テスト、意識調査などを実施した。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上

１ 教育に関する目標

（２）教育内容等に関する目標を達成するための措置
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【17－１】

◇大学院課程

１．10月入学を実施する。

１）博士後期課程において、実施を目指す。

１．

１）柔軟な修学プラン、あるいは国際化に対応させ、平成18年度博士後期課程９月入

試より適用を開始し、合格者14名中３名が10月入学を行った。（博士前期課程では

すでに平成17年度入試より実施）

【17】

◇大学院課程

１．10月入学を実施する。

【17－２】

２．６年制、９年制教育に対応した教育システムの

改革の進展と同調しながら、博士前期、後期課程

において、教育の連続性を勘案した入試方法につ

いて検討を始める。

２．10月入学、飛び級制度の導入・整備を行うとともに、博士後期課程の入試におい

ては、修士論文及び研究計画の口述審査にウエイトを置いた入試を実施し、博士前

期課程、後期課程の教育・研究の継続性を重視した。

【18】

２．教育理念等に応じた教育課程を編成

するための具体的方策

１）４年を通して体系的なカリキュラ

ム編成を行う。

【18－１】

２．教育理念等に応じた教育課程を編成するための

具体的方策

１）４年を通して体系的なカリキュラム編成を行

う。

２．

１）本学の教育理念及び各学部、各学科の教育目標に基づき４年一環の体系的なカリ

キュラムを編成し、教育を実施している。教養教育を含め全学的な課題については、

教育推進室が、学部専門教育については文教育学部では教務事項検討委員会が、理

学部及び生活科学部ではカリキュラム委員会が、議論を行った。

【19】

２）とび級制度等を活用し、学士・博

士前後期を通した教育システムにつ

いて検討を行う。

【19－２】

２）とび入学制度等を活用し、学士・博士前後期

を通した教育システムについて検討を行う。

２）前年度、理学部化学科４年次学生３名が前期課程10月入学の実施に対応してとび

入学で物質科学専攻に進学し、学部・博士前期課程を通した教育を実施している。

また、全学的な立場から、とび入学制度10月入学制度を活用した学部・大学院前後

期課程を通した教育システムについて大学院研究教育委員会、教育推進室のメンバ

ーからなるワーキンググループで検討を進めている。

【20】

３）全学共通科目を増加させて学生が

受講しやすい環境を整えるととも

に、学部設置の専門教育科目でも学

部間で連携をはかり、学内共同教育

を実施する。

【20－1】

３）全学共通科目を増加させて学生が受講しやす

い環境を整えるとともに、学部設置の専門教育

科目でも学部間で連携をはかり、学内共同教育

を実施する。

３）文教育学部共通科目であったクリエイティブ・ライティングを今年度から全学共

通科目に移行し、学部を超えて受講しやすい環境を整えた。また、文教育学部・人

間社会科学科と生活科学部・生活社会科学講座、文教育学部・心理学コースと生活

科学部・発達臨床心理学講座の間で専門教育科目の連携開講を実施し、効率化と教

育の質の向上を図った。

【21】

４）補習などを含め、高等学校での教

育との連携を視野に入れたカリキュ

ラム編成を行う。

【21－１】

４）補習などを含め、高等学校での教育との連携

を視野に入れたカリキュラム編成を行う。

４）高等学校で物理学や生物学を未履修の学生に対して、１年次前期に「物理学サプ

リメント」「生物学サプリメント」という名称の補習授業を実施した（卒業単位に

は含めない）。また、入学時点で理学部の新入生全員にアンケートを実施し、数学、

物理、化学、生物そして情報の専門のキーワードをどの程度知っているかを調べた。

【22】

５）基礎的専門学力を養成するための

カリキュラム編成を行う。

【22－１】

５）基礎的専門学力を養成するためのカリキュラ

ム編成を行う。

５）４年一環の体系的なカリキュラムのもと、各学科が専門教育の基礎となる学力を

養成するための課程を編成し、実施している。

【23】

６）教養教育、専門基礎教育、専門教

育における適切な科目配当と年次配

当を行う。

【23－１】

６）教養教育、専門基礎教育、専門教育における

適切な科目配当と年次配当を行う。

６）教養教育では、情報処理演習、外国語科目及びスポーツ健康を必修、基礎ゼミを

必修に準じて位置付けた。

【24】

７）教養教育及び専門教育の方針に従

って、必修科目、選択必修科目と選

択科目とのバランスを考慮した編成

を行う。

【24－１】

７）教養教育及び専門教育の方針に従って、必修

科目、選択必修科目と選択科目とのバランスを

考慮した編成を行う。

７）全学共通の必修科目は設けず、学生の科目履修の自由度を大きくした。各学部、

学科の専門教育においては、４年一環の体系的なカリキュラムのもと必修科目、選

択必修科目、選択科目がバランスよく編成した。
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【25】

８）領域横断型の教養教育コアクラス

ター制度を質量ともに充実させ、専

門領域外での教養・見識を養成し、

さらに副専攻制度への発展を検討す

る。

【25－１】

８）領域横断型の教養教育コアクラスター制度を

質量ともに充実させ、専門領域外での教養・見

識を養成し、また、グローバル文化学環におけ

る副専攻制を実施する。

８）今年度コアクラスターは、コミュニティ・ボランティアコース、ジェンダーコー

ス、総合環境学コース、サイエンティフィック・リテラシーコース、グローバル文

化学コースの５コースを開設した。グローバル文化学環を今年度より新設し、１年

次向けのグローバル文化学総論などの授業を開講した。次年度から、グローバル文

化学コースに進学する学生に対する教育を行い、合わせて副専攻として履修する学

生に対する教育も実施する。

【26】

９）21世紀に必要とされる、国際性、

途上国支援、ジェンダー、安全、環

境、ボランティア等の内容を含む教

育の充実を図る。

【26－１】

９）21世紀に必要とされる、国際性、途上国支援、

ジェンダー、安全、環境、ボランティア等の内

容を含む教育の充実を図る。

９）国際性、途上国支援、ジェンダー、安全、環境、ボランティア等の社会的関心が

高く現代世界を理解する上で重要と思われる問題領域をテーマにコアクラスター

のコースとして、「グローバル文化学」、「ジェンダー」、「総合環境学」、「コ

ミュニティ・ボランティア」を開設している。

また、生活科学部人間・環境科学科では、人間と環境の問題に関わる専門科目を

20科目以上開講している。

【27】

10）教職課程の適正な実施をするとと

もに、介護実習を支援する体制の整

備を図る。

【27－１】

10）教職課程の適正な実施をするとともに、介護

実習を支援する体制の整備を図る。

10）生活科学部食物栄養学科においては、栄養教育教諭１種免許状の課程認定を受け

た。介護等体験では、介護等体験希望者を対象に２日間に渡って介護等体験報告会、

講演会を実施し、介護等体験に対する理解を深めた。教育実習修了者は218名で、

介護等体験実施者は191名である。

【28】

11）転学部、転学科を容易にしうる制

度を設ける。

【28－1】

11）転学部、転学科を容易にしうる制度を設ける。

11）教育推進室と学生支援センターの相談窓口（インテーカー）との連携を図り、各

学科コース講座等における転学部、転学科受け入れのルールを教育推進室で把握

し、学生の相談に適切に応じられるように体制を整備した。

【21－２】

12）平成18年度に入学する新学習指導要領のもと

で学んだ学生に対応するための方策について

検討する。

12）主に理学部カリキュラム委員会で、対策について検討を行った。平成18年度入学

者と比較検討するために、理科、数学、情報の教科に関わるキーワードについての

アンケート調査を今年度理学部新入生に対して実施した。理系基礎科目の授業内容

の見直しと改良のための議論を深めている。

【29】

３．教育方法、授業形態、学習指導法等

に関する具体的方策

１）本学と提携した海外の大学におけ

る海外語学研修の単位化を図る。

【29－１】

３．教育方法、授業形態、学習指導法等に関する具

体的方策

１）本学と提携した海外の大学における海外語学

研修の単位化を図る。

３．

１）今年度は、研修を修了し単位認定を申請した26名の学部生に単位認定を行った。

また、単位認定の規程を変更し、学生が語学力や英語の履修計画に合わせて柔軟に

単位認定科目を決めることができるようにするとともに、語学センターで認定科目

選択の指導を研修の前後に行い、海外語学研修と本学での英語学習の有機的な連携

を図った。

【30】

２）英語教育において、習熟度別クラ

ス編成をし、効果を上げうるように

クラスサイズの少人数化を図る。

【30－１】

２）英語教育において、習熟度別クラス編成をし、

効果を上げうるようにクラスサイズの少人数

化を図る。１年次生に続き、２年次生対象科目

への導入を進める。

２）平成16年度から、１年次生に対する科目に習熟度別クラス編成を実施したが、今

年度は、２年次生に対する科目「中級英語」にも習熟度別クラス編成を導入した。

クラスサイズの少人数化も、新たに２年次生対象科目すべてにおいても実施した。

その結果、これらの科目では、履修者数の平均は、最大でも、32名となった。この

成果は、ＴＯＥＩＣ試験を２回受験した学生のスコアの有意な上昇に反映してい

る。平成16年度１年次生（全学部）のうち、平成16年度の第１回ＴＯＥＩＣ ＩＰ

テストと第２回ＴＯＥＩＣ ＩＰテストの両方を受験した445名について、リーデ

ィングとリスニングを合わせたトータルスコアの平均は、990点満点中、34.1点上

昇した。

【31】

３）問題発見能力・論理的思考力・自

己表現力等を強化するために、新入

生対象の基礎ゼミの充実を図る。

【31－1】

３）問題発見能力・論理的思考力・自己表現力等

を強化するために、新入生対象の基礎ゼミの充

実を図る。

３）基礎ゼミの趣旨を徹底しその充実を図るため、ＦＤ活動の一環として基礎ゼミを

テーマとするシンポジウムを開催した。（平成17年10月26日）次年度授業計画作成

時に次年度基礎ゼミ担当者に同シンポジウムの資料を配付し、次年度の基礎ゼミの

一層の充実を期した。
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【32】

４）大学院及び学士課程において、本

学の授業科目を補完するために、他

大学との単位互換を推進する。

【32－1】

４）大学院及び学士課程において、本学の授業科

目を補完するために、他大学との単位互換を推

進する。

４）今年度新たに東京外国語大学及び首都大学東京の大学院と本学大学院との単位互

換に関する協定を結んだ。次年度にむけて東京医科歯科大学との大学院間の単位互

換の協定を検討した。今年度学部学生に関する単位互換は、派遣24名、受け入れ20

名であり、大学院では派遣112名、受け入れ38名であった（人数はいずれも延べ人

数）。

【33】

５）シラバスをホームページに掲げ、

内容の充実を図る。

【33－１】

５）シラバスをホームページに掲げ、内容の充実

を図る。

５）ホームページ上に掲げられたシラバスについては、成績評価基準、成績評価方法

のより詳細な記述、学生の自主的学習を促す指導・アドバイス、オフィスアワーの

明示などの内容の充実に努めた。

【34】

６）授業外での予習・復習に関する指

示と自主的学習への配慮を行う。

【34－1】

６）授業外での予習・復習に関する指示と自主的

学習への配慮を行う。

６）１年次生に対し、初年次教育として重視している基礎ゼミでは、自主的学習の習

慣をつけるように配慮している。シラバスの中に予習・復習に関する指示・アドバ

イスを記載する取組をさらに進めた。各学科、コースでは図書室や学生自習室など

自主的学習のできる環境を整備した。

【35】

４．適切な成績評価等の実施に関する具

体的方策

１）５段階での成績評価の基準を設定

し、シラバスにおいてそれを明示す

る。

【35－１】

４．適切な成績評価等の実施に関する具体的方策

１）新しい５段階成績評価基準を学内に周知し、

適切な成績評価を実施する。

４．

１）学生便覧に成績評価基準に関する説明を丁寧に記述し、合わせて成績評価に関す

る問い合わせ制度があることも明示した。授業担当教員に対しては、シラバス作成

時、及び前期成績票提出依頼時に新しい成績評価基準に関する説明文書を配付し、

徹底を図った。

【36】

２）受講の上限単位数の設定について

検討を行う。

【36－1】

２）受講の上限単位数の設定について検討を行

う。

２）履修登録上限設定の課題については、前年度からの調査及び検討の結果、教育推

進室としては「具体的な数値を挙げた上限設定はせず、授業改善や学生の学習改善

と相乗させ、単位制度の実質化の措置を全学の教員の協力を得ながら、教育推進室、

学務委員会で探り、実施していく。」という結論を得た。
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中

期

目

標

教職員の適正な配置を行うとともに、退職者の後任補充については役員会管理とし、各部局の意見を聴取しながら配置を定め、学内の人材の流動

化を図る。

教育推進室で教育環境を把握しその整備をはかり、また教育の質の改善をはかることを目標とする。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【37】

１．教育推進室で、全学の授業科目や担

当教員等を統括し管理運営体制を整え

るとともに、教養教育の円滑な運営と

改善を企画実施する。

【37－1】

１．教育推進室で、全学の授業科目や担当教員等を

統括し管理運営体制を整えるとともに、教養教育

の円滑な運営と改善を企画実施する。

１．教育推進室で各学部等から提案されたカリキュラム改正案について全学的な観点

から検討を加えたり、コア科目・教職科目などの開講クラス数や授業時間割の調整、

教務日程の検討を行うなど、教育の円滑な運営と改善の業務を行った。

【38】

２．教育研究調査書・授業評価などを活

用して、教育評価を行い、教育推進室

及び総合評価室を通じて改善を図る。

【38－1】

２．教育研究調査書・授業評価などを活用して、教

育評価を行い、教育推進室及び総合評価室を通じ

て改善を図る。

１）教育推進室、学生支援室を中心に、教育・学

習環境に関する学生のニーズを把握するため

に、「学生による教育・生活評価」を企画し、

改善点を探る。

２．

１）①授業評価アンケート、卒業時教養教育アンケートを実施し、学生の本学教育に

対する評価について検討、授業評価アンケートの利用に関する教員アンケートを実

施し、各教員がどのように本アンケート結果を授業改善に生かしているかに関する

実態の把握と、本アンケート実施及び利用に関する今後の課題について検討をし

た。②「学生による教育・生活評価アンケート」を全学部学生及び全大学院生を対

象に実施した。

【39】

３．教育推進室、総合評価室及び総務室

と連携して、教職員の配置を改善する

システムを構築する。

【39－１】

３．教育推進室、総合評価室及び総務室と連携して、

教職員の配置を改善するシステムを構築する。

３．

①教育、研究、社会貢献、大学運営の４領域に関する「教員活動状況データベース」

を開発し、該当するデータの収集を行った。それをもとに教職員配置を改善するシ

ステムづくりに資する指標開発のあり方を検討した。

②今後５年間の大学の戦略に基づく人員配置を目指し、学長手持ちポスト14を設定し

た。

③平成19年度に大学院部局化を達成すべく、検討を開始し、平成18年６月までに検討

を終了する。その検討の中に、教員の再配置が含まれている。

【40】

４．語学センターを設置し、語学教育の

充実を図る。

【40－１】

４．語学センターにおいて、語学教育の充実を図る。

１）教員をさらに１名増員する。

４．

１）英語の授業担当講師を１名増員し（計２名）、コア英語の授業を前後期合わせて

12クラス担当するとともに、昼休み等に、ＣＡＬＬ教室で英語の自習の指導にあた

り、英語教育の充実を図った。

【41】

５．図書館の情報化、総合情報処理セン

ターによる学内の情報化、情報処理教

【41－１】

５．図書館の情報化、総合情報処理センターによる

学内の情報化、情報処理教室の開放などにより、

５．図書目録の電子登録、図書館オンラインサービス、電子ジャーナル導入、図書自

動返却装置の導入などを行なった（図書館情報化）。また、大学構成員の全学認証

基盤一元化をはかった他、事務処理（情報システム、データベース）の統合・一元

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上

１ 教育に関する目標

（３）教育の実施体制等に関する目標
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室の開放などにより、学内や学外の情

報を自由に活用できるように整備を図

る。

学内や学外の情報を自由に活用できるように整

備を図る。

化の検討、情報処理教室の開放を行い、学内外の情報活用の推進を行なった。

【42】

６．補助を必要とする教養教育の科目に

ＴＡを配置し、個々の学生への対応を

可能とする体制を整える。

【42－１】

６．補助を必要とする教養教育の科目にＴＡを配置

し、個々の学生への対応を可能とする体制を整え

る。

６．コア科目のうち、語学関係（中国語初級、フランス語初級）、実験（一般生物学・

臨海実習、一般物理学実験、一般化学実験）、情報（情報処理演習、プログラミン

グ演習）に延べ34名のＴＡを配置し、個々の学生にきめ細かく対応する教育をした。

【43－１】

７．国際教育センター等で、学外と協力して共同教

育を実施する可能性について検討を行う。

１）留学生センターを改組した国際教育センター

において、海外の交流協定校と共同して、双方

向的な異文化理解プログラムを作成する。

７．

１）韓国同徳女子大学と異文化理解プログラムを作成し、平成17年６月27日から７月

６日まで、同大学の学生12人及び本学学生40人が本学において異文化交流実習と日

韓大学生国際交流セミナーに参加した。

【43－２】

２）開発途上国支援のための女性人材育成プログ

ラムへの、他大学の学生の参加を促す。

２）五女子大学コンソーシアムでのアフガニスタン研修実施に各大学学生が参加し

た。また、大阪大学大学院人間科学研究科の院生を招へいし、他大学の学生も参加

した報告会などを開催した。開発途上国女子教育協力センターの企画（公開講演会

など）では、五女子大学コンソーシアムを通じて広報活動をおこない、他大学の学

生の参加が増加している。

【43】

７．留学生センター等で、学外と連携し

て共同教育を実施する可能性について

検討を行う。

【43－３】

３）インターネットを利用した渡日前留学生に対

する遠隔教育の実施を検討する。

３）国際教育センターの担当教員による渡日前事前教育を平成17年９月と平成18年３

月に実施した。

【44】

８．大学院人間文化研究科と学部が連携

し、それぞれ所属の教員が相互に兼担

することで、学内資源を有効に活用す

る。

【44－１】

８．大学院人間文化研究科と学部が連携し、それぞ

れ所属の教員が相互に兼担することで、学内資源

を有効に活用する。

８．大学院専任教員が学部を兼担、かつ学部所属教員が大学院を兼担する体制をとり、

教育の充実を図った。

【45】

９．生活科学部で、生活環境学科を改組

し、食物栄養学科と人間・環境科学科

に再編する。

【45－１】

（平成16年度に実施済みのため、平成17年度は年度

計画なし）

【25－2】

９．文教育学部を中心にグローバル文化学環の運営

に着手する。

９．文教育学部では専門的知識とともに、その枠にとらわれない学際的な視野や社会

に応用できる知識や実践力を育成するためにグローバル文化学環という共通進学

コースを設置した。同学環に専任教員を配置し、学生の教育も今年度入学生から実

施した。
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中

期

目

標

情報化の推進をはかり、学内施設の利用状況を的確に把握し、教室を開放するなど学習環境を整備し、学生相談体制を充実し、学習や生活支援を行

うとともに、出来る範囲での経済的支援を実施する。また、学生の意見を吸い上げるシステムを構築し、良好な学内環境を保持する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【46】

学生が自由に意見を述べられる意見箱

を設置し、学内での諸問題を解決しうる

システムの構築を図る。

【46－１】

学生が自由に意見を述べられる意見箱を増設し、

また、学生代表者と学長、理事等との懇談会を実施

し、学内での諸問題を解決しうるシステムの構築を

図る。

学生センターのみに設置していた意見箱を図書館、生協食堂の２箇所に増設し、学

生の意見を吸い上げる体制を整えた（投書数30件）。前年度より毎年学長、理事等と

の懇談会を実施し、出された意見を関係の機構・室等へ提供し、今後の政策立案に役

立てた。（平成17年11月30日実施、参加学生16名）

【47】

◇学習相談・助言・支援の組織的対応に

関する具体的方策

１．適宜、授業科目選択のためのオリエ

ンテーションを行う。

【47－１】

◇学習相談・助言・支援の組織的対応に関する具体

的方策

１．適宜、授業科目選択のためのオリエンテーショ

ンを行う。

１．入学式直後のオリエンテーションで、コア科目、教職関係の授業科目、履修方法

の説明を行った。理学部、生活科学部では、入学式直後に新入生向け合宿研修を行

い、各学科カリキュラムや４年間の学習計画の説明をした。新入生に対し文教育学

部では、「文教育学部授業科目履修案内」、生活科学部では、「履修の手引き」を

作成し、活用した。

【48】

２．オフィスアワーを設けて、学習指導

体制を強化する。

【48－１】

２．オフィスアワーを設けて、学習指導体制を強化

する。

２．学生の学習支援のためオフィスアワーを設け、学生の質問や学習相談に応じてい

る。授業科目ごとにホームページ上のシラバスにオフィスアワーを記載し、学生に

周知した。文教育学部では全教員が週１回以上のオフィスアワーを設け、ホームペ

ージ上に掲示した。また、実験系の学科では、特にオフィスアワーを指定せず、学

生の質問や相談にいつでも応じている。

【49】

３．学習相談及び進路相談体制の強化策

として、チューター体制を整備する。

【49－１】

３．学習相談及び進路相談体制の強化策として、チ

ューター体制を整備する。

１）ピア・サポートに活動拠点を提供し、体制の

充実を図る。

３．

１）学生会館の一室をピア・サポートルームとして整備し、学生の活動拠点とした。

また、各学部等担当教員（４名）によるピア・サポート連絡会を実施し（１回）、

活動報告書作成及び今後の活動計画等の立案を行った。

【50】

４．ＩＴ教室を開放するとともに、図書

室・自習室等を整備し、自習を支援す

る。

【50－１】

４．ＩＴ教室を開放するとともに、図書室・自習室

等を整備し、自習を支援する。

１）第２ＣＡＬＬ教室（コンピューター利用のＬ

Ｌ教室）を整備し、語学の自習をさらに支援す

る。

４．

１）６月より第２ＣＡＬＬ教室を語学の自習に使用できるようにした。これにより、

第１ＣＡＬＬ教室が授業で使用されている間も、第２ＣＡＬＬ教室で自習ができる

ようになった。また、第１ＣＡＬＬ教室は夏休み期間中も開放した。さらに、学生

の要望に応え、１月には、第１ＣＡＬＬ教室の開放時間を延長し、週３回は授業終

了後、17時45分まで利用できるようにした。ＣＡＬＬ教室の利用促進のため、４～

５月には、毎日昼休みに、ＣＡＬＬ教室利用説明会を実施し、１年次生全員が参加

できるようにした。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上

１ 教育に関する目標

（４）学生への支援に関する目標
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【51】

５．図書館本館と各部局の図書室とのオ

ンライン化をはかるとともに、各部局

所蔵の図書を全学の学生に自由な閲覧

を可能とし、貸出できる体制を整備す

る。

【51－１】

５．各部局所蔵の図書を全学の学生に自由な閲覧を

可能とし、貸出できる体制の整備を図る。

５．各部局所蔵の図書を全学の学生がより利用しやすくするために、目録データベー

スの整備を実施し、今年度は１万１千冊を遡及登録した。さらに、附属図書館所蔵

の12万冊の点検を行うとともに、各部局の蔵書点検を計画的に実施することによっ

て利用環境を整備できた。貸出冊数を増やしたことや、オンラインサービスの充実、

自動貸出装置の設置によっても、学生は図書を利用し易くなった。

また、蔵書の体系的な収集のために図書選定方針を策定して選定した他、冊子体

の図書館利用案内を作成した。これらの実施も、学生が図書館を有効に活用するこ

とを意図したものである。

【52】

６．海外留学に関する相談体制を整備す

る。

【52－１】

６．海外留学に関する相談体制を整備する。

１）専任教員を配置して、国際教育センターにお

ける留学相談体制を強化する。

６．

１）平成17年４月から国際交流室（国際教育センター）に専任の講師１名及びアソシ

エイトフェロー１名を採用し、海外語学研修や海外留学に対する説明会を開催した

他、各種留学相談を行っている。また、海外留学を希望する学生の参考となるよう

に、「海外留学の手引き」を作成した。協定校交換留学希望者に対しては、各学生

の進路希望を踏まえた総合的な留学相談を提供し、今年度決定した交換留学予定者

の数は10名で、過去最多となった。

【53】

◇生活相談・就職支援等に関する具体的

方策

１．就学指導、生活指導や進路指導など、

学生相談体制を整備、強化する。

【53－１】

◇生活相談・就職支援等に関する具体的方策

１．就学指導、生活指導や進路指導など、学生相談

体制を整備、強化する。

１．学生相談室を発展させた学生支援センターを設置し、インテーク及びカウンセリ

ングを行う専任教員（１名）を配置することにより、学生の多様な相談に対応する

とともに、各学内相談機関との連携を図った。

【54】

２．保健管理センターにおける健康診断

の受診率を高め、学生の健康状況を的

確に把握するとともに、健康に関する

相談体制を整備する。

【54－１】

２．保健管理センターにおいて、学生の健康状況を

的確に把握するとともに、健康に関する相談体制

を整備する。

２．健康診断の事後措置（健康に関する指導を要する学生の医療機関へのアプローチ

等）を必要とする学生（平成16年度26名、平成17年度38名）に対し、これまで掲示

による呼び出しを行っていたが、今年度より電話又は手紙による連絡をする個別対

応方式に切り替え、個人情報保護法に対応した。

健康診断結果に基づき、健常学生に対しても、個々に報告書を配付し、希望者に

は面接指導を行った。

【55】

３．就職支援体制を整備するとともに、

就職ガイダンスをさらに充実させる。

また、女性の多様な生涯を展開したキ

ャリア教育充実のため、卒業生を含む

第一線で活躍する女性たちを講師に招

き、キャリアガイダンスを徹底させる。

【55－１】

３．就職支援体制を整備するとともに、就職ガイダ

ンスをさらに充実させる。

１）女性の多様な生涯を展開したキャリア教育充

実のため、卒業生を含む第一線で活躍する女性

たちを講師に招き、キャリアガイダンスを徹底

させる。

３．

１）就職ガイダンスの実施回数を増やし（平成16年度10回→17年度11回）、また、ガ

イダンス内容の見直し（自己分析、面接対策等）を行った（参加人数延べ1,635名）。

また、本学卒業生であり、企業のトップとして活躍する、松下電器産業くらし研究

所所長の宮井真千子氏を招き、「女性としての職業とライフプラン」の題で、キャ

リアガイダンスを実施した（平成17年10月28日）。さらに、前年度に引き続きキャ

リアアドバイザーを招聘（平成17年10月から平成18年３月まで週１回）し、個別相

談を行った。また、就職活動ハンドブックの内容を見直し、新たに作成した。

【56】

４．インターンシップの拡充を図る。

【56－１】

４．インターンシップの拡充を図る。

４．授業科目としてのインターンシップを増加させたことにより、平成16年度は34事

業所74名の参加者があったが、今年度は37機関75名が参加しており、前年度を上回

る事業所数、参加者があった。

【57】

５．留学生チューター制度の充実を図る。

【57－１】

５．留学生チューター制度の充実を図る。

５．２種類（留学生相談室にて指導等を行うチューターと、留学生個人について指導

等を行うチューター）の留学生チューターを制度化した。相談室チューターは特に

日本語指導に重点を置き、日本語のレポートや論文の指導及び日常会話の指導等を

行っている。個人チューターは主に、学習及び研究指導を行うとともに日常生活上

の助言も行っている。また、留学生相談室機能を充実するために相談室便りを作成
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し、全教員等に配付した。

【58】

◇経済的支援に関する具体的方策

１．奨学金の充実を図る。

【58－１】

◇経済的支援に関する具体的方策

１．奨学金の充実を図る。

１）本学独自の奨学金制度を平成17年度からスタ

ートさせる。

１．

１）今年度より本学独自の奨学金制度として、「入学時成績優秀者奨学金」の給付を

実施し、大学入試センター試験で優秀な成績の20名にそれぞれ50万円の奨学金を授

与した。

また、大学院で本学保育所に子供を預けながら研究に励んでいる学生２名に保育

料の半額を「育児支援奨学金」として授与した。

【59】

２．アルバイト情報の提供と斡旋を充実

させる。

【59－１】

２．アルバイト情報の提供と斡旋を充実させる。

２．前年度より学生の利便性及び事務の効率化を目指して始めた「アルバイト情報ネ

ットワーク」への委託事業（前年度登録者数：1,348件、アクセス数：20,169件、

求人数：1,393件）を充実させるため、今年度は官公庁からのアルバイトも 同ネッ

トワークに委託し、学生の利便性を高めるとともに事務の効率化を行うことができ

た。（今年度登録者数：1,854件、アクセス数：26,747件、求人数：3,242件）

【60】

３．学生後援会組織を検討し、充実を図

る。

【60－１】

３．これまでの厚生協力会を発展させた「お茶の水

女子大学後援会」を活用し、学生支援の充実を図

る。

３．平成16年12月厚生協力会を後援会に改組するとともに、学内の要望を聞き、環境

整備、徽音祭（大学祭）補助、ボランティア補助等、新たな事項に対する助成を実

施する等、前年度８項目に対し実施した助成を、今年度は17項目に増やすなどの見

直しを行った。

【61】

４．緊急時に学生に対して融資できるよ

うな体制を整える。

【61－１】

４．緊急時に学生に対して融資できるような体制を

整える。

４．学資金貸付制度を活用するため、窓口対応を柔軟に行い、前年度まで２～３名に

であった貸付を、今年度は限度額一杯の６名まで貸付を行った。

【62】

◇社会人・留学生等に対する配慮

１．多様な新入生（編入生､留学生､社会

人）に対して、オリエンテーションを

実施する。

【62－1】

◇社会人・留学生等に対する配慮

１．多様な新入生（編入生､留学生､社会人）に対し

て、オリエンテーションを実施する。

１．４月の新年度の開始時及び10月の国費留学生等の受け入れ時に、国際教育センタ

ーの教員により、留学生に対して、日本での学生生活全般にわたるオリエンテーシ

ョンを実施し、大学院生のチューターを配置し随時相談に応じられるようにした。

また、社会人を含む編入生、社会人の大学院生に対し、入学式直後のオリエンテー

ションで各学科、各専攻、コースのカリキュラムや履修方法の説明を行った。

【63】

２．社会人のキャリア・アップ支援のた

めに、特別奨励金制度の設置を検討す

る。

【63－１】

２．社会人のキャリア・アップ支援のために、特別

奨励金制度の設置を検討する。

２．アップリカの寄附講座において、授業料を半額にするなど、社会人に対する奨学

金給付制度と同等のものを実施した。人間文化研究科博士前期課程においては、長

期履修制度を設け、社会人学生に対する授業料の軽減を図った。

【64】

３．アフガニスタンを含む途上国女子留

学生支援のために、特別奨学金を設置

する。

【64－１】

３．アフガニスタンを含む途上国女子留学生支援の

ために、特別奨学金の設置を検討する。

３．アフガニスタンからの留学生３名に対する数学・物理・化学・生物等の基礎学力

向上のための学習支援に300万円を措置した。また同学生を指導する本学学生に対

しても同予算から補助を行った。
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中

期

目

標

１．研究活動を活発化して拠点化をはかるとともに、国際交流を推進して国際的に認知され、高度な水準を維持する。

２．社会連携・広報推進室より、各種メディアを通じて研究成果を社会に発信し、社会的還元を促進する。

３．世界の女性研究者、特にアジアの女性研究者との間にネットワークを形成し、緊密な連携の下に共同研究をし、その成果を広く世界に発信する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【65】

◇目指すべき研究の方向性

１．国際シンポジウムの開催、海外の学

会への参加を通じて、国際的に認知さ

れる研究を行う。

【65－１】

◇目指すべき研究の方向性

１．国際シンポジウムの開催、海外の学会への参加

を通じて、国際的に認知される研究を行う。

１．21世紀ＣＯＥプログラム、比較日本学研究センター、開発途上国女子教育協力セ

ンターにて、計８件の国際シンポジウムを開催した。また海外学会参加件数は、平

成17度は延べ108名と活発であった。

【66】

２．女性の資質能力の十全に発揮可能な

領域・テーマを発掘し、また、女性研

究者の不足している分野を重点化し

て、女性のライフスタイルにより適合

した研究方法を探求することによっ

て、若手女性研究者を育成する。

【66－１】

２．女性の資質能力の十全に発揮可能な領域・テー

マを発掘し、また、女性研究者の不足している分

野を重点化して、女性のライフスタイルにより適

合した研究方法を探求することによって、若手女

性研究者を育成する。

２．女性の資質能力が十全に発揮される領域である芸術表現・行動学科の無重力空間

におけるダンス「飛天の舞—地球への祈り」は国際的に高い評価を受けた。21世紀

ＣＯＥプログラム「誕生から死までの人間発達科学」と「ジェンダー研究のフロン

ティア」では、多数の若手女性研究者が活躍した。大学院の各専攻において計画ど

おりの取り組みが行われているのに加えて、「魅力ある大学院教育」イニシアティ

ブとして「＜対話と深化＞の次世代女性リーダーの育成」と「生命情報学を使いこ

なせる女性人材の育成」が採択され、分野を特化した女性人材の育成を開始した。

さらに、女性研究者が不足している分野である物理学科の学部学生が、世界物理年

や男女共同参画に関する国際会議で活躍した。

【67】

３．女性及び生活者としての視点を生か

し、人と地球の存続という目的の下に

広く既存の知を結集して、学際的・融

合的研究を促進する。

【67－１】

３．女性及び生活者としての視点を生かし、人と地

球の存続という目的の下に広く既存の知を結集

して、学際的・融合的研究を促進する。

３．二つの21世紀ＣＯＥプログラム『ジェンダー研究のフロンティア』、『誕生から

死までの人間発達科学』を実施しているのに加え、「魅力ある大学院教育」イニシ

アティブで重点的な女性研究者養成プログラムを企画して応募し、２件採択され、

学際的・融合的研究を促進した。

【68】

４．プロジェクト研究として学際性・総

合性を志向するとともに、基盤となる

個別基礎研究の充実をはかり、両者の

バランスを心掛ける。

【68－１】

４．プロジェクト研究として学際性・総合性を志向

するとともに、基盤となる個別基礎研究の充実を

はかり、両者のバランスを心掛ける。

４．学際的総合的研究である２つの21世紀ＣＯＥプログラム等の特定領域プロジェク

トを推進するとともに、基礎研究・応用研究を問わず、競争的研究資金の獲得を推

進している。また、基盤的研究費として各教員に配分される経費も前年度を維持し、

両者のバランスを図った。

【69】

５．研究は、常に社会との連携の下にあ

ることを忘れず、倫理的な検証を行う。

【69－１】

５．研究は、常に社会との連携の下にあることを忘

れず、倫理的な検証を行う。

１）「お茶の水女子大学研究倫理指針」に基づい

５．

１）種々の倫理委員会規程に即した研究が行われているかを検証するための仕組みを

整えるべく、生活環境研究センター・ヒトゲノム・遺伝子解析研究倫理審査委員会

及び生物学的研究の倫理特別委員会を設置し、未だ倫理委員会が整備されていない

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上

２ 研究に関する目標

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標
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て、各部局等倫理委員会規程に即した研究が行

われているかを検証するための仕組みを整え

る。

分野（動物実験委員会、ＤＮＡ実験安全委員会）の倫理委員会設置等について、検

討を進めた。

【70】

◇本学として重点的に取り組む領域

１．女性研究者養成という本学の目標に

即応し、女性研究者に対する要請の高

い領域を特化する。

【70－１】

◇本学として重点的に取り組む領域

１．女性研究者養成という本学の目標に即応し、女

性研究者に対する要請の高い領域を特化する。

１．「魅力ある大学院教育」イニシアティブで重点的な研究者養成のプログラムを企

画して応募し、２件採択（＜対話と深化＞の次世代女性リーダーの育成、生命情報

学を使いこなせる女性人材の育成）されるなど、女性研究者に対する要請の高い領

域を特化した。

【71】

２．21世紀ＣＯＥに採択されたプログラ

ムを推進する。

【71－１】

２．21世紀ＣＯＥに採択されたプログラムを推進す

る。

１）21世紀ＣＯＥ及び科学技術振興調整費で獲得

した大型プログラムを推進する。

２．

１）ジェンダー研究ＣＯＥでは３年次の計画、人間発達科学ＣＯＥでは４年次の計画

を遂行した。また、科学技術振興調整費４件についても、計画どおり順調にプログ

ラムが実施されている。

【72】

３．本学で特色となりうる分野を新たな

重点領域として検討する。

【72－１】

３．本学で特色となりうる分野を新たな重点領域と

して検討する。

１）サイエンス＆エデュケーションセンターに平

成17年度から専任教員を置き、教授法の研究開

発を促進する。

３．

１）サイエンス＆エデュケーションセンター長として専任教員の教授１名を配置し、

センター長を中心に計画どおりの活発な研究活動が展開されている。また、同セン

ターが中心になって企画した「科学コミュニケーション能力を持つ教員養成」が教

員養成ＧＰに採択された。

【73】

４．研究成果が伝統的に蓄積された領域

で、今日的意義を持つものを推進する。

【73－１】

４．研究成果が伝統的に蓄積された領域で、今日的

意義を持つものを推進する。

４．21世紀ＣＯＥで、研究成果が蓄積された領域（人間発達科学、ジェンダー研究）

における研究プロジェクトを推進するとともに、基礎研究・応用研究を問わず、今

日的意義を持つ研究に向けての競争的資金の獲得を推進している。

【74】

◇研究成果の社会への還元に関する具体

的方策

１．社会連携・広報推進室は、教員個々

人の研究成果を把握し、ホームページ

等を通じて紹介し、広報・宣伝に努め

て社会への仲介や産官学の連携を推進

する。

【74－１】

◇研究成果の社会への還元に関する具体的方策

１．社会連携・広報推進室は、教員個々人の研究成

果を把握し、ホームページ等を通じて紹介し、広

報・宣伝に努めて社会への仲介や産官学の連携を

推進する。

１．大学の窓口として社会連携・広報室から発信するため、ホームページ上の「教員

総覧」に、全ての教員の研究内容等の最新情報を掲載した。また・学術情報機構長

の下に編集企画委員会を設置し、専任のアソシエイトフェローがホームページのデ

ザインを構築し、閲覧者からみて見易く検索し易い形にリニューアルを行った。そ

の結果、日経ＢＢの全国国立大学ホームページの評価は11位であった。

また、「イノベーション・ジャパン」等の産学連携イベントに参加して、社会へ

研究情報を発信した。

【75】

２．研究成果は、各種メディアを利用し

て公表するとともに、研究成果を応用

した著述等により社会的還元を行う。

【75－１】

２．研究成果は、各種メディアを利用して公表する

とともに、研究成果を応用した著述等により社会

的還元を行う。

２．読売新聞社と共催して、公開講演会「第２回アカデミア21」を開催した。他に、

全国紙の他、地方新聞にも教員の研究成果の記事が掲載されたり、テレビ出演によ

る、研究分野の解説や情報誌「お茶の水ブックレット」等で研究成果の情報を発表

し、広く社会に還元した。

【76】

３．特に女性に関連の深い研究は、他の

女性教育機関との連携において、より

広域的な伝達を心掛け、女性の社会進

出その他の資源として広く共用に供す

る。

【76－１】

３．特に女性に関連の深い研究は、他の女性教育機

関との連携において、より広域的な伝達を心掛

け、女性の社会進出その他の資源として広く共用

に供する。

３．ジェンダー研究センターにおいては、国立女性教育会館との連携により、夜間セ

ミナーの実施や紀要「ジェンダー研究」を発行するなど、ジェンダー研究の普及を

図っている。また、大学院博士前期課程の遺伝カウンセリングコースでは、東京女

子医科大学との連携による研究成果の普及を図っている。この他、五女子大学コン

ソーシアムによるアフガニスタンの女子教育のための女性指導者の支援を目的と

した研修を実施し、教育機関としての女子大学の共通認識を深め、今後の女性の社

会的役割を一層発展させる機会を持っている。
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【77】

４．研究の成果は、公開講座や社会人教

育、特に教育職員の再教育の機会を通

じて、直接的な社会的還元を図る。

【77－１】

４．研究の成果は、公開講座や社会人教育、特に教

育職員の再教育の機会を通じて、直接的な社会的

還元を図る。

４．大学院博士前期課程の社会臨床論コースが改組され社会人教育の充実が図られて

いる。また、サイエンス＆エデュケーションセンター、子ども発達教育研究センタ

ー等で現職教員の再教育が実施されている。この他、各部局等を中心とした公開講

座が引き続き実施されている。

【78】

◇研究の水準・成果の検証に関する具体

的方策

１．総合評価室の中に、研究の水準・成

果を検証する部門を設置する。

【78－１】

◇研究の水準・成果の検証に関する具体的方策

１．総合評価室において、教員活動状況データベー

スを用いて、研究の水準・成果を向上させるため

の評価システムを開発する。

１．①教員活動状況データベースを作成し、初年度情報の入力を終えた。同データベ

ースには、研究活動情報が含まれる。②同データベース情報を用いた「個人活動評

価要綱」及び「同実施要領」を作成した。個人活動評価要綱には、研究水準の評価

システムが含まれている。

【79】

２．分野毎の特殊性を考慮しながら、単

に論文数だけでなく、掲載紙のインパ

クトファクターやサイテーション等の

数値評価も導入しつつ、絶えず客観的

な検証を試みる。

【79－１】

２．分野毎の特殊性を考慮しながら、単に論文数だ

けでなく、掲載紙のインパクトファクターやサイ

テーション等の数値評価も導入しつつ、絶えず客

観的な検証を試みる。

２．「個人活動評価要綱」を作成した。その中で、研究領域の評価方法として、

①論文数、発表数など多指標による研究評価、②インパクトファクターによる研究

評価を設定し、研究領域の特殊性やインパクトファクターの有無等に応じた評価シ

ステムを開発した。③平成17年度評価においては、データの制約から前者を用いる

こととし、引き続き評価方法の検討を続けることとした。

【80】

３．単年度毎の活動報告の提出を全教員

に義務付けるとともに、３年目終了時

に第三者を加えて分野別評価を実施す

る。

【80－１】

３．単年度毎の活動報告の提出を全教員に義務付け

るとともに、３年目終了時に第三者を加えて分野

別評価を実施する。

３．①単年度ごとの活動報告を全教員に義務付け、教員活動状況データベースへの入

力を実施した。②３年目終了時に第三者を加えて評価する仕組みとして、「個人活

動評価要綱」「同実施要領」「部局別評価要綱」「同実施要領」を作成した。評価

組織には外部評価者を含む。③毎年度収集する個人活動状況データを元に、教育研

究等活動状況報告書を自動作成し、ウェブで公開するためのソフトウェアの開発を

行った。
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中

期

目

標

１．教職員の適正な配置を行うとともに、退職者の後任補充については役員会管理とし、各部局の意見を聴取しながら配置を定め、学内の人材の流

動化を図る。

２．研究推進室で研究環境を把握しその整備をはかり、また研究の改善を図る。

３．特に女性のライフスタイルに即した研究環境や研究体制を整備する。

４．重点領域の研究推進のため、設備使用の便宜を図る。

５．総合評価室において、第三者を交えた厳正な評価をする。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【81】

◇女性研究者の研究支援に対する具体的

方策

１．女性若手研究者を支援する常勤の特

別研究員制度を発足させる。

【81－１】

◇女性研究者の研究支援に対する具体的方策

１．女性若手研究者を支援する常勤の特別研究員制

度を充実させる。

１）６名の特別研究員の採用を目指す。

１．

１）特別研究員（リサーチフェローを含む）の制度に基づき、９名のリサーチフェロ

ーを採用した。

【82】

２．妊娠・出産・育授乳等、女性に固有

の身体条件の変化に対応すべく、一時

休憩室・ベビールーム・乳幼児保育室

を設置するとともに、在宅研究方法を

開発して、育児等の原因による研究の

中断を防止する。

【82－１】

２．妊娠・出産・育授乳等、女性に固有の身体条件

の変化に対応すべく、一時休憩室・ベビールー

ム・乳幼児保育室を設置するとともに、在宅研究

方法を検討し、育児等の原因による研究の中断を

防止する。

２．引き続き人間文化研究科棟１階のベビールームと附属幼稚園隣接のいずみナーサ

リー（保育施設）を運用している。また、「魅力ある大学院教育」イニシアティブ

（理工農系）におけるカリキュラム計画では、コンピュータを用いて自宅において

も生命情報学の研究活動が継続できるよう、女性のライフサイクルに合った研究ス

タイルの確立を目指している。

【83】

３．女性若手研究者に関して、妊娠・育

児・介護等の特定期間中の勤務を容易

にするため、柔軟な勤務体制を検討す

る。

【83－１】

３．女性若手研究者に関して、妊娠・育児・介護等

の特定期間中の勤務を容易にするため、柔軟な勤

務体制を検討する。

３．育児休業制度を利用し、育児休業をとらない女性教員に対し校務負担を軽減する

など研究支援を確立した。それに基づき、

①非常勤講師を子育て支援のため配置する制度を実施に移し、女性若手教員２名

（うち通年１名、半年１名）の支援を行った。

②次年度以降の支援策について一部改訂を行い、支援を受けた教員への勤勉手当の

削減、制度の適用範囲を明確化するための申請理由書に基づき、書面審査と面接

審査を行った。

【84】

◇適切な研究者等の配置に関する具体的

方策

１．研究推進室、総合評価室及び総務室

と連携して、研究組織の見直しの弾力

化と人材の流動化を図る。

【84－１】

◇適切な研究者等の配置に関する具体的方策

１．研究推進室、総合評価室及び総務室と連携して、

研究組織の見直しの弾力化と人材の流動化を図

る。

１）大学院人間文化研究科について再編を見据え

た検討を行う。

１．

１）大学院部局化検討委員会を発足させ、精力的な検討を行い、大学院人間文化研究

科を研究院と教育院に分けるなどの方向性をまとめ、平成19年度より新しく大学院

が重点化されることとなった。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上

２ 研究に関する目標

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置
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【84－２】

２）特定業務を担当する講師、リサーチフェロー、

アソシエイトフェローの配置の効果を確認し

つつ、その量的拡大をはかる。

２）前年度と比較すると、特定業務を担当する任期３年の講師は６名から11名に、研

究に専念義務を負う任期３年のリサーチフェローは４名から９名に、特別の技能を

業務に生かす任期１年のアソシエイトフェローは２名から７名に増員された。

【85】

２．研究の活性化のため、広く学内外に

人材を求めて客員教授、特任教授、研

究員等とし、任期付き研究者として研

究センター・研究プロジェクト・大学

院専攻等に配置する。

【85－１】

２．研究の活性化のため、広く学内外に人材を求め

て客員教授、特任教授、研究員等とし、任期付き

研究者として研究センター・研究プロジェクト・

大学院専攻等に配置する。

１）外部資金の導入による研究者採用を平成16

年度実績よりさらに５名程度の増加を図る。

２．

１）外部資金による研究者は、教授５名、助教授２名、任期付き講師７名と、計14名

に達し、前年度より３名増員した。

【86】

３．新領域研究部門の設置、あるいは、

特定領域のさらなる重点化等に関して

は、複数の他大学（例えば、私学を含

む複数の大学院研究科）との間に連合

大学院等の設置を構想し、そのための

基礎研究を開始する。

【86－１】

３．新領域研究部門の設置、あるいは、特定領域の

さらなる重点化等に関しては、複数の他大学（例

えば、私学を含む複数の大学院研究科）との間に

連合大学院等の設置を構想し、そのための基礎研

究を開始する。

３．「魅力ある大学院教育」イニシアティブで重点的な研究者養成のプログラムを企

画して応募し、２件採択された。これに基づいて単位互換等の他大学との連携を開

始した。

【87】

◇研究資金の配分システムに関する具体

的方策

１．重点領域に関して、学長裁量経費に

よって特別配分を実施する。

【87－１】

◇研究資金の配分システムに関する具体的方策

１．重点領域に関して、学長裁量経費によって特別

配分を実施する。

１．本学の研究重点領域は、ＣＯＥの人間発達とジェンダーに加え、特別教育研究経

費として概算要求に乗せた。その結果、幼保の発達カリキュラム、リスク社会のコ

ミュニケーション能力の発達、女性リーダー育成が採択された。不採用となった研

究領域には、今後の本学の研究領域として重要と位置付け、学長裁量経費を配分し

た。また、研究基盤として重要と思われる施設の整備にも配分した。

【88】

２．学内研究のインセンティブを考慮し、

公募による学内科研を設け、研究費の

重点配分を行う。特に若手女性研究者

用（ポスドク、博士後期課程学生等）

の学内科研を整備する。

【88－１】

２．学内研究のインセンティブを考慮し、公募によ

る学内科研を設け、研究費の重点配分を行う。特

に若手女性研究者用（ポスドク、博士後期課程学

生等）の学内科研を整備する。

１）ＣＯＥや学長裁量経費等による学内科研の配

分を30名とすることを目指す。

２．

１）２つの21世紀ＣＯＥプログラムにおいて、公募研究制度により24名の院生・若手

研究者に研究資金を配分した。また、これに加え、若手研究者養成を目的とした「魅

力ある大学院教育」イニシアティブが採択されたことにより、合計35名の若手研究

者に総額11,350千円の研究助成を実施した。

【89】

３．ポスドクや博士後期課程学生対象の

｢お茶の水女子大学海外留学支援奨学

金｣の基金拡充に努める。

【89－１】

３．ポスドクや博士後期課程学生対象の｢お茶の水

女子大学海外留学支援奨学金｣の基金拡充に努め

る。

３．今年度、新たに「120周年記念桜蔭会国際交流奨励賞」を設け、博士後期課程の

学生２名に対して、奨励金を支給した。また、本学国際交流基金及び後援会からの

補助により、14名の学生に援助を行った。さらに、比較日本学関係の研究を行う学

生11名に対して、海外調査費を支給した。また、アジア工科大学院大学（ＡＩＴ）

に対するスタディツアーを実施し、現地での交流を行った。

【90】

◇研究に必要な設備等の活用・整備に関

する具体的方策

１．重点領域研究に関しては、時限付き

で共同空間内にその研究に必要とされ

る施設・設備を整備する。

【90－１】

◇研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的

方策

１．重点領域研究に関しては、時限付きで共同空間

内にその研究に必要とされる施設・設備を整備す

る。

１．２つの21世紀ＣＯＥプログラム、子ども発達教育研究センター（アップリカの寄

附講座）、特設遺伝カウンセリングコース及びライフワールド・ウオッチセンター

等に対して、時限付きで研究スペースを提供している。



お茶の水女子大学

- 22 -

【91】

２．機器に関しては、共通機器センター

による集中管理を原則とし、同センタ

ーが共通機器の選定・購入・整備、利

用方法の策定・保全・点検に当たる。

【91－１】

２．機器に関しては、共通機器センターによる集中

管理を原則とし、同センターが共通機器の選定・

購入・整備、利用方法の策定・保全・点検に当た

る。

２．共通機器センターにより、共通利用機器の全学的共同利用と効率的稼動・管理を

行うため、設備維持費を廃止し、共通機器センターに予算配分し、その中で学内共

同利用大型機器の保守・点検を行った。

【92】

◇知的財産の創出及び評価結果を質の向

上に繋げるための具体的方策

１．知的財産の創出・取得・管理及び活

用に関する支援は、研究推進室が行い、

評価に関する専門員制を設ける。

【92－１】

◇知的財産の創出及び評価結果を質の向上に繋げ

るための具体的方策

１．知的財産の創出・取得・管理及び活用に関する

支援は、研究推進室・知的財産本部が行い、評価

に関する専門員制を設ける。

１．科学技術振興機構（ＪＳＴ）の協力を得て、知的財産アドバイザー制度を導入す

るなどの支援を行い、これまでにない７件の職務発明の申請があった。

【93】

◇その他、研究の質を保全するための具

体的方策

１．研究推進室の内部で、研究の倫理に

関する問題を検討する。

【93－１】

◇その他、研究の質を保全するための具体的方策

１．「お茶の水女子大学研究倫理指針」に基づき、

研究推進室で、研究の倫理に関する問題を検討す

る。

１．種々の倫理委員会規程に即した研究が行われているかを検証するための仕組みを

整えるべく、生活環境研究センター・ヒトゲノム・遺伝子解析研究倫理審査委員会

及び生物学的研究の倫理特別委員会を設置し、未だ倫理委員会が整備されていない

分野（動物実験委員会、ＤＮＡ実験安全委員会）の倫理委員会設置等について、検

討を進めた。

【94】

◇全国共同研究、学内共同研究等に関す

る具体的方策

１．現存する学内共同研究センター間の

研究、教育及び社会サービスに関する

連携を行う。

【94－１】

◇全国共同研究、学内共同研究等に関する具体的方

策

１．現存する学内共同研究センター間の研究、教育

及び社会サービスに関する連携を行う。

１．センター部教授会において、センター部全体の運営方針が検討され、実施に移さ

れている。

【95】

２．各研究センターの個別活動を支援す

ると同時に、学内共同研究センターを

拠点とした研究プロジェクトの設置を

奨励し、学内外の研究者が結集して共

同研究を推進する。

【95－１】

２．各研究センターの個別活動を支援すると同時

に、学内共同研究センターを拠点とした研究プロ

ジェクトの設置を奨励し、学内外の研究者が結集

して共同研究を推進する。

２．各センターにおいて、競争的外部資金の獲得、受託研究等を通した社会連携が順

調に実施されている。（合計９件、総額195,474千円）

【96】

３．本学に拠点を置き、産官学の研究者

が蝟集して研究と人材養成を行う新し

いタイプの教育研究センターの設置を

検討する。

【96－１】

３．本学に拠点を置き、産官学の研究者が蝟集して

研究と人材養成を行う新しいタイプの教育研究

センターの設置を検討する。

３．大学院部局化の検討において、重点的研究領域及び新たなセンターのあり方を検

討している。また、平成18年度の特別教育研究経費による社会コミュニケーション

センターの設置が認められ、現在その準備を進めている。

【97】

◇学部・研究科・附属研究センター等の

研究実施体制に関する特記事項

１．センター部の設置

｢センター部｣を設け、研究を主務と

する生活環境研究センター、ジェンダ

ー研究センター、子ども発達教育研究

センター、糖鎖科学研究教育センター、

ライフワールド・ウオッチセンター、

【97－１】

◇学部・研究科・附属研究センター等の研究実施体

制に関する特記事項

（16年度に実施済みのため、17年度は年度計画な

し）

①新しくサイエンス＆エデュケーションセンターを設置した。

②毎月１回センター部教授会を開き、人事案件等を審議した。
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ソフトマター研究センター等の学内共

同研究センターを統括する。

【98】

２．教育サービスセンター

語学センター、留学生センター、総

合情報処理センター、保健管理センタ

ー、開発途上国女子教育協力センター、

共通機器センター等教育サービスを主

務とするセンターは、それぞれ相応し

た各室で統括する。

【98－１】

（16年度に実施済みのため、17年度は年度計画な

し）

留学生センターを国際教育センターに改組し、外国人留学生に対する研究サービス

を充実させた。

【99】

３．その他の附属施設

女性研究者・女子職員のキャリア支

援のために附設された『保育施設』を

正規の施設として位置付ける。

人間文化研究科附設の『附属心理臨

床相談センター』の整備について検討

する。

【99－１】

１．人間文化研究科附設の『附属心理臨床相談セン

ター』の整備を進める。

１．施設については、生活科学部棟改修工事に伴い、相談室、家族面接室、プレール

ームを従来の２倍に増やす計画を立て、次年度開室に向けて、外部サービス及び大

学院生の実習の場として拡大整備を行った。また、連携する外部相談機関等をより

拡充し、院生に対する実習をより強化した。また、スクールカウンセラーを附属学

校に派遣し、生徒の相談にも応じているなど、学内の他の機関とも連携協力を強化

した。
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中

期

目

標

１．社会人教育の推進、特に社会人女性の勉学再開とその成果の社会還元を支援する。

２．地域社会との相互交流を密にする。

３．国際交流に関しては、海外各地の大学との交流協定締結を促進し、研究者及び学生の交流を活発化する。

４．国際貢献に関しては、アフガニスタンに代表される途上国女子教育支援を強化充実する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【100】

◇社会との連携・協力、社会サービス等

に係わる具体的方策

１．大学院博士前期課程の｢社会臨床論コ

ース｣を強化し、社会人、特に教職従事

者の現職研究と上位資格の取得を支援

する。

【100－１】

◇社会との連携・協力、社会サービス等に係わる具

体的方策

１．大学院博士前期課程の｢社会臨床論コース｣を強

化し、社会人、特に教職従事者の現職研究と上位

資格の取得を支援する。

１．前年度より昼夜開講制が本格実施され、また開講授業科目数も増え受講生に、よ

り多くの教育サービスを提供できるようになった。社会人特別選抜による入学者は

平成16年度15名、平成17年度９名であるが、いずれの年度においても５名の社会人

院生が専修免許取得を目指して修学に励んでいる。

【101】

２．現職教員対象の研修を行う。特に｢理

科離れ対策｣として、理科教員対象の特

別授業や実験指導、あるいは、幼稚園

教諭のレベルアップのための研修を積

極的に実施する。これら研修に際して

は、地域教育委員会との連携を密にす

る。

【101－１】

２．現職教員対象の研修を行う。特に｢理科離れ対

策｣として、理科教員対象の特別授業や実験指導、

あるいは、幼稚園教諭のレベルアップのための研

修を積極的に実施する。これら研修に際しては、

地域教育委員会との連携を密にする。

１）東京都、北区、文京区等との連携を図る。

２．

１）サイエンス＆エデュケーションセンターを設置し、東京都及び北区の教育委員会

との共催及びＳＰＰ（サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト)事業で19件

の理科教員の研修会を実施し、参加者の総計は、200名であった。また、子ども発

達教育研究センターと幼児教育未来研究会が研修会を10回開催し、現職保育者及び

育児支援事業従事者に対してレベルアップを図った。

この他、文京区、足立区との連携公開講座、北区との中学生等との理科、英語、

不登校児対策等、館山市との小・中学生等の理科教育の公開実習等を、教育委員会

とタイアップして行った。

【102】

３．社会連携・広報推進室は、研修成果

の社会的還元を企てるとともに、地域

社会からの本学に対する要望や協力要

請を受け付ける窓口としても機能させ

る。

【102－１】

３．社会連携・広報推進室は、研修成果の社会的還

元を企てるとともに、地域社会からの本学に対す

る要望や協力要請を受け付ける窓口としても機

能させる。

３．ＣＯＥや現代ＧＰによる研究成果や、ライフワールド・ウオッチセンター等の再

教育講座や公開講座、公開講演の広報をホームページで行うとともに、文京区、北

区、足立区等地方公共団体とも連携して、本学に対する要望や協力依頼を、担当課

の企画広報課で収集し、社会連携・広報推進室を窓口として全学をまとめている。

【103】

４．研究成果を活かし、北区との総合協

定を結び、教育サービスを推進する。

【103－１】

４．研究成果を活かし、さらに自治体との総合協定

を結び、教育サービスを提供する。

４．文京区、北区とは総合協定を結び教育支援を行うため、年度毎に実施協定を行っ

ている。新たに葛飾区より協定の依頼があり検討した。その他ＳＰＰ事業の実施に

伴い多くの地方自治体とも教育支援を行っている。

【104】

◇産学官民連携の推進に関する具体的方

策

【104－１】

◇産学官民連携の推進に関する具体的方策

１．民間企業との共同研究を推進し、民間企業の研

１．産学官民共同研究６件、受託研究費26件の計75,416千円を受け入れた。また、外

部資金により、教授４名、助教授２名、講師５名、リサーチフェロー１名、アソシ

エイトフェロー１名、教務補佐員12名及び民間企業の研究者を受託研究員として６

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上

３ その他の目標

（１）社会との連携、国際交流等に関する目標
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１．民間企業との共同研究を推進し、民

間企業の研究者を客員教授・特任教

授・受託研究員に受け入れて相互交流

の緊密化を検討する。

究者を客員教授・特任教授・受託研究員に受け入

れて相互交流の緊密化を検討する。

名を採用した。共同研究推進のために、本学の資源を開示し、外部資金情報を収集

してホームページに掲載するとともに、分野に適した情報を研究者に直接送信する

システムを構築した。産学官連携推進会議、国際バイオＥＸＰＯ、イノベーション・

ジャパンへ参加し、本学教員の研究内容を紹介した要覧を配付した。さらに産学連

携推進方策を検討するワーキンググループを設置することとした。

【105】

２．寄附講座の設置を検討する。

【105－１】

２．寄附講座の位置付けを検討する。

２．生活科学部のカリキュラムに寄附講座の科目を組み込み、学生が単位を取得でき

るように整備した。また、寄附講座のポストに就いている教員に特任教授、特任助

教授及び特任講師の名称を付与するなど、寄附講座の位置付けを明確にした。

【106】

３．学内に保有されるデータベースを公

開し、学外諸機関からの共同研究テー

マ募集する方法を検討する。

【106－１】

３．学内に保有されるデータベースを公開し、学外

諸機関からの共同研究テーマを募集する。

３．教育研究者総覧がオンライン上で公開されている。また、本学教員の研究内容を

紹介するため平成16年度に刊行した「研究要覧」をさらに充実させ、学内のシーズ

を紹介し、共同研究テーマを募集した。

【107】

◇地域の国公私立大学等との連携の推進

に関する具体的方策

１．大学間単位互換制度を拡充強化し、

学部・大学院両者に係わる相互受講を

促進する。

【107－１】

◇地域の国公私立大学等との連携の推進に関する

具体的方策

１．大学間単位互換制度を拡充強化し、学部・大学

院両者に係わる相手校との相互受講を促進する。

１．今年度新たに東京外国語大学及び首都大学東京の大学院と本学大学院との単位互

換に関する協定を結んだ。次年度にむけて東京医科歯科大学との大学院間の単位互

換の協定を検討した。今年度学部学生に関する単位互換は、派遣24名、受け入れ20

名であり、大学院では派遣112名、受け入れ38名であった（人数はいずれも延べ人

数）。

【108】

２．途上国支援のために結成された五女

子大学コンソーシアムを強化充実し、

国際貢献以外の目的の活動を検討す

る。

【108－１】

２．途上国支援のために結成された五女子大学コン

ソーシアムを強化充実し、国際貢献以外の目的の

活動を検討する。

２．五女子大学コンソーシアム加盟校の一部と大学院レベルでの新たな連合構想を検

討した。本学130周年記念事業の一環として開催した、「女子高等教育に関するシ

ンポジウム」において、奈良女子大との間で、大学史資料の活用と共同研究の必要

性が合意され、他の女子大学にも参加を呼びかけることとした。

【109】

◇国際交流の推進に関する具体的方策

１．研究協力及び学生交流に関する協定

を結んだ海外大学との連携をより緊密

化し、教員・学生による相互の積極的

な交流を推進する。

【109－１】

◇国際交流の推進に関する具体的方策

１．研究協力及び学生交流に関する協定を結んだ海

外大学との連携をより強化し、交流プログラムの

策定及び交流セミナーの実施を通じて、教員・学

生による相互の積極的な交流を推進する。

１．

①協定校の同徳女子大学（韓国）と共同で異文化交流プログラムを実施した。

②同徳女子大学との日本語教育に関する大学院共同授業、淑明女子大学大学院とも日

本学に関する大学院共同授業を実施した。

③同徳女子大学、淑明女子大学、インディアナ大学間でテレビ会議を実現し、共同授

業を実施した。

【110】

２．海外大学との間のダブルディグリー

制度を充実させる。

【110－１】

２．海外大学との間のダブルディグリー制度を充実

させる。

２．本学とルイ・パスツール大学との大学間交流協定のもとで、２名の博士後期課程

院生（人間環境科学専攻、複合領域科学専攻）に対する共同指導を行い、学位論文

も提出された。「ジョイントディグリー」として学位を授与した。

【111】

３．交流協定校の存在していない地域で

の協定を推進し、世界各地との国際交

流を検討する。

【111－１】

３．交流協定校の存在していない地域での協定を推

進し、世界各地との国際交流を検討する。

１）開発途上国女子教育協力センター、子ども発

達教育研究センターなどにおける協力の実績を

踏まえて、アジア諸地域における大学・研究機関

との協力協定の締結を検討する。

３．

１）途上国の大学と交流協定を締結し、大学推薦の国費留学生の拡大を目指して、ベ

トナム、モンゴル、パキスタンなどの地域における協定校の選定を行い、ベトナム

のタンロン大学、モンゴルのモンゴル国立教育大学との交渉を行った。

協定校が少ない地域としては北アメリカ、アフリカ、中国があったが、現在北ア

メリカでは、シカゴ心理系専門職大学院、ヴァッサー大学との連携事務手続きを完

了した。アフリカではエジプトのカイロ大学、中近東ではトルコのアンカラ大学と

最終段階の交渉に来ている。中国 北京外国語大学との協定を成立した。現在、香

港大学、復旦大学との交渉を開始した。

【112】 【112－１】 ４．「120周年記念桜陰会国際交流奨励賞」により、台湾からの女性研究者（国立台
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４．｢アジア女性研究者支援奨学金｣の活

用により、アジア地域の女性研究者と

の交流の緊密化を図る。

４．｢アジア女性研究者支援奨学金｣の活用により、

アジア地域の女性研究者との交流の緊密化を図

る。

湾大学）１名に奨学金を授与し、本学に招へいした。また、韓国、台湾の同窓会組

織を通じて、同奨励賞の存在をアピールし、積極的な応募を慫慂した。

【113】

５．国際シンポジウムの開催を強化する。

【113－１】

５．国際シンポジウムの開催を強化する。

５．21世紀ＣＯＥプログラム「ジェンダー研究のフロンティア」、比較日本学研究セ

ンター等に加えて、21世紀ＣＯＥプログラム「誕生から死までの人間発達科学」及

び開発途上国女子教育協力センターにおいて国際シンポジウムを実施した。また、

比較日本学研究センターが立教大学日本学研究所との共催で11月に実施した特別

シンポジウムにおいて、日本学研究の組織を有する立教大学、法政大学の関係者と

会合を持ち、日本学研究の推進に向けて、今後３大学で研究交流を進めていくこと

で合意した。また、３月にはパリ第Ⅳ大学と共催で、国際シンポジウムを開催する

とともに、大学院生の共同教育を推進していくことで合意した。

【114】

６．帰国した留学生との間にネットワー

クを形成して連絡を密にし、アフター

ケアをはかるとともに、国際交流の拠

点としての活動を要請する。

【114－１】

６．帰国した留学生との間にネットワークを形成し

て連絡を密にし、教育・研究上のアフターケアを

図るとともに、本学と連携した国際交流の拠点と

しての活動を要請する。

６．韓国における同窓会の結成を奨励した結果、今年度において、帰国留学生による

同窓会が結成された。同時に、帰国留学生からの学位申請があり、アフターケアを

図るという目的が実現した。台湾においても、同窓会との連絡を密にし、現職大学

教員とのネットワーク形成により、国際的な研究協力体制が整備されつつある。

【115】

７．留学生を媒介にして、地域住民に国

際交流の機会を提供する。

【115－１】

７．留学生を媒介にして、地域住民に国際交流の機

会を提供する。

１）異文化理解講座や外国語講座を開催するとと

もに、自治体の国際理解事業に留学生などを派遣

する体制を整備する。

７．

１）①今年度は外国語講座として韓国語とモンゴル語を開講した。

②東京都北区で実施している中学生対象の「イングリッシュサマーキャンプ」に

本学留学生２名を派遣した。

③日研生（日本語・日本文化研修留学生）12名を文京区の窪町小学校へ派遣し、

各国紹介をしたり、共に給食を食べたりして交流を深めた。

【116－１】

◇教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体

的方策

１．開発途上国女子教育協力センターを中核とし

て、アフガニスタン女子教育支援を始めとする途

上国の女子教育の協力体制を整える。

１）理科教育、保健教育などの分野での研修プロ

グラムを充実させるとともに、教材開発を進め

て、現地における研修機会の拡大をはかる。

１．

１）理学部を中心に、本学での現職教員研修のプログラムたき台にしてアフガニスタ

ン・開発途上国などで使用できる理科教材の開発を行った。

【116】

◇教育研究活動に関連した国際貢献に関

する具体的方策

１．開発途上国女子教育協力センターを

中核として、アフガニスタン女子教育

支援を始めとする途上国の女子教育の

協力体制を整える。

【116－２】

２）東南アジアにおける乳幼児保育支援について拠

点形成事業を進める。

２）開発途上国女子教育協力センターに当該の担当部門を設置し、文部科学省「拠点

システム事業」の実施を進め、乳幼児保育支援のための情報基盤整備、途上国から

の研修員受け入れ、及びネットワーク構築を行った。

【117】

２．途上国からの国費留学生招聘を積極

的に行う。

【117－１】

２．途上国からの国費留学生招聘を積極的に行う。

２．アフガニスタンからの特別枠の国費留学生受け入れについては、３年目に入って

いるが、今年度は留学生の希望を容れて、実験指導、生活指導など、教育環境の整

備を図り、教育成果をあげた。そのうち１名は、本年度末修士号を授与された。

【118】

３．途上国からの留学生支援対策として、

卒業生や地域の有志と提携して、ホー

ムステイ及びペアレント制度の実現を

検討する。

【118－１】

３．途上国からの留学生支援対策として、卒業生や

地域の有志と連携して、ホームステイ及びペアレ

ント制度の実現を検討する。

３．五女子大学コンソーシアムで実施しているアフガニスタン女性研修において、各

家庭に２人ずつのホームビジティングを行っている。また、短期国際交流プログラ

ムで、ホームステイやホームビジットを実現するため、受け入れてくれる家族を募

るアンケートを実施した。
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中

期

目

標

１．大学の教育研究のための実験機関としての性格を明確化し、公教育の実施困難な教育課題に関して常に先導的な実践研究を遂行し、その成果を

公教育等に還元して、教育の本質とその実践形態に関する問題提起と解決方法を示すことを目的とする。

２．大学の研究施設｢子ども発達教育研究センター｣によってなされる、大学と附属学校の連携による発達と教育の研究の実験的場を提供する。

３．大学が着手しているアフガニスタン女子教育支援活動に協力し、来日研修団に研修の場を提供する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【119】

１．運営方針について、附属学校部を介

して常に大学との意向調整を行う。

【119－１】

１．運営方針について、附属学校部を介して常に大

学との意向調整を行う。

１．

①附属学校部長は、教育研究評議会・部局長連絡会に常時出席し、附属学校運営に関

して附属学校の意向の大学への伝達、大学の意向の附属学校への伝達に勤めてい

る。附属学校委員会は年間16回開催した。

②今年度の改善事項として、事務局が附属学校委員会のメンバーとなっているほか、

教育機構長も附属学校委員会に極力出席している。

【120】

２．幼稚園・小学校・中学校・高等学校

の４附属が同一キャンパスにある特色

を活かし、４校連携研究開発学校の指

定を受けるために、「子ども発達教育

研究センター」において学校間移行接

続に関する研究課題を設定して体制作

りを図る。

【120－１】

２．幼稚園・小学校・中学校・高等学校の４附属が

同一キャンパスにある特色を活かし、「子ども発

達教育研究センター」を中心に学校間移行接続に

関する研究を進める。

１）「幼・小・中12年間の学びの適時制と連続性を

考えた連携型一貫カリキュラムの研究開発」を進

める。

２．

１）３年間にわたる「幼・小・中12年間の連携型一貫カリキュラム」研究開発 活動

の１年目として子ども発達教育研究センターと附属学校園による研究組織を作り、

合同研究会（11回）、授業実践研究会（３校園合わせて31回）、外部委員を交えた

運営指導委員会（２回）等を開催した。カリキュラム開発のための実践研究の一環

として、合同公開研究会（２月16、17日）を開催し、全国から延べ 約3,200人の参

会者があった。日常の授業参観や学校訪問は、３校園合わせて88件、638名にのぼ

った。

【121】

３．高大連携教育を実施し、大学の授業

聴講を認める制度を発足させる。また、

高校で特別な教育カリキュラムを編成

した上で、受講生に大学入学を許可す

る制度の導入を検討する。

【121－１】

３．高大連携教育を継続する。また、高校で特別な

教育カリキュラムを編成した上で、受講者に大学

入学を許可する制度（高大連携特別教育プログラ

ムに基づく特別選抜）を平成20年度から実施す

る。

３．高大連携実施委員会を新設し、附属高校、大学間で密接な連携をとりながら当該

事業を含め、高大連携プログラムを進める体制を作った。また、高大連携教育プロ

グラム“教養基礎（国、数、英）”及び附属高校生の大学の授業の履修を実施した。

【122】

４．大学理学部との緊密な連携により、

理数科教育の強化を図る。

【122－１】

４．大学理学部等との緊密な連携により、理数科教

育の強化を図る。

４．附属学校と理学部の教員とによる理数協議会での議論を継続して行っている。今

年度は、附属高校でのアンケート調査を実施し、それを踏まえ、高校及び大学にお

ける理数及び情報の学力、扱うべき内容について検討した。

【123】

５．アフガニスタン女子教育について、

附属学校における研修に協力する。

【123－１】

５．アフガニスタン女子教育を始めとする、開発途

上国女子教育協力センターの活動に附属学校を

活用する。

５．アフガニスタン女性教員研修に際し、附属学校部からの協力を得て研修を行い、

（１）学校運営と保健教育に関する講義、（２）附属小中高での授業参観、（３）

附属高校教員との意見交換、（４）附属高校生徒との交流などを実施した。また、

タイから附属高校に２名の女子留学生を受け入れ、日本の大学への進学を目指した

教育を実施している。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上

３ その他の目標

（２）附属学校に関する目標
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教育機能の高度化、特色化の推進

女子高等教育機関として、リーダーとなる女性人材育成を目指し、特色ある高度な教育を推進するた

めに、１．女性人材育成プログラムの推進及びグローバル化、２．学生サービスの充実を重点事項とし

て以下のような取り組みを行った。

１．女性人材の育成及びグローバル化に対する取り組み

（１）指導的な女性人材の育成に対する取り組み

指導者となりうる人材育成を目指し、「問題発見能力」、｢論理的思考力｣、｢自己発見、自己表現能

力｣、「コミュニケーション能力」など知的基礎能力育成のためのプログラムの充実、推進を図った。

①基礎ゼミの充実：一般教養教育を充実させるために、基礎ゼミを充実させたところ、新入生の85％

が受講した。教員のスキルアップを目指し、少人数ゼミ授業のＦＤに関し講演会を開催した。

②副専攻制度の導入：学部教育に副専攻制度を導入するため、コアクラスター制度でコースのひと

つであったグローバル文化学を発展的に解消し、文教育学部に「グローバル文化学環」コースを

設置した。一定の科目をとることにより、他専攻の学生が副専攻とすることができる副専攻制度

を導入した。

③絶対評価導入による学習意欲の増進：平成17年度新入生より、Ａの上にＳ評価を設定し、到達目

標に対する達成度に基づく５段階の絶対評価の導入により学生の学習意欲増進を図った。

④全学共通科目を充実：学部共通科目であったものを全学共通にするなど全学共通科目を増加し、

学部を超えて学生が受講しやすい環境を整え、教育の質の向上を図った。

⑤英語による総合的コミュニケーション能力向上のためのプログラムの充実：

1) ＴＯＥＩＣの実施：ＴＯＥＩＣのスコアに基づき習熟度別クラスを編成し、英語教育の充実を

図った。

2) 海外語学研修の実施：オーストラリア、ニュージーランドの大学にて語学研修を実施した。

3) ＣＡＬＬ（コンピュータを使った外国語教育）教室の充実：英語の自習教材を各種整備し、担

当講師らによる自習の指導を行い、コミュニケーション能力のスキルアップを図った。

⑥大学院に新しい教育プログラムの導入：博士前期課程、後期課程を通じての教育プログラムとし

て、「魅力ある大学院教育」イニシアティブに採択された「＜対話と深化＞の次世代女性リーダ

ーの育成」、｢生命情報学を使いこなせる女性人材の育成｣を開始した。

⑦ジョイントディグリーの実施：ルイ・パスツール大学との交流協定により大学院後期学生２名が

ジョイントディグリーを取得した。

⑧アフガニスタンからの女性留学生が修士の学位を取得した。

（２）後期中等教育からの女性人材の育成

「高大連携７年間特別教育プログラム」の実施体制の構築：附属高等学校と大学の間で、高大連携実

施委員会を設置し、「高大連携７年間特別教育プログラム」の実施体制を構築した。

（３）生涯にわたる女性職業人の育成

① 社会人のための大学院昼夜開講制を充実：大学院発達社会科学専攻において社会人を主たる対象

とした授業を夜間開講した。

② 大学院前期課程の長期履修学生制度を実施：女性のライフスタイルに対応した３～４年の長期間

で大学院を修了する制度を実施した。

２．学生サービスの充実

①シラバスとオフィスアワーの充実・徹底：シラバスのホームページ掲載とオフィスアワーの記載

を義務付け学生と教員のコミュニケーションの充実を図った。

②全学的なピア・サポートによる新入生支援の実施：ピア・サポート室を整備し、新入生支援を充

実した。

③特別奨学金制度及び子育て支援奨学金制度の実施：入学試験成績優秀者(学部学生)に対して本学

独自の特別奨学金を授与する制度を実施した。附属学校部に附属保育所「いずみナーサリー」を

附設 した。院生には保育料の半額相当額を子育て支援奨学金として授与する制度を実施した。

④就職支援体制の充実：就職ガイダンス、キャリアアドバイサーの招聘、キャリアガイダンスの実

施、企業による説明会を実施した。

⑤「学生による教育・生活評価アンケート」の実施：教育環境をより効果的に整備するため、まず

学生によるアンケート調査を実施した。

⑥課外活動共用施設、課外活動団体談話室等へのエアコンの設置等を行った。

３．研究に関する目標

研究を高度化し、研究成果を挙げるべく、組織、財政面からの検討、地域社会への貢献、国際的な情

報発信などの視点から、取り組みを行った。

（１）研究の高度化、個性ある取り組み

①21世紀ＣＯＥ：総合性・学際性を中心に据えた21世紀ＣＯＥプログラム「誕生から死までの人間

発達科学」、「ジェンダー研究のフロンティア」を引き続き推進した。国内外から研究者の参加

を得て、国際会議、国際シンポジウム、ワークショップ、セミナーを開催した。これらは、論文

及び発表件数の増加として結実しつつある。

②「魅力ある大学院教育」イニシアティブに申請した２件、人社系の「<対話と深化>の次世代女性

リーダーの育成」及び理工農系の「生命情報学を使いこなせる女性人材の育成」が両方とも採択

された。パリ大学との国際シンポジウム等をとおして大学院生を教育しつつ研究の質を高めるこ

とができた。

③大学院における教育研究機能の強化、研究情勢に応じた柔軟な研究組織の構築、研究拠点の明示

化と人事・予算配分の効率化を目的とした大学院改組の制度設計を行った。教員組織としての研

究院と教育組織としての教育院から構成され、全学的・戦略的視野から研究・教育の高度化を目

指す。

④文部科学省拠点システム構築事業：幼児教育に関するアジア拠点構築事業として「幼児教育に関

する情報収集と幼児教育モデルの提案」を推進した。

⑤個別的基礎研究の重視：大きなプロジェクトの対極にある個別研究をも奨励すべく、経費等を配

分した。

⑥研究活動の活性化：科学研究費補助金等競争的外部資金への応募を奨励し、また、指導大学院学生

の数等に応じて研究費を傾斜配分する、インセンティブ制を推進した。

⑦学長裁量経費により、質量分析機等を購入した。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項
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（２）大学の置かれている状況、条件等を踏まえた特記事項

①女性研究者養成：アカデミックな常勤職への就職に関しては、心理学、ジェンダーなどの分野で

成果があった。

②特別研究員養成制度：女性研究者養成の具体策として「リサーチフェロー」制度を推進した。

③特色ある研究者養成コースの具体化：大学院博士後期課程に「ジェンダー学際研究専攻」、博士

前期課程に「ジェンダー社会科学専攻」（平成18年度より）を発足させた。

（３）外部資金による事業

①科学技術振興調整費の導入： 大学院後期課程に「特設遺伝カウンセリングコース」の設置。「ラ

イフワールド・ウオッチセンター」による安全管理教育の社会への発信。「原子力システム管理

技術の大規模情報化に関する研究開発」、「科学技術リテラシー構築のための研究」等へ資金導

入を行った。

②産学連携による資金の導入：民間企業から子ども発達教育研究センターに導入された寄附講座事

業を推進した。

（４）研究成果の社会への還元

①政府審議会委員等（科学技術・学術審議会専門委員会など）の委員として本学の教員44名（19.5％）
が専門的知識を活かして社会貢献した。

②ＳＰＰ（サイエンスパートナーシッププログラム）及びＳＳＨ（スーパーサイエンスハイスクー

ル）を通じた還元：研究成果は、高校生に対する集中講義、擬似卒業研究プログラムをとおして

引き続き行った。

③開かれた実習プログラムによる還元：湾岸生物教育研究センターではウニを用いた生物実習を、

教員、学生、生徒、児童、地域住民を対象に実施し、参加者は延べ3,000人に及んだ。

④発展途上国支援：公開講演会「紛争地の子どもたち」、公開国際シンポジウム「人道支援におけ

る心のケア」及びアフガニスタンからの留学生の意見交換会を開催した。また、途上国向けの理

科教材の開発、保健教育教材の作成を行ない、アフガニスタンからの教員に研修を実施した。帰

国後、これらの教材は、アフガニスタンの学校で使用することとなった。

⑤ジェンダー関連：他研究機関との連携により、夜間セミナーの実施、紀要の発行等により成果を

社会に還元している。

４．教育と研究が相関した特記事項

（１）女性研究者のリーダー育成

①特別教育研究経費「女性リーダーの育成プログラム」が採択されたことに伴い、直ちに同プログ

ラムが実施できる体制を構築した。

②研究の継続を可能とする制度：女性教員が育児のために研究を中断することのないよう、育児休

暇を取らない場合でも校務を軽減するなどの研究支援を確立した。

③本学の附属学校部に「いずみナーサリー」を開設し、大学院学生に対し、保育料の半額補助に相

当する子育て支援奨学金制度を実行した。

④「魅力ある大学院教育」イニシアティブ（理工農系）におけるカリキュラム計画では、コンピュ

ータを用いて自宅においても生命情報学の研究活動が継続できるよう、女性のライフサイクルに

合った研究スタイルの確立を目指し、実行に移している。

（２）地域再生への貢献

①理科教育研究の重視と地域社会との連携：広く科学と教育の諸分野を包含すべく、「サイエンス

＆エデュケーションセンター」に専任教員を配置し、北区、文京区との交流協定のもと、北区で

は廃校跡の整備を進めて「理科実験講座」、「子ども学びワークショップ」を開催して地域の中

等教育に貢献した。

②公開講座等による研究成果の還元：公開講座の実施、講演会、シンポジウムの公開などをとおし

て研究成果を還元した。具体的には、お茶の水女子大学公開講座「子育てのための身近なリスク

管理論」、幼児教育未来研究会主催の連続研究会、同じく夏のスペシャル研修などが実施された。

また、ライフワールド・ウオッチセンターによる社会人向けの再教育講座を開講した。

③北区と連携して「不登校対策検討委員会」への委員派遣、「楽しい英語への招待」講演などを実

施した。また、文京区との連携では「文京区民大学講座」を実施し、足立区との連携では「連携

公開講座」、さらに千葉県館山市との連携などが活発に行われた。

④北区で実施している中学生対象の「イングリッシュサマーキャンプ」に本学留学生を派遣した。

また、日研生（日本語・日本文化研修留学生）を文京区の小学校へ派遣した。各国の紹介活動と

おし交流を深め、教育援助を行った。

（３）産学官連携の促進

①ライフワールド・ウオッチセンターにおける産学官連携人材育成講座の進展：科学技術振興調整

費を受け、産学官の研究者の協力により社会人に対する「化学物質・生物の総合管理の再教育講

座」を夜間週末に開講している。遠方からの受講者もあり、延べ1,200名を越える参加人員を得た。

②現職教職員の研修を実施：サイエンス＆エデュケーションセンターを中心に、初等中等教育にお

ける現職教員を対象とした「科学コミュニケーション能力をもつ教員養成」プログラムを作成し

た。同プログラムは「大学・大学院における教員養成推進プログラム」（教員養成ＧＰ）に採択

され、今年度から実施されている。また、ＳＰＰ教員研修講座への参加者は延べ100名、シンポジ

ウム「新世紀の理科教育」にも100名の参加があった。

③現職保育士の再教育実施拠点として寄附講座「チャイルド ケア アンド エデュケーション」を開

設した。70名を越える現職保育士等を、科目等履修生として受け入れた。また、同寄附講座にお

いて、授業料を半額にするなど、社会人に対する奨学金給付と相当のものを実施した。

（４）国際交流及び交流をとおしての社会貢献

①海外の大学との大学間協定校の充実：海外の大学との大学間協定を積極的に推進した。米国の

ヴァッサー大学との交流が合意に達し、平成18年度初頭には男子学生を含む学生が、本学で日本

語・日本文化の研修を行う予定である。男子学生を受け入れるため宿舎等の整備を行った。また、

アジアでは、北京外国語大学との協定を締結した。

②アフガニスタンの指導的女性教育者のための研修を実施：途上国支援のために結成された五女子

大学コンソーシアムの中核校として、附属学校と連携し、アフガニスタンの指導的女性教育者の

ための研修を実施した。また、本学独自に、アフガニスタンのカブール大学の女性教員２名を招

き、生物及び化学の短期研修を実施した。

③ 幼児教育途上国協力事業として、ＪＩＣＡと連携してモンゴル及びベトナムの幼児教育行政部

教師の短期研修を実施した。
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中

期

目

標

１．機動的でダイナミックな運営体制を確立するとともに、総務室で運営体制の改善を図る。

２．教員組織と職員組織のより緊密な連絡を図って、両者の一体化を目指すとともに、人員の流動化を図り、人員配置を適性化することを基本方針

とする。

中期計画 年度計画
進捗

状況
判断理由（計画の進捗状況等）

ウエ

イト

【124】

１．理事長（経営の長）兼学長（教学の

長）としての資質を備える人物を選出

し得るような学長選考のシステムを確

立する。

【124－１】

１．新たな学長選考システムを実施することによっ

て明らかとなった評価すべき点、問題点を検討

し、４年後の学長選挙に備える。
Ⅲ

１．

①平成16年に実施された学長選挙で学長候補推薦委員であった教員

に、現行学長選挙システムに関するアンケート調査を行い、それに

基づいて学長選考会議規則の一部改正を検討した。

②その一環として、学長選考会議の学内委員を、副学長、３学部長か

ら、人間文化研究科長、３学部長に改めた。

【125】

２．役員会、経営協議会、教育研究評議

会、教授会の機能分担を明確化し、大

学の意志決定の透明化を図る。

【125－１】

２．役員会、経営協議会、教育研究評議会、教授会

の機能分担を明確化し、大学の意志決定の透明化

を図る。

Ⅳ

２．

①各学部教授会の冒頭で、学長がテレビ会議システムを用いて大学運

営などに関する意志を全教職員に伝達することが開始された。これ

により、早く正確に学長の意見が伝わった。

②国立大学法人法に基づく教育研究評議会の審議に重きを置くため、

従来の部局長会議を部局長連絡会に改め、意見聴取と連絡調整の場

とした。

③教員人事は教育研究評議会で投票を行って決定する、教員公募は学

長名で行い、公募条件も役員会を経由して決定するなど、人事に関

する新たな規定を設けた。

【126】

３．総務室、財務室、総合評価室、教育

推進室、学生支援室、入試推進室、国

際交流室、研究推進室、社会連携・広

報推進室、女性支援室、情報推進室を

設置し、教員と職員とが連携して、迅

速に問題の解決、改善を図る。理事及

び副学長は機構長を勤め、責任ある体

制を構築する。

【126－１】

３．総務室、財務室、総合評価室、教育推進室、学

生支援室、入試推進室、国際交流室、研究推進室、

社会連携・広報推進室、女性支援室、情報推進室

を設置し、教員と職員とが連携して、迅速に問題

の解決、改善を図る。理事及び副学長は機構長を

務め、責任ある体制を構築する。

１）室の名称の是非、統廃合を含めた室間の連携、

室と上部機構・教授会との機能の分担、室と各

種委員会との役割分担などの点で、改善の余地

がないかどうか検討を加える。

Ⅲ

３．

１）２年間の室体制の運用の実績を検討し、以下の制度設計を行った。

平成18年度より実施する。

①学長の戦略目的に関わる諮問に迅速に応え、複数の室にまたがる

問題を企画立案し、及び連絡調整にあたる企画経営統括本部を設

けることとした。（資料編P.35～P.37参照）

②社会連携部門を広報推進室から切り離して、研究推進室とあわせ

ることとした。

【127】

４．役員会の主導の元に、教員組織と事

【127－１】

４．役員会の主導の元に、教員組織と事務職員組織
Ⅲ
４．全学的規模で教員と職員が協力して事にあたる事のできる組織を

目指し、以下の措置を平成18年度より採用することを決定した。

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標

１ 運営体制の改善に関する目標
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務職員組織の代表による｢業務運営連

絡会｣を開催し、業務運営の改善を図

る。

の代表による｢業務運営連絡会｣を開催し、業務運

営の改善を図る。

①企画経営統括本部を新設し、学長の戦略目的に迅速に対応し、学長

の委託する課題に応える。

②学長補佐を置き、学長の命の下に特定事項について企画立案及び連

絡調整を行う。また顧問（経営改革担当）を置くこととした。

（資料編P.35～P.37参照）

ウエイト小計
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中

期

目

標

教育研究に関する本学の目標の達成と、学術文化の動向や 社会の要請、本学に学ぶ学生達のニーズなどを見極め、相応しい組織のあり方を追求

し一定期間毎に組織の見直しを企てる。そのために、教育研究組織を固定せず、時限付きを原則として、適切な評価に基づいた弾力的な設計により、

改組・改革を容易にすることを基本方針とする。

中期計画 年度計画
進捗

状況
判断理由（計画の進捗状況等）

ウエ

イト

【128】

１．学部における学科及び研究科の専攻

の存在意義、学生定員・教員数の維持

は、３年終了時に適正な複数の評価軸

に基づく評価を行い、評価結果によっ

て変更を検討する。

【128－１】

１．学部における学科及び研究科の専攻の存続意

義、学生定員・教員数の維持は、３年終了時に適

正な複数の評価軸に基づく評価を行い、評価結果

によって変更を検討する。

Ⅲ

１．３年終了時の評価の準備として、教育研究調査書、学生による授

業評価アンケート、学生生活アンケートなどの調査を進め、学生定

員・教員数等に係る検討を行った。

ウエイト小計

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標

２ 教育研究組織の見直しに関する目標
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中

期

目

標

１．教職員について、組織の観点、教育研究の観点から適宜見直しを行い、適性化と流動化を図る。

２．男女共同参画社会を実現するため、ジェンダーを考慮した人事制度を構築する。

３．能力・適性等を勘案し、適材適所の人員配置を行う。

４．教職員の任用・昇任・身分異動などは評価を実施し、その結果を受け、差別なく適正に行う。

中期計画 年度計画
進捗

状況
判断理由（計画の進捗状況等）

ウエ

イト

【129】

◇人事評価システムの整備・活用に関す

る具体的方策

１．総合評価室において、３年終了時に

人材の評価を実施し、最適なポジショ

ンへの配置を行う。評価に当たっては、

多様な評価軸を設定し、多面的な評価

を行うよう工夫する。評価過程及び評

価結果の透明性を期すべく、プライバ

シーに関する十分な配慮の上での公表

について検討する。

【129－１】

◇人事評価システムの整備・活用に関する具体的方

策

１．総合評価室において、３年終了時に人材の評価

を実施し、最適なポジションへの配置を行う。評

価に当たっては、多様な評価軸を設定し、多面的

な評価を行うよう工夫する。評価過程及び評価結

果の透明性を期すべく、プライバシーに関する十

分な配慮の上での公表について検討する。

Ⅲ

１．３年終了時に人材の評価を実施し、最適なポジションへの配置を

検討するために、総合評価室において、部局別評価要綱、個人活動

評価要綱を作成した。個人活動評価においては、教育、研究、社会

貢献、大学運営への貢献という４領域を設定し、各領域別の評価と

総合評価を行う設計とし、多面的な評価に配慮した。教員活動状況

データベースを基に、個人別に「教育研究活動状況報告書」を自動

作成する機能を開発した。

【130】

２．評価結果を昇進・昇格、あるいは給

与面に反映させることについて、その

実効性と問題点を検討し、学内外のコ

ンセンサスを形成しつつ、相応しい方

法で実行に移す。

【130－１】

２．評価結果を昇進・昇格、あるいは給与面に反映

させることについて、その実効性と問題点を検討

し、学内外のコンセンサスを形成に努める。
Ⅳ

２．

①教員に対する総合評価システムが整備され、そこから得られた教

育、研究、社会貢献、大学運営への貢献などの面の点数による評価

を昇給に反映させるシステムを定め、全学の教員に説明会を行い、

過半数代表者の同意を得た。

②事務職員に対しても、平成18年度から、役割達成度や職務行動を評

価する方式を新たに導入し、勤務の結果に対する適切な処遇を図る

こととした。

【131】

◇柔軟で多様な人事制度の構築に関する

具体的方策

１．内外から相応しい人材を選任し得る

よう、外国人教師の特別雇用制度等、

柔軟な人事制度を設計する。

【131－１】

◇柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方

策

１．内外からふさわしい人材を選任し得るよう、外

国人教師の特別雇用制度等、柔軟な人事制度の設

計を検討する。
Ⅲ

１．

①60歳時に定年を選択できる制度、希望により給与削減を伴うが業務

を軽減できる制度の導入により、教員の勤務の在り方を弾力化する

と同時に、人件費の削減に資することとした。

②卓越した研究者、教育者を招聘する制度を検討した。

③外国人教師の雇用制度を見直し、給与改定等を伴う新たな外国語教

員制度を設け、平成18年４月１日から施行することとした。（資料

編P.103～P.104参照）

④一般教員とは別に、特別教育研究経費（競争的資金）で措置された

新規プログラムにおいて、その継続期間を限度とした教員の採用制

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標

３ 人事の適正化に関する目標
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度を定めた。

【132】

２．欠員補充に関しては、欠員ポストは

原則として学長手持ちとし、教育研究

評議会その他学長の委嘱する組織の審

議を経て、全学的・戦略的な観点から

配置ポジションを決定する。

【132－１】

２．欠員補充に関しては、欠員ポストは原則として

学長手持ちとし、教育研究評議会その他学長の委

嘱する組織の審議を経て、全学的・戦略的な観点

から配置ポジションを決定する。

Ⅲ

２．教員の欠員ポストはすべて学長手持ちとし、

①全学的・戦略的な観点から学長の主導のもとに配置する枠を今後５

年間で14と定めた。

②全学的・戦略的な観点から役員会が、後補充をすることを認めた平

成18年３月末定年・中途退職教員の９ポストを教育研究評議会にお

いて決定し、それに基づく教員選考を行った。

【133】

３．定年後の人材を、特任教授等の呼称

で特定業務のために任用する。

【133－１】

３．定年後の人材を、客員教授、特任教授として任

用し、特定業務のために活用する。

Ⅲ

３．

①新たに定年退職者を１名客員教授に任用した。前年度から引き続き

任用している者をあわせて、定年後の人材活用は３名となる。また、

客員教授制度について見直しを行い、新たに教育・研究の支援とし

て、特定のプログラムの策定及び実施に関する業務を委嘱する者に

ついても、客員教授とすることとした。

②外部資金受入期間を雇用限度とした教員を、特任教員として採用す

る制度を、一般教員とは別に設けた。特に必要と認める者について

は、特任教授、特任助教授等の呼称を付与することとした。

【134】

４．非常勤講師の効率的な配置を検討す

る。

【134－１】

４．非常勤講師の効率的な配置を検討する。
Ⅲ

４．コア科目、教職科目関係のうち、開講クラス数の多い授業科目に

ついて受講学生数に基づき見直しを行い、クラスを10時間分削減す

ることにした。また、学部各学科、大学院各専攻に対し、実態の調

査・照会を行い、効率的配置に努めた。

【135】

５．教員の研究支援のためのサバティカ

ル制度について検討する。

【135－１】

５．教員の研究支援のためのサバティカル制度の円

滑な運用を図る。

Ⅲ

５．教員の研究支援のためのサバティカル制度が開始され、今年度は

２名が利用した。

【136】

６．職員に対しては、短期海外研修制度

を整備するとともに、リフレッシュ制

度を拡充する。

【136－１】

６．職員に対する短期海外研修制度を充実するとと

もに、リフレッシュ制度を拡充する。
Ⅲ

６．専門性の高い分野の職員２名を、台湾大学及び台湾政治大学に派

遣し、先進的な取り組みについて研修を行い、大きな成果を上げた。

また、本学の在り方について、詳細な報告書を通して提言を行った。

【137】

７．非常勤職員について、育児休業、介

護休業制度を導入する。

【137－１】

（16年度に実施済みのため、17年度は年度計画な

し）

【138－１】

７．子育て期間中の職務の軽減措置を職員にも適用

する可能性を検討する。

Ⅲ

７．平成16年度に改正された人事院規則を参考に、育児・介護を行う

職員の仕事と家庭の両立支援策の検討を開始した。その一環として

次世代育成支援対策行動計画を策定した。

【138】

８．裁量労働制の導入を検討する。

【138－２】

８．裁量労働制の円滑な運用を図る。
Ⅲ
８．教員に裁量労働制を採用して２年目になり、趣旨、制度の一層の

理解、定着が図った。

【139】

◇任期制・公募制の導入など教員の流動

性に関する具体的方策

１．特定ポストや外国人教員に関しては、

任期制を導入する。

【139－１】

◇任期制・公募制の導入など教員の流動性に関する

具体的方策

１．特定ポストや外国人教員に関しては任期制を拡

大する。

Ⅳ

１．

①以下のポストには任期を付している。比較日本学研究センター講師

（３年）、講義のみを担当する講師（３年）、特定の業務を担当す

る講師（３年）、研究専念義務を負うリサーチフェロー（３年）、

専門的知識を生かす業務に従事するアソシエイトフェロー（１年）。

②すでに任期制度を適用している教員以外にも、３名の外国人教師に

ついて、制度の適用を拡大した。また、外国人教師については、雇



お茶の水女子大学

- 35 -

用制度そのものを見直し、平成18年度から、任期を付した新たな「外

国語教員制度」を設けることとした。（資料編P.103～P.104参照）

【140】

２．教員の新規採用は、原則として公募

制とする。

【140－１】

２．教員の新規採用は、原則として公募制とする。

Ⅲ

２．助手以上の大学教員は新規採用の場合は公募制を原則としてい

る。今年度中に選考を行った新規採用は12件であるが、うち10件は

公募による。残る２件のうち、１件は既に該当期間から認定済みの

課程申請書類に後補充者と記載されていた事例、１件は大学施設安

全管理の観点から内部昇格がベストの選択であったという事由に

よる。

【141】

◇外国人・女性等の教員採用の促進に関

する具体的方策

１．各分野に相応しい外国人教員のため

の雇用システムを検討する。

【141－１】

◇外国人・女性等の教員採用の促進に関する具体的

方策

１．各分野にふさわしい外国人教員のための雇用シ

ステムを検討する。

Ⅲ

１．

①今年度の外国人教員の任用数は、助教授２名、講師１名、リサーチ

フェロー２名である。

②常勤の教授・助教授・講師や任期制のリサーチフェローの中に常時

少なくとも複数の外国人教員が含まれることを雇用システムの原

則とすることについて協議を継続している。

【142】

２．女性の教員比率の低い領域の新規教

員採用に関して、学位・業績・能力等

が均等の場合は、女性を優先するとい

う原則を設ける。

【142－１】

２．学位・業績・能力等が均等の場合は女性採用を

優先するという原則を継続する。 Ⅲ

２．学位・業績・能力等が均等の場合は女性採用を優先するという原

則を継続しており、今年度における教員の新規採用者17人中、女性

は12人である。

【143】

３．女性の役職への登用を促進する。

【143－１】

３．女性の役職への登用を促進する。
Ⅳ

３．今年度の役職（教員）数と、その中に占める女性の数は以下のよ

うになっている（女性の数を括弧内に示す）。学長１（１）、理事・

副学長５（３）、部局長５（２）、評議員11（２）、附属校園長４

（１）、附属校園教頭４（３）。合わせて30名中12名が女性である。

【144】

◇事務職員等の採用・養成・人事交流に

関する具体的方策

１．事務職員の採用は他大学と協力して

採用試験を実施する。専門性の高い職

種については、職務経験や資格を有す

る人材を柔軟に確保できる制度を構築

する。

【144－１】

◇事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具体

的方策

１．事務職員の採用は他大学と協力して採用試験を

実施する。専門性の高い職種については、職務経

験や資格を有する人材を柔軟に確保できる制度

を推進する。

Ⅲ

１．事務職員の採用について、試験採用だけではなく、専門性の高い

人材を幅広く確保するため、公募により採用できる制度について検

討を行った。今年度は、特に図書業務について、高い専門性を持つ

人材を登用した。また、平成16年度から引き続き、専門的職種に従

事するアソシエートフェローを採用している他、平成18年度より、

参与及びＪＳＴの知的財産アドバイザーを新たに採用することと

した。

【145－１】

２．民間企業等への派遣等、実践的な研修制度を整

備拡大する。

１）特に企業の政策総合研究所等における研修実

施計画を策定し、総合的にサポートできる人材

の養成を目指す。

Ⅲ

２．

１）民間経営を学ぶことを目的とした人材養成研修制度について、私

学（日本女子大学）と研修出向制度を構築し、平成18年４月から研

修を実施することとした。

【145】

２．民間企業等への派遣等、実践的な研

修制度を整備する。

【145－２】

２）民間企業へ短期派遣し、研修を実施する。 Ⅲ

２）民間企業への派遣研修については、今年度構築した互いに経営手

法を学び合う、職員の相互派遣制度に基づく協定計画作成に着手し

た。

【146】

３．他機関との人事交流を拡充する。

【146－１】

３．他機関との人事交流を拡充する。
Ⅲ
３．人材育成の観点から、東京大学、筑波大学、大学評価・学位授与

機構、放送大学学園、日本学生支援機構との人事交流を引続き行う
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とともに、平成18年４月より、新たに国立情報学研究所から女性の

管理職を登用することとした。

【147】

４．女性の役職への登用を促進する。

【147－１】

４．女性の役職への登用を促進する。
Ⅳ

４．平成18年４月から新たな組織としてスタートする図書・情報課に、

その分野の職務経験を有する女性管理職を登用することとした。ま

た、女性の役職への登用として、課長補佐の職を１、さらに係長を

２名新たに追加配置することとした。

【148】

◇中長期的な観点に立った適切な人員

（人件費）管理に関する具体的方策

１．学生数に対する教職員比率に関して、

教育面を重視しつつ経営面を配慮して

適正率の検討を行い、人員に関する基

本方針を策定する。

【148－１】

◇中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管

理に関する具体的方策

１．学生に教授する教育の質を堅持する、また、学

生に提供するサービスを充実させることを基本

方針とし、人員管理を行う。

Ⅲ

１．総人件費改革に取り組むとともに、全学的視点から戦略的・重点

的な人員配置が可能となるよう、既存の教育研究組織の見直し方針

を策定した。特に平成18年３月末定年・中途退職教員の９ポストに

ついて、教育研究評議会において決定し、教育の質を堅持するよう

な教員選考を行った。

ウエイト小計
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中

期

目

標

１．事務職員の意識改革の推進を図り、職員個々の能力の開発を進める。

２．事務処理の見直しを行い、事務の効率化・迅速化を図る。

３．効率的な事務遂行のための課・係の再編統合を検討し、機能的な事務処理体制の構築を図る。

４．真に必要な専門職制の導入

中期計画 年度計画
進捗

状況
判断理由（計画の進捗状況等）

ウエ

イト

【149－１】

◇事務職員の資質向上等見直しに関する具体的方

策

１．研修会、マネジメントセミナー等を受講させ、

大学経営への参画意識を高める。

１）計画的な研修会、マネジメントセミナー等の

企画立案

Ⅲ

１．

１）組織改革、組織マネジメントの方法について、学外の専門家によ

る講義、財務会計に関するセミナー及び消費税に関する研修会、個

人情報セキュリティセミナーを企画・実施し、大学経営意識等の向

上を図った。さらには、ビジネスマナー研修を行い、的確な対応能

力の向上を図った他、２日間に渡りパソコン研修会を実施し、事務

処理能力のスキルアップを図った。

【149－２】

２）中央省庁・企業等への事務職員派遣研修等の

実施

Ⅲ

２）学校経営や業務運営を学ぶため、中央省庁等が企画する研修に61

名、企業が企画する研修に１名派遣した。

【149】

◇事務職員の資質向上等見直しに関する

具体的方策

１．研修会、マネジメントセミナー等を

通じ、大学経営への参画意識を高める。

【149－３】

３）海外研修の実施
Ⅲ

３）アジア地域における海外研修を企画し、台湾大学及び台湾政治大

学に若手職員２名を派遣し、先進的な取組について研修を行い、大

きな成果を上げた。また、本学の在り方について、詳細な報告書を

通して提言を行った。

【150】

２．業務コスト意識の高揚を図る。

【150－１】

２．業務コスト意識の高揚を図る。

１）業務コスト分析
Ⅲ

２．

１）①大口の郵便物の発送を、日本郵政公社より廉価な民間業者に委

託した。②書籍の共同購入、規則集・新聞・雑誌の購入見直し等の

節約を実施した。

【151】

◇事務の効率化・迅速化等に関する具体

的方策

１．業務運営の迅速化を図る。

【151－１】

◇事務の効率化・迅速化等に関する具体的方策

１．業務運営の迅速化を図る。

１）各課個々に対応してきた共通業務の集約化を

図る

Ⅲ

１．

１）それぞれが共通性の高い業務を有していた、人事・給与・共済業

務の総務課への一元化の準備を進め、平成18年４月からの実施体制

を整えた。また、部局に分散している図書業務を附属図書館に一元

化するための方策について検討した。

他に、平成16年度末に導入した学務システム及び学生支援システ

ムの基本となる学籍データベースを有効利用し、学務課と学生課と

で行ってきた証明書の発行を一元化し、学生課の証明書自動発行機

で発行できるようにした。特に、成績証明書は学務課に申請するこ

となく、いつでも学生が自分で発行することができるようになっ

た。

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標
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【151－２】

２）業務分析に基づく職務権限の明確化を図り納入

業務等の迅速化を図る

Ⅲ

２）インターネット調達の導入について、導入済みの他機関への調査

及び意見交換を行い、本学の仕様に合わせた形での将来的な導入を

目指して検討を行った。

【152－１】

２．事務書類の簡素化を図る。

１）諸会議などの必要書類の厳選化
Ⅲ

２．

１）会議等の必要書類について、事前打合せの上、議題・資料の厳選

化を図り、参考レベルの資料は、事前に電子ファイルにより送付し、

会議当日の配付を行わないこととした他、前回使用した資料を再度

使用する場合は、再度配付せず、持参してもらうよう周知したり、

両面コピーを活用し、枚数を抑えることに務めた。

【152－２】

２）諸会議及び通知などのペーパーレス化の推進

Ⅲ

２）諸会議の通知、会議後に作成した議事要旨等は、電子ファイルに

て送付し、紙による配付は行わないよう務めた他、会議時の配付資

料についても、両面印刷を活用した。また、事務職員については、

グループウェアを導入・利用することにより、連絡事項や、スケジ

ュールの伝達、会議室の管理などの業務について、紙媒体の使用を

抑えるよう務めた。

【152】

２．事務書類の簡素化を図る。

【152－３】

３）保存書類の分別の徹底

Ⅳ

３）法人文書ファイル管理簿の分類に沿った形でファイリングし、保

存義務期間を満了したものに対しては、適宜処分を行った他、今年

度は、平成18年３月の事務局移転に伴い、保存書類の保管場所の整

理を行い、大量の書類を廃棄した。また、適切な分別を行うために、

事務及び事業の性質、内容等に応じて系統的に分類した分類基準表

を作成し、年に一度、見直しを行っている。

【153】

３．アウトソーシング可能な事務の外部

委託の検討を行う。

【153－１】

３．アウトソーシング可能な事務の外部委託の検討

を行う。

Ⅲ

３．運営費交付金の費用対効果を推進するためのコスト削減策とし

て、①海外語学研修の旅行会社への委託、②授業料徴収（口座自動

振替）を行う際の、事前通知の発送業務、③広報誌の作成業務、④

セクシュアル・ハラスメント調査アンケートの集計業務等につい

て、外部委託を実施した。

この他、附属図書館における夜間及び土曜日のカウンター業務、

学生宿舎の管理業務等についての外部委託の導入について、検討を

行った。

【154】

４．繁閑期の事務量を分析し、効率的な

事務処理体制の導入を検討する。

【154－１】

４．繁閑期の事務量を分析し、効率的な事務処理体

制の導入を検討する。

１）大学の事務は学生の入学、卒業に関わる時期

に仕事が集中する傾向がある、（特に学生関係

事務、及び収納事務など）この繁忙期に応じた

協力体制の検討

Ⅲ

４．

１）事務局各課において、係の枠を越えた、セクション横断的な協働

体制を敷くことによって、繁忙期の業務の効率化を図った他、繁閑

期の事務量の分析を行い、平成18年度からの事務組織の改編に反映

させた。また、学部・大学院入試、入学・卒業式、大学見学会等の

行事の際には、全学的な協力体制のもとに効率的な事務処理体制を

とった。

【155】

５．電算システムの充実を図る。

【155－１】

５．電算システムの充実を図る。

１）学生の在籍状況及び就職状況、教員の授業担

当状況など全学データベース化 Ⅲ

５．

１）「教育」、「研究」、「社会貢献」、「管理運営」に係る諸活動

の情報を集約した、「教員活動状況データベース」を構築し、各教

員による、個人データの入力作業を実施した。

また、ウェブ上で学部生が履修登録を行えるようになり、利便性

を向上させた。また、これに伴い、従来は登録票を外部に入力を委
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託していたが、不要になった。学部生の成績証明書においては、証

明書自動発行機での交付が可能になった。

【155－２】

２）学生支援システム（入学料免除・授業料免除、

入寮選考、就職管理、その他）の構築

Ⅲ

２）学生支援システムを構築し、入学料・授業料免除、入寮選考、学

研災保険加入情報、就職管理、学生証発行データ及び証明書発行機

に関する業務を行った。

【155－３】

３）職員証のＩＣカード化
Ⅲ

３）試験的に事務系常勤職員にＩＣカードを発行し、建物の入退館シ

ステムに利用した。さらに、ＩＣカード型身分証明書の仕様（搭載

する機能や発行対象者の選定）について検討を行い、今年度末に導

入した。

【155－４】

４）各課の保有する学生や教職員の個人データの

共有化の推進

Ⅲ

４）関係課職員で構成されたワーキンググループを設けて、各課所管

のデータベースの現状について確認・分析し、今後の共有化や統合

化に向けての具体的な方向性について、検討した。また、先進的な

取組を行っている他大学担当者へ意見聴取を行った。

現行汎用システムの人事給与システムを、新たなシステム（全学

的に互換性のあるもの）に切り替えるための検討を行い、次年度よ

り導入することとした。（資料編P.98～P.101参照）

【156】

◇課・係の再編統合等に関する具体的方

策

１．関連を持ちながら分散している各課

の再編統合を図る。

【156－１】

◇課・係の再編統合等に関する具体的方策

１．関連を持ちながら分散している各課の再編統合

を図る。

Ⅳ

１．情報発信、外部資金の獲得及び図書情報システムと広報活動の連

携充実を図るため、企画広報課、国際・学術課、附属図書館を再編

し、次年度より新たに広報渉外課、国際交流課、学術研究課及び図

書・情報課とする事務組織改革を行うこととした。また、事務を統

括する事務局次長を設けることとした。

【157】

２．国立大学法人会計の導入及び効率的

な事務の遂行のための係の再編統合を

行う。

【157－１】

２．国立大学法人会計の導入及び効率的な事務の遂

行のための係の再編統合を行う。

１）国立大学法人会計導入に伴う係体制の見直し

Ⅲ

２．

１）国立大学法人会計導入に伴う係体制を維持し、効率的な業務を遂

行するために、係の垣根を越えたプロジェクトチームを編制して対

応した。

【158】

３．学長を直接サポートする組織を検討

する。

【158－１】

３．学長を直接サポートする組織を検討する。

１）学長、役員組織の事務サポート体制の整備の

検討
Ⅲ

３．

１）事務サポート体制の整備について検討を行い、平成18年度より、

学長直属の事務組織として企画経営上の戦略的な事項について企

画立案するため、企画経営統括本部を、また、学長秘書機能、監査

機能の充実強化を図るため、学長秘書室、監査室を見直し、位置づ

けを明確化することとした。（資料編P.35～P.37参照）

【159】

４．総務室、財務室及び教育推進室等、

各室体制を直接支える事務組織を検討

する。

【159－１】

４．総務室、財務室及び教育推進室等、各室体制を

直接支える事務組織のさらなる検討。
Ⅲ

４．次年度より、社会連携・広報推進室を広報推進室に、研究推進室

を研究推進・社会連携室にそれぞれ改組することに対応し、支援す

る事務局各課の分掌を見直した。（資料編P.28～P.34参照）

【160】

◇専門職制の導入に関する具体的方策

１．国際交流部門、情報処理部門等専門

性の高い部署への専門的知識を持った

者の任用を促進させる。

【160－１】

◇専門職制の導入に関する具体的方策

１．国際交流部門、情報処理部門等専門性の高い部

署への専門的知識を持った者の任用を促進させ

る。

１）国際交流部門には国際感覚と語学の才能を有

した教員と事務の職分の両方をこなせる人材、

Ⅲ

１．

１）国際交流室において、国際感覚と語学の才能を有した、教員と事

務の職分の両方をこなせる人材として業務講師を採用し、国際交流

窓口業務にあたらせた。また、前年度から引き続き「アソシエイト

フェロー」を雇用し、語学研修や、本学の公式ウェブページのデザ

イン等、専門性の高い業務にあたらせた。その結果、国際交流や国

際協力事業が進展した。
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入試には経年の継続性と専門性、大学の情報化

のトータルシステムの構築できる専門職、就職

指導と職業観形成に関する資格取得に関する

講座の開設等専門的要素等を強化し得る専門

職の確保と人材養成を図る。

ウエイト小計

ウエイト総計
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１．学長のリーダーシップ体制の推進

（１）各学部教授会の冒頭で、学長がテレビ会議システムを用いて大学運営などに関する意志を全教職

員に伝達するとともにすべての教員が直接学長に質問ができる方式を展開した。

（２）学長を中心した役員会における企画･運営案を策定する意志決定システムを構築した。それに基

づき大学の運営を実行・進展させた。

２．諸会議の在り方の見直し

（１）国立大学法人法に基づく教育研究評議会の審議に重きを置くため、従来の「部局長会議」を「部

局長連絡会」に改め、部局の意見聴取と連絡調整の場に特化した。

（２）学長選考会議及び経営協議会の意思決定の在り方について検討を行い、学内構成員の選出方法に

ついて見直した。

（３）学部教授会、大学院前期専攻会議・後期専攻会議を１日に集中させ会議時間の節約をはかった。

３．運営組織の見直し

（１）全学的規模で教員と職員が協力して事にあたる事のできる組織を目指し、以下の体制を平成18

年度から導入することとした。（資料編P.29～P.37参照）

①学長直属の組織として、本学の企画経営上における戦略的かつ重点的な事項について調査・分析及

び企画立案を行う「企画経営統括本部」を設置することとした。

②学長秘書機能の充実強化及び内部監査機能を持つ監査室体制を構築するため、新たに秘書室、監査

室を学長直轄の組織として設置することとした。

③学長の命を受け、特定の事項について、企画立案及び連絡調整等を行うことを職務とする学長補佐

体制を構築した。

④図書・情報システム・広報の充実と一元化を図るため、専門的識者である、参与を配置することと

した。

⑤機構・室体制の見直しを行い、「研究推進室」と「社会連携・広報推進室」について、社会連携部

門の業務を移動させ、「研究推進・社会連携室」及び「広報推進室」にそれぞれ改組することとし

た。

⑥広報の専門化・充実・強化、外部資金の獲得等を図るため、機構・室体制の見直しと事務組織体制

の見直しを行った。（広報渉外課、学術研究課、国際交流課、図書・情報課）

４．教員人事

（１）総人件費改革に取り組むとともに、全学的視点から戦略的・重点的な人員配置が可能となるよう、

既存の教育研究組織の見直し方針を策定した。また、適切な人員配置及び教員人事の流動化の促進

を図るため、以下の取組を行った。

（２）教員公募は学長名で行い、公募条件を役員会の方針を踏まえ実施するなど、教員人事に関する新

たなスキームを設けた。

（３）教員の欠員ポストはすべて学長手持ちとし、①全学的・戦略的な観点から学長の主導のもとに配

置する枠組とした。②後任補充のポストについては、全学的・戦略的な観点から役員会の審議を経

て、行うこととした。③学長の発案で、施設安全管理の観点から、人事を行った。

（４）学位・業績・能力等が均等の場合は女性採用を優先するという原則に基づき、平成17年度におけ

る採用者は、17人中の12人であった。

（５）一般教員とは別に、特別教育研究経費（競争的資金）で措置された新規プログラムにおいて、そ

の継続期間を限度とした教員の採用制度を定めた。

（６）外部資金受入期間を雇用限度とした教員を、「特任教員」として採用する制度を、一般教員とは

別に設けた。特に必要と認める者については、「特任教授」、「特任助教授」等の呼称を付与する

こととした。

（７）客員教授制度について見直しを行い、新たに本学の教育研究の支援として、特定のプログラムの

策定及び実施に関する業務を委嘱した者についても、称号を付与することができることとした。

５．外国人教員の雇用制度の見直し

国立大学法人評価委員会から指摘を受けた、外国人教師の雇用制度を財政事情等を考慮した見直しを

行い、新たな「外国語教員制度」を設け、平成18年４月１日から施行することとした。（資料編P.103

～P.104参照）

６．教員の選択制退職制度等の導入

大学教員の勤務の在り方を弾力化すると同時に人件費の削減に資するものとして、60歳到達時以降に

おいて定年を選択できる制度（「選択定年制度」）を導入することとした。

７．教員に係るその他の取組み

（１）教員の研究支援のためのサバティカル制度を実施し、平成17年度は２名が利用した。

（２）非常勤職員について、コア科目、教職科目関係のうち、開講クラス数の多い授業科目について受

講学生数に基づき見直しを行い、クラスを10時間分削減することにした。また、学部各学科、大学

院各専攻に対し、実態の調査・照会を行い、効率的配置に努めた。

（３）国際交流室において、国際感覚と語学の才能を有した、教員と事務の職分の両方をこなせる人材

として業務講師を採用し、国際交流窓口業務にあたらせた。また、平成16年度から引き続き「アソ

シエイトフェロー」を雇用し、語学研修や、本学の公式ウェブページのデザイン等、専門性の高い

業務にあたらせた。

８．経営安定のための学生確保

全ての学部、学科、研究科、課程で定員を充足している。一般入試の倍率も前期日程3.91倍、後期日

程10.18倍と、前年度より上昇した。

９．経営協議会の実質化

報告事項や議事内容を委員に事前に伝えておくことにより、会議の際には実質的な審議の場として機

能させることができた。経営的な視点による提言を本学の経営に反映させた。（資料編P.1～P.22参照）

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項
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１０．業務監査機能の充実

（１）監事による各機構・各室の業務についての中間業務監査を実施した。さらに学長と監事の懇談会

を月に一度開催し、提言を受けて企業経営の視点を運営に取り入れることができた。（資料編P.38

～P.46参照）

（２）内部監査を充実させるために、平成18年度から監査室の体制を強化することとした。

１１．運営資金獲得に向けての取り組み

（１）競争的資金を獲得するため学長のリーダーシップの下、全学的に取り組んで大きな成果をあげた。

（２）外部資金獲得に対するインセンティブ枠を新設することにより獲得額が増加した。（平成17年度

実績:958,239千円:前年比103,137千円の増額）（資料編P.58参照）

（３）外部資金のオーバーヘッドによって共通経費を補填する仕組みを強化した。

（４）多用な寄附金を統合し、重要な経営戦略として位置付けた。遺言による寄附等の受け皿となる大

学基金を設立、寄附金獲得のシステムを整備し、寄附金を獲得した。

１２．財務シュミレーションに基づく経営運営方針の策定

（１）財務シュミレーションに基づき全学的視野から経営運営方針を策定し実行した。（資料編P.49

～P.50参照）

（２）資源の有効活用のため、人事院勧告を参考に、給与制度改革に対応するための基本的な組織構造

を構築し、給与制度（役員給与規程・職員給与規程）と退職手当制度を見直した。

（３）人事評価システムを整備し、勤務実績の評価を給与に反映する制度を設計した。

１３．戦略的資源配分の実施

（１）教員公募は各部局からの提案を受けて学長、役員会の議を経て配置を決定。学長名で公募。部局

からの候補者の推薦に基づき教育研究評議会の議を経て投票により決定。

（２）学長による戦略的・競争的な予算配分として、教員研究発表会に基づき教員へ研究助成金を配分

した。この制度により質量分析機などの大型機器を購入した。その他創立130周年記念事業等への

学長裁量経費を配分した。（資料編P.27参照）

（３）全学施設の有効活用のためのグランドデザインを設定し、施設スペースを学長の下に集約し、全

学的視野からのスペースの有効活用を可能にした。外部資金獲得よる事業拠点のスペースを集中さ

せるとともに時限つきの配分とした。

１４．支出抑制策

（１）事業経費の抑制：事業の効率・効果的運用を行うことにより全体的に前年度予算以下に効率化し

た。

（２）一般管理費・事務経費の節約に全学で取り組んだ。

１５．事務職員の研修制度の充実

（１）国立大学と私立大学で互いに経営手法を学びあうため、本学と日本女子大学の間で職員の相互派

遣制度を構築、協定の締結を行い、平成18年４月から実施することとした。

（２）組織改革、組織マネジメントの方法について、学外の専門家による講義、財務会計及び消費税に

関する研修会、個人情報セキュリティセミナーを企画・実施し、大学経営意識等の向上を図った。

さらには、ビジネスマナー研修を行い、的確な対応能力の向上を図った。

（３）アジア地域における海外研修を企画し、台湾大学及び台湾政治大学に若手職員２名を派遣し、先

進的な取組について研修を行った。

１６．人件費削減に係る取組み

（１）「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）において示された総人件費改革の実行計

画を踏まえた人件費削減の取組を行うこととし、平成18年度から平成21年度までの間に、概ね４％

の人件費の削減を図ることとした。今後の対応策として、①定年退職者の不補充（人員削減等の人

件費抑制策を策定）、②業務のアウトソーシングの推進、③派遣職員の活用などの取組を一層推進

していくこととした。（資料編P.47～P.48参照）

（２）非常勤職員についても、見直しを行い、新たな配置方針を策定し、平成18年度から平成21年度ま

での４年間で、平成17年度執行額の半減を目指すこととした。

１７．事務等の効率化・合理化について

（１）インターネット調達の導入について、導入済みの他機関への調査及び意見交換を行い、本学の仕

様に合わせた形での将来的な導入について検討を行った。

（２）諸会議の通知、会議後に作成した議事要旨等は、電子ファイルにて送付し、紙による配付は行わ

ないよう努めた他、会議時の配付資料についても、両面印刷を活用した。

また、事務職員については、グループウェアを導入・利用することにより、連絡事項や、スケジュ

ールの伝達、会議室の管理などの業務について、紙媒体の使用を抑えるよう努めた。

（３）授業料徴収業務（口座自動振替）を行う際、事前通知の発送を外部委託とした。また、旅費業務

の一部を民間の人材派遣会社に委託することを検討し、平成18年度から実施することとした。

（４）繁忙期における業務の効率化を図るため、日常の事務量を分析し、会計課においては、「決算・

財務分析チーム」と「契約資産管理チーム」というセクション横断的な協働体制を敷き、平成18

年４月から実施することとした。

また、国立大学法人会計の導入に伴い、学内において、会計監査人による会計研修、税理士による

消費税研修を開催し、事務局職員の法人会計の知識向上・会計業務の効率化に努めた。

さらに平成18年４月より、会計システムに関する日常的なメンテナンス・相談窓口として、会計課

総務係を新たに置くこととした。

（５）国立大学法人評価委員会の指摘を受けて、関係課職員で構成されたワーキンググループを設けて、

各課所管のデータベースの現状について確認・分析し、今後の共有化や統合化に向けての具体的な

方向性について、検討した。また、先進的な取組を行っている他大学担当者へ意見聴取を行った。
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中

期

目

標

国立大学法人としての自立性を高めるため、また、教育・研究・社会貢献等の大学の主要な機能の向上を図るため、外部資金その他の自己収入の

確保に努める。

中期計画 年度計画
進捗

状況
判断理由（計画の進捗状況等）

ウエ

イト

【161－１】

◇科学研究費補助金、受託研究、奨学寄付金等外部

資金増加に関する具体的方策

１．競争的研究資金の申請件数を増加させるため、

全学的に支援する体制を強化する。

１）研究費配分において、外部資金獲得へのイン

センティブを引き出す措置を講ずる。

Ⅳ

１．

１）今年度からインセンティブ枠を設け、比率の考え方を導入し、外

部資金等獲得努力を研究費の配分額に反映している。外部資金獲得

が全学的な課題であることの認識が高まった。ヒアリング・助言の

プロセスを加えたことにより成果を生んだ。学長のリーダーシップ

のもと、全学で外部資金獲得に取り組み、外部資金採択件数も増加

した。産学官民共同研究６件、受託研究費26件の総計75,416千円を

受け入れた。（資料編P.58参照）

【161】

◇科学研究費補助金、受託研究、奨学寄

付金等外部資金増加に関する具体的方

策

１．競争的研究資金の申請件数を増加さ

せるため、全学的に支援する体制を強

化する。

【161－２】

２）研究助成情報を収集し、学内に周知する。
Ⅲ
２）研究推進室のホームページの充実を図り、学内教員への競争的資

金情報、研究助成金情報を配信し、学内に周知した。

【162】

２．大学を広く外部に広報し、海外を含

め大学の認知度を深める。

【162－１】

２．大学を広く外部に広報し、海外を含め大学の認

知度を深める。 Ⅲ

２．英文の大学案内を国際・学術課が作成し、海外の大学等に送付し

て大学の広報に努めた他、大学のホームページも英文化に努めつつ

掲載している。また、学長はじめ理事や教員、大学院生が海外の講

演会等で発表したり、舞踊の研究発表をパリやベルリンで行うなど

し、広く大学の広報に努めた。

【163】

◇収入を伴う事業の実施に関する具体的

方策

１．確実な学生確保による安定的な収入

確保を図る。

【163－１】

◇収入を伴う事業の実施に関する具体的方策

１．確実な学生確保による安定的な収入確保を図

る。

Ⅲ

１．研究科、学部単位では、すべて定員を上回る学生が確保されてい

る。さらに、将来的な学生の確保を確実にするため、入学者アンケ

ート、入学辞退者追跡調査を行った。また、出願者数、入学者数、

入学後の学生の動向、カリキュラム編成などを鑑み、３年次編入学

の定員を適正規模に再配分した。

【164】

２．社会に対して果たすべき役割と、社

会のニーズを総合的に勘案して、入学

検定料、入学料、授業料の額を検討す

る。

【164－１】

２．社会に対して果たすべき役割と、社会のニーズ

を総合的に勘案して、入学検定料、入学料、授業

料の額を検討する。

Ⅳ

２．教育研究の充実を図るため、国立大学授業料標準額のアップに対

応して、授業料のアップ（15,000円）を実施した。授業料アップに

伴い大学の増収となる入学定員外の学生に係る授業料増加分（約

900万円）を活用し成績優秀者に対する奨学金制度（＠50万円×20

人＝1,000万円）を創設した。

また、民間企業の特設講座については、応募者の増大に対応して、

入学検定を行うこととし、検定料徴収を決定、実行した。特設講座

の授業料については半額にし、資質向上を目指して受講する保育士

への支援として位置付けている。

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標
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【165】

３．公開講座等の社会貢献を積極的に行

い、講習料等の収入の増加を図る。

【165－１】

３．公開講座等の社会貢献を積極的に行い、講習料

等の収入の増加を図る。

Ⅲ

３．どのような公開講座を設けるかを、各種の研究会や公開講座で調

査し、検討した。その中で、今年度は本学教員を講師とした地域社

会への貢献として本学独自の公開講座「子育てのための身近なリス

ク管理論」を平成18年１月から２月に５回実施し、参加者225人（全

５回の延べ人数）、１人3,000円（１回限りは1,000円）の受講料で、

16万３千円の収入を得た。

さらに今年度は社会貢献を積極的に行い、文京区と「サイエン

ス・パートナーシップ・プログラム」等数回、北区と「理科実験講

座」、「子ども学びワークショップ」、「楽しい英語への招待」等

15回、足立区と「今どき子育て講座」の連携公開講座を実施した。

【166】

４．大学施設を積極的に開放するための

方策を検討する。

【166－１】

４．大学施設を積極的に開放するための方策を検討

する。
Ⅲ

４．①本学で実施される本学主催と社会連携による公開講座の２つが

有効に機能した。②大型外部資金によるＣＯＥプログラムが実施す

る講演会などが大学施設の開放に効果があった。③夜間セミナーの

開催は、大学施設の積極的開放として有効であった。

ウエイト小計
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中

期

目

標

管理業務の合理化、効率的な施設運営及び事務の合理化、人員配置の適正化等を進めることにより、管理的経費の抑制を図る。

中期計画 年度計画
進捗

状況
判断理由（計画の進捗状況等）

ウエ

イト

【167】

◇管理経費の抑制に関する具体的方策

１．事務の外部委託や非常勤職員の効率

的な配置について検討する。

【167－１】

◇管理経費の抑制に関する具体的方策

１．事務の外部委託や非常勤職員の効率的な配置に

ついて検討する。
Ⅲ

１．附属図書館における夜間及び土曜日のカウンター業務の効率的な

配置を検討し、実施した。学生宿舎の管理業務等についての外部委

託の導入について、検討した。また、管理経費の抑制を図るため、

非常勤職員の50％削減目標を決定し、次年度から年次計画で削減す

ることを決定し、各課における非常勤職員のより効率的な配置案を

決定した。

【168】

２．節約意識の向上のための啓発活動を

実施する。

【168－１】

２．節約意識の向上のための啓発活動を実施する。

１）経費節約の指針を作成し、抑制意識を高め、節

約に努める。

Ⅲ

２．

１）前年度からの取り組みの継続と、より一層の節約意識の向上を図

るため、中期目標・中期計画期間中の６年間で６％の一般管理経費

抑制を目指す、新たな「中期計画を踏まえた管理経費抑制計画」を

作成した。啓発活動として、各学部の掲示板、主な教室の出入口に

ポスターを貼り、節電の励行の徹底を図った。具体的な取組につい

ては、①購読新聞、雑誌の見直し・取り止め、②加除式の規定集等

の購読の廃止、③個々人単位として、小まめな電灯の消灯、冷暖房

の設定温度の遵守等に努めた。

また、大塚宿舎を整備し、外国からの研究者、国内の研究者の宿

泊施設として、資産の有効活用を行った。（資料編P.51～P.57参照）

【169】

３．設備機器の新設や更新時に、省エネ

型機器を導入する。

【169－１】

３．設備機器の新設や更新時に、省エネ型機器を導

入する。

Ⅲ

３．前年度に引き続き、カタログデータなどに注意し、購入時に省エ

ネ型機器、環境に配慮された機器の導入を推進した。具体的には、

①生活科学部棟改修Ⅱ期工事、大学講堂の空調機設備新設工事に伴

い省エネ機器である高効率照明器具に取替、②廊下・便所に熱感自

動センサー（不必要時の消灯）の取付、③便所に換気扇のタイマー

（不必要時の停止）の取付、④メンテナンス間隔が長く、かつ、省

エネ機能を持つＧＨＰ（ガスヒートポンプエアコン）を導入した。

【170】

４．夏休み一定期間の大学業務停止など

を検討する。

【170－１】

４．夏休み一定期間の大学業務停止などを検討す

る。

Ⅲ

４．理学部において、夏休みの一定期間の業務停止を奨励した。事務

局では、大学業務停止を次年度に試行するためにアンケート調査を

実施し、業務日程の見直しなどを行った。

【171】

５．ペーパーレス化を図る。

【171－１】

５．ペーパーレス化について検討を行う。
Ⅲ
５．全教職員への情報提供については、学内メールマガジン「Ｏｃｈ

ａ Ｍａｉｌ」を活用し、事務局職員間ではさらにグループウェア

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標

２ 経費の抑制に関する目標
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「サイボウズ」の掲示板機能や連絡機能、スケジュール管理機能等

を活用し、ペーパーレス化に努めた。個々の取組としては、業務に

おいて作成する書類については、両面コピー及び裏紙の利用を励行

した他、会議の開催通知や議事要旨等については、電子ファイルに

てメール配信を行った。また、会議資料の厳選に努め、会議時の回

覧のみで済む性質の資料は回覧のみとし、過去に配付した事のある

分量の多い資料については、２度以上の配付をせずに、持参するよ

う努めた。

【172】

◇施設設備費の抑制に関する具体的方策

１．電気・ガス・給排水等の主要設備に

ついて、日常点検、法的点検、オーバ

ーホール等を行い主要設備機器の経費

軽減を図る。

【172－１】

◇施設設備費の抑制に関する具体的方策

１．電気・ガス・給排水等の主要設備について、日

常点検、法的点検、オーバーホール等を行い主要

設備機器の経費軽減を図る。

Ⅲ

１．主要設備の各部品をストックしておき、法定点検・巡視点検時に

部品を交換することにより、故障を未然に防ぎ、安全対策と長寿命

化を図り、トータルの修繕費・維持費の抑制に努めた。

【173】

２．主要設備機器の各系統を整理し、効

率的な運用を図る。

【173－１】

２．主要設備機器の各系統を整理し、効率的な運用

を図る。
Ⅲ

２．主要設備機器の運転状況（稼働率）を調査し、受変電設備におい

ては高圧系統を整理し、負荷の平準・効率化を図った。暖房設備に

おいては建物改修による暖房面積の減少に伴い、暖房用ボイラーの

運転台数を３台並列運転から２台並列ローテーション運転にし、運

転効率を上げた。また真空ポンプの運転台数を減らしてランニング

コスト及び維持費の縮減を図った。

ウエイト小計
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中

期

目

標

大学が所有する外部研究資金等の資産の安定的な運用に努める。

大学の施設について、点検・評価を行い、施設・設備の有効活用の促進を図り、適切な維持管理を行う。

中期計画 年度計画
進捗

状況
判断理由（計画の進捗状況等）

ウエ

イト

【174】

◇資産の効率的・効果的運用を図るため

の具体的方策

１．外部研究資金等の安全確実な運用管

理を行うための体制を整備する。

【174－１】

◇資産の効率的・効果的運用を図るための具体的方

策

１．外部研究資金等の安全確実な運用管理を行うた

めの体制を整備する。

Ⅲ

１．平成17年４月のペイオフ全面解禁に対応し、東京三菱銀行（現三

菱東京ＵＦＪ銀行）に開設の各口座を「決裁専用無利息型」に変更

し、研究資金等の安全確実な運用体制を整備した。

【175】

２．大学の既存施設の点検調査を継続的

に実施し、固定的な施設利用形態から、

弾力的な施設利用形態へ意識転換を更

に促し、資産の有効活用を図る。

【175－１】

２．大学の既存施設の点検調査を継続的に実施し、

固定的な施設利用形態から、弾力的な施設利用形

態へ意識転換を更に促し、資産の有効活用を図

る。

Ⅲ

２．資産の有効活用を図るため、各施設の現状の利用状況を点検調査

により把握し、利用効率が悪い部屋については他用途への転換を行

った。実績として、旧ＲＩ実験室内貯蔵室、廃棄物保管庫を特別保

管庫に転用した他、大塚宿舎を整備し、外国からの研究者、国内の

研究者の宿泊施設として、資産の有効活用を行った。

ウエイト小計

ウエイト総計

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標

３ 資産の運用管理の改善に関する目標
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１．外部資金その他の自己収入の確保について

（１）外部資金

①科学研究補助金、受託研究費：

科学研究補助金は、２億６千万円で、過去３年間での最高となった。今年度より外部資金獲得意

欲を引き出すため、インセンティブ比率を導入し、比率を10～11%と設定した。

科学研究費補助金 115件 260,000（千円）

前年度 107件 241,228（千円）

受託研究費 26件 67,217（千円）

前年度 23件 57,378（千円）

②子ども発達教育センターに寄附講座を開設した。

③奨学寄附金：

奨学寄附金は74件を受入れ、総額１億８千３百万円となった。（前年度１億７千万円）

④創立130周年記念徽音堂（講堂）施設設備に関する募金を行い、広く卒業生及び教職員からの寄附

金を受け入れるシステムを構築し、講堂改修等を行い、本学創立130周年記念事業の推進に寄与し

た。また、本学に対する寄附金が100万円を超えた寄附者には、「名誉学友」を授与し、寄附団体

には感謝状を授与した。

⑤科学技術振興調整費：１件増加し、158,724千円となった。

⑥「魅力ある大学院教育」イニシアティブ：２件採択され、49,410千円となった。

⑦国立大学法人評価委員会からの指摘を受け、公開講座を開くための調査を行い、今年度は本学独

自の公開講座「子育てのための身近なリスク管理論」を実施するなどの社会貢献を積極的に行っ

た。（資料編P.107参照）

（２）授業料収入の増加

国立大学授業料標準額アップに対応した授業料の値上げ（15,000円）を実施したが、受験者数の

顕著な減少はなく定員は確保でき、定員外学生授業料増加が得られた。増加分で奨学金制度（＠50

万円×20人＝1000万円）を創設し学生への還元も行った。

検定料徴収：民間企業からの寄附講座への応募者が増大しているので、入学検定を行って検定料

を徴収した。

一方、特設講座の授業料は半額とし、受講する保育士への支援を行った。

さらに入試の倍率も高く安定した授業料収入が得られている。

２．経費の抑制について

国立大学法人評価委員会からの指摘を受け、管理経費抑制の一環として非常勤職員の見直しを検討

し、平成18年度に5,233千円（一般管理経費の１％分）削減することを決定した。

ペーパーレス化にむけての「グループウエア」を今年度試行的に事務に導入した。

旅費業務の一部を平成18年度から外部委託することにした。

３．人件費削減について

国立大学法人評価委員会からの指摘を受け、中・長期的な財務シュミレーションを行った。平成18

年度から平成21年度までに４％の人件費削減を図るため、①定年退職者の不補充、②業務アウトソーシ

ング、③派遣社員の活用を行うこととしている。（資料編P.47～P.50参照）

４．資産の運用管理の改善について

独身用宿舎の一部を、外国人教師、外国人研究員、非常勤講師等が宿泊できる施設に転用した。

Ⅲ 財務内容の改善に関する特記事項
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中

期

目

標

１．全学及び各学部、大学院、センター、附属学校等各組織において自己点検・評価を行う。

２．全学で統一した自己点検・評価項目を整備し、教育研究及び組織の運営に関する評価システムの構築を目指す。

３．第三者評価及び学位授与機構等の外部評価を受け、各組織の運営の改善に活かす。

中期計画 年度計画
進捗

状況
判断理由（計画の進捗状況等）

ウエ

イト

【176】

◇自己点検・評価の改善に関する具体的

方策

１．自己点検・評価項目、評価方法は、

各組織の自己点検・評価委員会で原案

を作成し、その原案について総合評価

室で理系・文系の事情を考慮しつつ審

議して評価基準を作成する。

【176－１】

◇自己点検・評価の改善に関する具体的方策

１．評価指針のもとに、部局等評価要綱の作成を進

め、また同時に全学評価要綱、教員個人活動評価

要綱を策定し、全学―部局―個人の各次元におけ

る有機的な評価システムの構築を進める。

Ⅳ

１．評価指針のもとに、部局別評価要綱及び個人活動評価要綱を策定

した。「年度計画評価シート」を作成し、それらをあわせて全学評

価とする仕組みを構築した。これにより全学―部局―個人の各次元

における有機的な評価システムが完成を見た。

また、個人活動評価にも用いるため、各教員に対して、「教員活

動状況データベース」へのデータ入力を行わせた。

【177】

◇評価結果を大学運営の改善に活用する

ための具体的方策

１．総合評価室で各学部、大学院等から

上がってきた自己点検・評価を総括し、

その結果を大学運営に反映させるシス

テムの構築を図る。

【177－１】

◇評価結果を大学運営の改善に活用するための具

体的方策

１．評価結果の公表、運営へのフィードバックのあ

り方に関して、効率的なシステム構築を検討す

る。

Ⅲ

１．部局別評価要綱、個人活動評価要綱を定め、評価結果の公表と運

営へのフィードバックに関してシステムを構築した。

【178】

２．教員個人の教育研究業績、授業評価、

社会貢献、大学運営への貢献等につい

て評価システムを構築し、本人及び学

部に評価内容を知らせ、学部・学科等

の運営改善に役立たせる。

【178－１】

２．教員個人の教育研究業績、授業評価、社会貢献、

大学運営への貢献等について評価システムを構

築し、本人及び学部に評価内容を知らせ、学部・

学科等の運営改善に役立たせる。
Ⅲ

２．個人活動評価要綱を定め、各教員について、教育研究業績（授業

評価を含む）、社会貢献、大学運営への貢献の4領域について個別

に、かつ総合的に評価するシステムを構築した。評価結果は、個々

の教員に返した上で、自己評価書を作成する設計とした。自己評価

書は、学長、部局長等に提出し、大学・部局運営に用いる。なお各

教員について教育研究等活動状況報告書を自動作成し、ウェブ上で

公表することにより、学内的にも運営改善の検討に資するデータと

なる。

ウエイト小計

Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供

１ 評価の充実に関する目標
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中

期

目

標

１．情報推進室のもと総合情報処理センターで情報のデータベース化、情報の一元管理を行い、窓口の一本化を図る。また、広報活動を強化して、

情報の健全な活用・推進を図る。

２．情報公開に伴う紛争防止策を推進する。

中期計画 年度計画
進捗

状況
判断理由（計画の進捗状況等）

ウエ

イト

【179】

◇大学情報の公開、提供及び広報に関す

る具体的な方策

１．情報の発信窓口を一つにし、社会と

の接点を明確にする。

【179－１】

◇大学情報の公開、提供及び広報に関する具体的な

方策

１．情報の発信窓口を一つにし、社会との接点を明

確にする。

Ⅲ

１．大学内の情報を企画広報課に集約し、外部からの問い合わせ等の

窓口も一本化し、マスコミやホームページを通じて広報を行うこと

とした。これに伴い、個人情報保護法や情報公開法に対処するため

の規程の整備も行った。

【180】

２．広報に学生も参加させ、広報誌、ホ

ームページ等を広い視野で編集し、大

学の活動を広く一般に知らせる。

【180－１】

２．広報に学生も参加させ、広報誌、ホームページ

等を広い視野で編集し、大学の活動を広く一般に

知らせる

Ⅳ

２．本学の広報誌である「Ｔｅａ Ｔｉｍｅｓ」14号では、総ページ

12Ｐの３分の１を大学祭実行委員会広報局に編集権を委譲し、企画

編集に全面参加させた。このことにより、教員だけの企画よりもカ

ラフルで活気があふれ、学園祭の内容がよりよく伝えられた。また、

本学のホームページが日経ＢＰで11位にランキングされた。

【181】

３．マスメディアで活躍する卒業生の組

織作りを行い、大学の広報媒体の拡大

を図る。

【181－１】

３．マスメディアで活躍する卒業生の組織作りを行

い、大学の広報媒体の拡大を図る。
Ⅲ

３．経営協議会の委員として、新聞社勤務の卒業生を任命し、他のマ

スコミで働く卒業生にも、大学の各種行事の案内、ポスターや記事

を送付し、マスコミ誌等への掲載を依頼し、大学の広報媒体の拡大

を図った。

【182】

４．各種情報、入試、教育研究活動、公

開講座等のデータベース化を図る。

【182－１】

４．各種情報、入試、教育研究活動、公開講座等の

データベース化を進める。

Ⅲ

４．電子事務処理システム（人事・会計・教務・ホームページ・教員

活動データベース・薬品管理・グループウェア・法規・入試・保健

管理）を統合して管理する方法を図った。他に、入学試験過去問題

のホームページへの記載、国際教育センター、開発途上国女子教育

協力センターなどの活動状況に関する各種の報告書の刊行などを

通じて、入試情報、国際交流に関する情報、研究者情報等に係るデ

ータの公開に積極的に努めた。それらのいくつかは、ホームページ

上に掲載し、ネットでのアクセスも可能となるよう作業を進めた。

【183】

◇情報公開活動における紛争防止等に関

する具体的方策

１．大学と企業等との紛争を防止するた

め、社会連携・広報推進室、情報推進

室でウェブページ等の規程整備を図

る。

【183－１】

◇情報公開活動における紛争防止等に関する具体

的方策

１．大学と企業等との紛争を防止するため、社会連

携・広報推進室、情報推進室でウェブページ等の

規程整備を図る。

Ⅲ

１．「お茶の水女子大学ホームページ運営委員会」において、「お茶

の水女子大学ウェブページ運営規則」を制定して、ウェブページの

規程を整備した。大学と企業等との紛争を防止するため、ホームペ

ージ委員会と社会連携・広報推進室及び情報推進室で密接に連絡を

とり情報交換を行っている。また、全学に「個人情報総括保護管理

者」を、各部局に「個人情報保護管理者」並びに「個人情報保護担

当者」を設置して、個人情報保護組織を新設した。

Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供

２ 情報公開等の推進に関する目標
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【183－２】

２．個人情報保護の観点から、情報公開活動、情報

セキュリティについて見直しを図る。

Ⅳ

２．個人情報保護への対策として、「個人情報の管理に関する規則」

を制定し、個人情報保護組織を新設し、「情報化統括責任者ＣＩＯ」

並びに「情報化統括責任者ＣＩＯ補佐官」を設置した。

入試情報の公開は、これまでの不合格者への開示に加え、平成18

年度入試からは、合格者への開示等を、個人情報の保護をしつつ行

った。その他、事務局では端末のディスクレス化、専用ファイアウ

ォール導入を行い、セキュリティを強化した。また、保健管理セン

ターでは物理カルテの金庫保存、電子カルテの暗号化、專用遮蔽回

線化を行った。ネット上での情報公開にあたっては、個人情報の管

理に万全を期した。

ウエイト小計

ウエイト総計
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１．評価の戦略的利用

自己点検・評価活動とその結果の公表は、学校教育法に基づく大学の義務であり、また、いわゆる「認

証評価」の基礎ともなる。本学では自己点検・評価活動を中期目標・中期計画に明確に位置づけ、総合

評価室を設置し、以下のような戦略的利用計画に基づいて評価活動を実施し、業務に反映している。

①教育評価の学部教育、大学院教育の実質化への反映

②研究の水準・成果の検証の研究活動への反映

③評価結果の教職員の配置、学部学科、大学院専攻の体制整備への反映

④評価結果の人事配置への反映

⑤評価室収集情報の広報活動への利用

２．自己点検・評価活動

①本学の中期計画に掲げた、法人化３年目に実施することとしている「部局別評価」、「個人活動評価」

のために、昨年度制定した「国立大学法人お茶の水女子大学評価指針」に基づいて、「国立大学法人

お茶の水女子大学部局別評価要綱」「国立大学法人お茶の水女子大学個人活動評価要綱」を定めた。

②平成18年度に行う自己点検・評価活動である「部局別評価」と「個人活動評価」を実施するために詳

細を検討し、「国立大学法人お茶の水女子大学部局別評価実施要領」「国立大学法人お茶の水女子大

学個人活動評価実施要領」の原案を作成した。

３．評価システムの構築

①教員活動状況データベースを完成させ、全学の研究者に「教育活動」「研究活動」「大学管理運営」

「社会貢献」の４分野およそ100項目の入力を依頼し、データを収集した。

②教員活動状況データベースを用いて「教育活動」「研究活動」「大学管理運営」「社会貢献」の４分

野においてのそれぞれの活動状況の点数化と、相対的な比較を行うシステムを構築した。さらに全分

野をまとめての点数化や相対的な比較ができるようなシステムとした。また、職階別比較もできるよ

うにした。

③教員活動状況データベースに入力すると、その結果が「教育活動」などの４分野ごとに相対評価で分

析され文章化されるシステムを構築し、その結果を見てウェブ上で入力すれば自己評価書となり、さ

らに外部評価者が評価の講評を入力すれば最終的な自己評価書が印刷でき、教員に結果がフィードバ

ックされるシステムを作製した。

４．法人評価・認証評価に対する対応

国立大学法人法で定める「国立大学法人評価」や、学校教育法で定める「認証評価」に対応するため

の検討を行い、平成18年度に行う予定の「部局別評価」、「個人活動評価」においては、「国立大学法

人評価」や、平成19年度申請予定の「認証評価」に対応できる形で制度設計を行った。

５．国立大学法人評価委員会の年度評価に係る対応

国立大学法人評価委員会からの評価結果通知を受け、学内において直ちに今後の対応を協議し、

各指摘事項や、自己評価の区分を「Ⅱ（年度計画を十分に実施していない。」と自己評価した計画を中

心に、主担当となる室や課に対して、今後の実施計画を提出させ、以下の改善のための取り組みを実施

した。（資料編P.96～P.107参照）

①外国人教師の雇用制度については、財政事情等を考慮した見直しを行い、新たな「外国語教員制度」

を設け、平成18年４月１日から施行することとした。

②全学データベース化については、教員活動状況データベースを中心として取り組んだ。

③教職員の個人データの共有化については、関係課職員で構成されたワーキンググループを設けて、各

課所管のデータベースの現状について確認・分析し、今後の共有化や統合化に向けての具体的な方向

性について、検討した。また、先進的な取組みを行っている他大学担当者へ意見聴取を行った。

④公開講座については、地方自治体との連携による社会貢献を積極的に行い、収入増につなげるために

はどのような公開講座がよいかを、多くの研究会や公開講座を通して検討した。今年度は公開講座「子

育てのための身近なリスク管理論」を実施した。

⑤災害時の安否確認システムの構築においては、危機管理マニュアルの中に、安否確認はがきを添付し、

全構成員に配付した。地方自治体との連携については、文京区と定例的に防災に関する打合せを行い、

災害時における相互協力協定を結ぶことで合意した。

⑥監事の業務については、監事による各機構・各室の業務についての中間業務監査を実施した。さらに

学長と監事の懇談会を月に一度開催し、提言を受けて企業経営の視点を運営に取り入れることができ

た。

⑦財務シュミレーションを行い、人件費削減計画を定めた。

⑧附属保育所（いずみナーサリー）については、利用者を増加させるため、利用者への聞き取りや、子

供を預けていない大学院生への事情聴取等を行った。本学の非常勤講師や、同窓生を含む本学関係者

の紹介がある場合など、利用者の拡大を図った。これにより、１～３歳の定員（20名）を満たすこと

ができた。

６．情報公開の推進

学術・情報機構が中心となり、関連する室と連携しながら下記の点について、広報及び情報公開

に努めた。

①情報発信の一元化

学内諸活動を学外に効率的に発信するため、企画広報課で情報を集約する組織図を作成し、集約体制

を整備した。それによって大学からの効果的な情報発信が可能になった。

②広報の効果的な発信

上記①と並行して、紙媒体・電子媒体による発信の充実を図った。紙媒体として発行している

「Ｔｅａ Ｔｉｍｅｓ」は、各号で対象を明確にし、特に学生を対象とした号では企画段階から学生

が参加する体制を作った。それによって本学が新たな視点から情報を発信することが可能になった。

また、主要な電子媒体であるホームページの充実のために、大学ホームページ編集企画会議を開き、

広報と情報の観点からコンテンツを充実させた。それによって、日経ＢＰコンサルティングの大学ホ

ームページランキングでトップ11に入ることができた。

さらに、個人情報の保護に十分配慮しながら広報関連の卒業生の情報入手に努めた。

Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供に関する特記事項
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③発信内容の充実

学外への情報発信のために教育研究情報をはじめ、入学試験情報、国際交流情報、公開講座情報、各

種イベント情報や、国立大学法人としての公表事項のほか、財務諸表を収集し、ホームページで掲載

できるようにした。（資料編P.59～P.64参照）

また、研究推進室において、学外者も自由に出席が可能な、「教員研究発表会」を実施し、本学の教

員の研究テーマ・研究成果について、学内外に向けて情報発信を行った。（資料編P.65参照）

７．情報の保護

情報発信に伴う紛争を防止するために次の事項を実施した。これによって本学が所有している個人情

報の組織的管理が可能になった。

①紛争防止体制の充実

ホームページに関しては、お茶の水女子大学ホームページ運営委員会と情報推進室が機構会議等で

情報を共有する体制を整えている。さらにこの体制の効力を高めるために「お茶の水女子大学ウェ

ブページ運営規則」を制定し、規定を整備した。

②個人情報保護体制の強化

「個人情報総括保護管理者」を全学に、各部局ごとにも「個人情報保護管理者」「個人情報保護担当

者」を置いて個人情報保護組織を新設した。さらに個人情報の保管方法をいっそう厳重なものにし

た。

③事務関連情報の保護のために事務局端末のディスクレス化を行い、また、事務局専用にファイアウォ

ールを導入した。

８．情報の管理と情報についての意識改革

情報の効果的発信とセキュリティ確保という功罪両面を備えた情報の適切な取り扱いを実現するた

めに、下記の二つを実行に移した。

①「情報化統括責任者（ＣＩＯ）」と「情報化統括責任者補佐官」を決めた。

②学内の情報に関する意識向上のために個人情報保護講習会、情報研修会を実施した。

上記の点において、自己点検・評価に関する情報収集と情報公開、さらに大学広報のための情報収集

と公開を積極的に促進しつつ、他方では情報の管理を強化し、個人情報を厳格に保護する制度整備が整

った。
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中

期

目

標

１．本学の施設整備の長期計画及び緊急５ヶ年整備計画に基づく整備を推進する。

２．既存施設の有効活用及び施設の維持管理体制を確立する。

３．大学キャンパスの環境形成を推進する。

中期計画 年度計画
進捗

状況
判断理由（計画の進捗状況等）

ウエ

イト

【184】

◇本学の施設整備の長期計画及び緊急５

ヶ年整備計画に基づく整備の措置

１．長期計画と緊急５ヶ年整備計画につ

いて、中期目標期間中に達成すべき計

画を策定しなおし、整備を推進する。

【184－１】

◇本学の施設整備の長期計画及び緊急５ヶ年整備

計画に基づく整備の措置

１．長期計画と緊急５ヶ年整備計画について、中期

目標期間中に達成すべき計画の整備を推進する。

Ⅳ

１．今年度は大学創立130周年記念の徽音堂（大学講堂）施設整備等

募金により、空調設備の整備を行った。その自助努力が評価され、

大学講堂の改修整備計画の予算要求が採択され、改修に着手した。

（平成18年９月に完成予定）（資料編P.66～P.82参照）

【185】

◇施設設備等を整備するための財政措置

の検討

１．ＰＦＩ（民間資金等活用事業）等の

新たな財政手法の導入を検討する。

【185－１】

◇施設設備等を整備するための財政措置の検討

１．ＰＦＩ（民間資金等活用事業）等の新たな財政

手法の導入を検討する。

Ⅲ

１．ＰＦＩを利用した施設整備については、先行して行っている国立

大学法人の実態・手続等を調査するために、職員を派遣して情報収

集に努めた。また、今後の導入に向け、土地・建物の規模、参入企

業の有無等、事業としての導入可能性を検討した。

【186】

◇キャンパスの施設設備の整備及び施設

有効活用を達成するための措置

１．既設施設の改修等による有効利用と

教育研究の変化に応じたスペースの再

配分を行う。

【186－１】

◇キャンパスの施設設備の整備及び施設有効活用

を達成するための措置

１．既設施設の改修等による有効利用と教育研究の

変化に応じたスペースの再配分を行う。

Ⅲ

１．生活科学部本館のⅡ期改修工事が竣工し、今年度末に事務局の一

部を、改修後の同館に移転した。事務局移転後のスペースには、現

在学内に点在している、教育研究施設（センター）に再配分し、教

育と研究のさらなる質的向上に資することとする他、学生サービス

（入学前から卒業後も含めて）の中心的部門・拠点として再開発を

図ることとした。（資料編P.66～P.82参照）

【187】

２．実験設備の共有化促進の検討をする。

【187－１】

２．実験設備の共有化促進の検討をする。
Ⅲ
２．実験設備共有化促進のため、旧ＲＩ実験室内貯蔵室、廃棄物保管

庫を改修し学内共通の特別保管庫に転用した。

【188】

３．施設設備に関する定期の点検評価の

実施及びＦＭ（施設管理マネジメント）

の活用を検討する。

【188－１】

３．施設設備に関する定期の点検評価の実施及びＦ

Ｍ（施設管理マネジメント）の活用を検討する。

Ⅲ

３．前年度の施設再調査に伴う、①大学設置基準による学部・大学院

施設面積比較、②学部・大学院施設保有面積表、③講義室等の使用

状況調査の資料を元に、共通講義棟３号館の５階（約80㎡）、人間

文化研究科棟５階（約56㎡）の施設で利用効率の低い研究室を、利

用形態を変更して学内共同教育研究施設とした。また、ＦＭシステ

ムについては、建物改修履歴を作成して検索・閲覧に有効活用して

いる。

【189】

◇施設設備の経年劣化に対応する整備

１．経年劣化した施設設備の安全対策等

【189－１】

◇施設設備の経年劣化に対応する整備

１．経年劣化した施設設備の安全対策等及び運転シ

Ⅲ

１．主要設備機器に表示ラベルを設置し、巡回点検時にオーバーホー

ル時期等を確認して施設設備の安全対策と事故防止に努めた。

Ⅴ その他の業務運営に関する重要事項

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標
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及び運転システムの表示ラベル化の策

定を実施する。

ステムの表示ラベル化の策定を実施する。

【190】

◇キャンパスの環境形成の推進目標を達

成するための措置

１．都市の中で緑地、高木の多い構内環

境を確保し、育成を含めた屋外環境等

の維持保全等を行い、景観に対応した

整備を図る。

【190－１】

◇キャンパスの環境形成の推進目標を達成するた

めの措置

１．都市の中で緑地、高木の多い構内環境を確保し、

育成を含めた屋外環境等の維持保全等を行い、景

観に対応した整備を図る。

Ⅲ

１．より良いキャンパス内の環境・景観を目指し、樹木の植栽、枝払

い等の剪定計画を作成し、実施した他、キャンパス内の樹木の名札

の取付け、枯枝処理を行った。（資料編P.81参照）

【191】

２．歴史的建造物の適切な管理、保存整

備を図る。

【191－１】

２．歴史的建造物の適切な管理、保存整備を図る。

１）特に大学講堂の改修をはじめ、その徹底を図

る。
Ⅳ

２．

１）大学講堂の管理・保存整備のため、空調設備を整備した。また、

本学の大学講堂・生活科学部本館（昭和７年竣工）は学内外から高

い評価を得ている歴史的建造物であるので、建設当時の外装や内部

の景観を継承した保存整備を行った他、１階にある建設当時の暖炉

を資料展示室内の一角に残して保存を図った。

【192】

３．学生支援施設の充実に努める。

【192－１】

３．学生支援施設の充実に努める。

Ⅲ

３．実施事項として、①生活科学部棟改修Ⅱ期工事にて、アメニティ

ー向上のため中庭を整備、②学生からの要望が強かった老朽化した

トイレの改修、学生会館大集会室の床張替え、課外活動共用施設、

課外活動団体談話室等へのエアコンの設置等を行い、学習環境の充

実に努めた。

【193】

４．その他

１）身障者対策の施設・設備の整備を

図る。

【193－１】

４．その他

１）身障者対策の施設・設備の整備を図る。
Ⅲ

４．

１）構内点字シートの補修整備を行い、身障者トイレの整備、歩行道

路の段差解消・水溜りの解消・急傾斜路への手摺りの設置等の身障

者対策を更に充実させた。

【194】

２）既存施設設備等の現状把握を行い、

資源の再利用等省ネルギー対策に努

める。

【194－１】

２）既存施設設備等の現状把握を行い、資源の再

利用等省ネルギー対策に努める。
Ⅲ

２）主要設備機器の撤去時に再利用が可能か調査を行い、さらに資源

の再利用に努めていた。具体的には、①生活科学部棟改修Ⅱ期工事

において伐採した樹木をチップ化し、資源の再利用、②同工事によ

る、既存品空調機・洗面器等の再利用等を行った。

ウエイト小計
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中

期

目

標

１．労働安全衛生法に基づく安全管理の体制の整備・構築を図る。

２．災害時における危機管理体制の構築及び学内における防犯対策の充実を図る。

中期計画 年度計画
進捗

状況
判断理由（計画の進捗状況等）

ウエ

イト

【195】

◇労働安全衛生法等を踏まえた安全管

理・事故防止に関する具体的方策

１．安全管理の目的を達成するため、全

学的な委員会を設置する。

【195－１】

◇労働安全衛生法等を踏まえた安全管理・事故防止

に関する具体的方策

（16年度に実施済みのため、17年度は年度計画な

し）

【196】

２．委員会においては、労働安全衛生法

など関係法規に基づき安全管理体制の

実態の把握や具体的な対策と措置を検

討する。

【196－１】

１．委員会においては、労働安全衛生法など関係法

規に基づき安全管理体制の実態の把握や具体的

な対策と措置を検討する。

Ⅲ

１．作業場等の巡視、実験室の作業環境測定を定期的に実施し、また、

安全衛生管理チェックシートの見直しや転倒防止対策を進めた。

（資料編P.83～P.92参照）

【197】

３．学生・生徒及び教職員に、安全管理

のための周知徹底を図る。

【197－１】

２．学生・生徒及び教職員に、安全管理のための周

知徹底を図る。 Ⅲ

２．教職員については、安全衛生管理チェックシートを各部局の学科

長等を通じて配付し、周知を図った。学生に対しては、安全対策マ

ニュアルを学部新入生全員に配付した他、サークル代表者会議、リ

ーダーズ研修等で安全管理、事故防止について、サークルを通じて

の周知を行った。（資料編P.83～P.92参照）

【198】

４．教育研究活動と施設や設備等に起因

して学生・生徒、教職員、入構者や地

域住民などに被害をもたらした場合に

補償を行うため、保険制度の検討を行

う。

【198－１】

３．教育研究活動と施設や設備等に起因して学生・

生徒、教職員、入構者や地域住民などに被害をも

たらした場合に補償を行うため、さらに充実した

保険制度の検討を行う。

Ⅳ

３．国立大学法人総合損害保険のメニュー拡大に伴い、保険を一元化

することで保険料の圧縮に努めるとともに、保障内容の検証や保険

不適応の部分の発見や対応について、他の国立大学法人の事例等を

参考にしつつ定期的に検証し、必要と認められる場合には、積極的

に新規加入した。

【199】

◇災害時の安全対策及び学内における防

犯対策に関する具体的方策

１．災害発生時対応マニュアル等、危機

管理に対するマニュアルを整備する。

【199－１】

◇災害時の安全対策及び学内における防犯対策に

関する具体的方策

１．災害発生時対応マニュアル等、危機管理に対す

るマニュアルを整備する。
Ⅳ

１．「防犯」、「防火」、「地震」、「安否確認」と項目別に教職員

が取るべき行動パターンを、平日、夜間、休日とに分けてフロー化

した「危機管理マニュアル」を作成し、本学の教職員が常時行動で

きるよう２冊（職場・自宅）ずつ配付した。また、非常勤講師に対

して、大地震発生時における学生への避難誘導等の協力要請をした

ことで、全学的な対応を行なうことが可能となった。（資料編P.93

～P.95参照）

Ⅴ その他の業務運営に関する重要事項

２ 安全管理に関する目標
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【200】

２．災害時における学生・生徒、教職員

の安否把握システムを構築する。

【200－１】

２．災害時における学生・生徒、教職員の安否把握

システムについて、継続して検討する。 Ⅲ

２．「危機管理マニュアル」の中に、安否把握システムとして、教職

員が取るべき行動パターンのフロー化、学生・生徒・教職員の安否

確認連絡先の掲載、災害発生時における安否確認班を設けること

で、安否確認体制の構築を行なった。また、安否確認用のハガキを

作成し、安否確認体制の強化を行なった。（資料編P.93～P.95参照）

【201】

３．災害等により建物等が損傷しないた

めの耐震補強及び安全管理に関する安

全設備の保全に努める。

【201－１】

３．災害等により建物等が損傷しないための耐震補

強及び安全管理に関する安全設備の保全に努め

る。 Ⅳ

３．建物の耐震化向上のため生活科学部棟改修Ⅱ期工事において、耐

震補強を行った。学内の安全管理に関して、定期的に巡視し危険箇

所を確認するとともに、安全対策として、①附属中学校教室に転落

防止用網戸の取付、②構内各所の段差部分に転落防止用の手摺の取

付、③地震、台風等の自然災害時の施設点検、④既設エレベーター

の地震管制運転装置の取付、⑤薄暗い廊下や庭に照明増設等を行っ

た。

【202】

４．キャンパス内の施設に関連する防犯

対策の現状調査及び保全追加の措置を

図るとともに、防犯に対する配慮の検

討を行う。

【202－１】

４．キャンパス内の施設に関連する防犯対策の見直

しと、防犯体制の強化を図る。

Ⅳ

４．安全性の観点から、①附属幼稚園外周フェンス上部に不審者等の

防犯として「忍び返し」の取付け、②外灯の日常点検及びランプ交

換、外灯周りの樹木の枝払いの実施、③生活科学部棟改修Ⅱ期工事

において、全ての鍵を防犯性の高いものに交換、④大学本部棟に入

退館システムの導入、⑤総合情報処理センター（事務用サーバーの

設置場所）の入退館システムの強化（指紋認証）などの防犯対策を

行った。

【203】

５．広域避難場所として、地域住民の安

全確保等を地方自治体と連携して行

う。

【203－１】

５．広域避難場所として、地域住民の安全確保等を

地方自治体と連携して行う。 Ⅲ

５．本学が広域避難場所に指定されていることに鑑み、今年度より文

京区と定例的に防災に関する打合せを行い、本学と文京区が災害時

における相互協力に関する協定を結ぶことで合意した。また、避難

住民に対する施設の提供や、備蓄物資に係る費用等について、調

査・検討を行った。

【204】

６．危機管理意識の高揚を図る。

【204－１】

６．危機管理意識の高揚を図る。

Ⅲ

６．実際の建物や教職員の配置等を考慮した、より現実的な防災体制

の再編成を行うとともに、新たに発行した「危機管理マニュアル」

をもとに、全教職員を対象に説明会を実施した後、総合防災訓練を

行なった。また、文京区と協力して、教職員・学生等を対象とした

「防災」をテーマとする講習会を、本学において実施することにつ

いて、検討を行い、防災に対する意識の高揚を図った。（資料編P.93

～P.95参照）

ウエイト小計

ウエイト総計



お茶の水女子大学

- 58 -

１．施設設備の整備等に関する取り組み（資料編P.66～P.82参照）

（１）緊急５か年整備計画に基づく施設整備

生活科学部本館（昭和７年竣工）は学内外から高い評価を得ている歴史的建造物であり、建設

当時の外装を継承し併せて耐震補強を行う全面的な改修整備を平成16年度補正予算で行った。

また、同じく歴史的建造物であり大学のシンボル的建築物である大学講堂の保存再生に向けた

全面的な改修整備を行うため、平成17年度補正予算を獲得した。

（２）新たな財政手法の導入による施設整備

施設整備の財源として大学の自助努力が求められているが、大学創立130周年記念の徽音堂（大

学講堂）施設整備等募金を行い、その募金から全館空調設備を新設し、さらに劣化した壁の塗装

等の改修整備を行った。空調設備が完成したことにより夏期・冬期の快適な環境により利用者に

大変好評で利用率の向上に繋がった。また、同窓会・寄附者を招いた完成披露式典を行うことに

より、さらなる募金の拡大に向けアピールを行うことが出来た。

（３）施設設備の有効活用と共通スペースの確保

施設の有効活用のため定期的な巡回による利用状況の調査を行い、事務局移転に伴う空きスペ

ース（1,100㎡）に、学内に点在している学内共同教育研究施設等を集約するためのスペースを

確保した。また、共通講義棟３号館５階（約80㎡）、人間文化研究科棟５階（約56㎡）の研究室

を、外部資金によるプロジェクト等のスペースに利用形態を変更した。

（４）学生サービス向上のための施設整備

生活科学部本館改修工事において学生の憩いの場として中庭整備を行い、また、学生からの要

望が強かった老朽化したトイレの模様替え・便器の洋式化、さらに、課外活動に利用の多い学生

会館大集会室の模様替え・エアコンの設置等を行い、学習環境の充実・学内生活環境の向上に努

めた。

２．安全管理に関する取り組み

（１）学生・教職員への周知

教職員については、作業場等の巡視、実験室の作業環境測定を定期的に実施した他、転倒防止

対策を進めた。また、安全衛生管理チェックシートを作成し、定期点検を実施した。

学生に対しては、安全対策マニュアルを学部新入生全員に配付した他、サークル代表者会議、

リーダーズ研修等で安全管理、事故防止について、サークルを通じての周知を行った。（資料編

P.83～P.92参照）

（２）防犯対策

平成16年度の防犯対策及び防犯体制強化の運用を継続し、平成17年度においては、①大学旧本部棟に入退

館システムを導入し、②総合情報処理センター（事務用サーバーの設置場所）の入退館システムの強化（指

紋認証）を行うことにより、更なる防犯対策が図られた。今後、全学へ入退館システムを導入することの検

討も含め、本学のキャンパス内の施設に関連する防犯対策の見直し、防犯体制の強化を図ったところである。

また、附属幼稚園外周フェンス上部に、園児の保護者から強い要望のあった不審者の外部からの侵入を防

ぐ「忍び返し」を取付け、防犯体制の強化を行った。また、夜間の安全確保のため、建物内の薄暗い廊下の

壁・天井は明度の高い塗替えと照明増設を行った。また、構内の外灯の日常点検及びランプ交換、外灯周り

の樹木の枝払いを行い、構内の薄暗い道路に外灯を増設した。

（３）施設の安全対策

社会的に問題となった吹付けアスベスト等の使用実態調査を、大学施設の全建物・全室を対象として行い、

平成17年度補正予算を獲得し弓道場のアスベスト除去工事を行い、学生・教職員の安全対策を行った。また、
地震時の安全確保のため構内全てのエレベーターに地震管制装置を設置した。その他、学内を定期的に巡回

し危険箇所の調査を行い安全対策を計画し、構内各施設の窓・段差部分に転落防止用の手摺等を設置、棚の

転倒防止用金物取付け、落下の危険がある構内樹木の枯枝処理を行い学内の環境を改善した。その他、放射

性物質が構内に残っていないかを、全学的に検査した。

（４）災害時の対応策

国立大学法人評価委員会の指摘を受けて、災害時の対応として、平日・夜間・休日に教職員が取るべき行

動パターンを、項目別（「防犯」、「防火」、「地震」、「安否確認」）にフロー化した「危機管理マニュ

アル」を作成し、本学の教職員が常時行動できるよう２冊（職場・自宅）ずつ配付した。マニュアルの中に

は安否確認用の連絡先とハガキを同封し、災害時には安否確認班を設けることにより、学生・生徒・教職員

に対する安否確認体制の構築も行なった。また、全教職員を対象にマニュアルの説明会を実施した後、総合

防災訓練を行ない、備蓄物資の調査や、非常勤講師に対しても学生の避難誘導の協力要請をしたことにより、

全学的な対応を行なうことが可能となった。

さらに、本学が文京区の広域避難場所に指定されていることに鑑み、地域住民の安全確保等をはかるため、

今年度より、区と定例的に防災に関する打合せを行い、災害時における相互協力協定を結ぶことで合意した。

（資料編P.93～P.95参照）

Ⅴ その他の業務運営に関する重要事項に関する特記事項
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※ 財務諸表及び決算報告書を参照

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額

１２億円

２ 想定される理由

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生

等により緊急に必要となる対策費として借入

れすることも想定される。

１ 短期借入金の限度額

１２億円

２ 想定される理由

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生

等により緊急に必要となる対策費として借入

れすることも想定される。

該当なし

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

特になし 土地譲渡の可否について検討していく。 国道の拡幅工事に伴い、本学の土地の一部を譲渡するか否かの検討を行

った。

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は、教育研

究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究

の質の向上及び組織運営の改善に充てる。

該当なし

Ⅵ 予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画

Ⅶ 短期借入金の限度額

Ⅷ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

Ⅷ 余剰金の使途
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財源

小規模改修 総額

１５６

施設整備費補助金

（１５６）

（注１）金額については見込みであり、中期計画を達成するために

必要な業務の実 施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度

合等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもある。

（注２）小規模改修について平成17年度以降は16年度同額として試

算している。なお、各事業年度の施設整備費補助金、国立大学

財務・経営センター施設費交付金、長期借入金については、事

業の進展等により所要額の変動が予想されるため、具体的な額

については、各事業年度の予算編成過程において決定される。

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財源

・総合研究棟改修

（生活科学部）

・小規模改修

総額

７０９

施設整備費補助金

（７０９）

注）金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状況等を勘案した

施設・設備の整備や、老朽度合い等を勘案した施設・設備の改修等

が追加されることもあり得る。

施設・設備の内容 決定額（百万円） 財源

・総合研究棟改修

（生活科学部）

・総合研究棟改修Ⅲ

（生活科学）

・アスベスト対策

・小規模改修

総額

７１８

施設整備費補助金

（６９２）

国立大学財務・経営

センター施設費交

付金

（２６）

○ 計画の実施状況等

・総合研究棟改修（生活科学部）：平成16年度補正予算繰り越し分、ＲＣ３階建て3,750㎡の全面改修を計画どおり実施した。（683百万円）

・総合研究棟改修Ⅲ（生活科学）：平成17年度補正予算のうち設計委嘱を行った。（５百万円）

・アスベスト対策：平成17年度補正予算のうち、アスベスト定性分析・粉塵濃度測定等を行い、緊急性を要する弓道場のアスベスト除去工事を実施した。（４百万円）

・小規模改修：営繕事業として各建物のトイレ内装・設備配管等の改修を計画どおり実施した。（26百万円）

Ⅹ その他 １ 施設・設備に関する計画
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中期計画 年度計画 実績

人事に関する方針について

雇用方針､人事交流方針及び職員の養成

・人材最適ポジション配置のための厳格な評価システムの構築と

昇進､昇格､配置転換､適正な給与水準の設定

・任期制・公募制の導入及び退職教員の有効活用など教員の流動

性の促進

・外国人・女性等の教員及び専門的知識を有する事務職員の採用

促進

・事務職員の資質向上のための研修制度の充実

・職員の人事交流システムの構築

・中長期的な観点に立った適切な人員管理

平成17年度の常勤職員数 400人

また､任期付職員数の見込みを45人とする｡

平成17年度の人件費総額見込み4,641百万円（退職手当は除く）

人事に関する方針について

雇用方針､人事交流方針及び職員の養成

・人材最適ポジション配置のための厳格な評価システムの構築と昇

進､昇格､配置転換､適正な給与水準の設定

・任期制・公募制の導入及び退職教員の有効活用など教員の流動性

の促進

・外国人・女性等の教員及び専門的知識を有する事務職員の採用促

進

・教員のサバティカル制度の導入、事務職員の資質向上のための研

修制度の充実

・職員の人事交流システムの構築

・中長期的な観点に立った適切な人員管理

（参考）中期目標期間中の人件費総額見込み28,965百万円（退職手

当は除く）

中期目標・中期計画期間中の３年終了時に人材の評価を実施し、最

適なポジションへの配置を検討するために、評価指針に基づき、個人

活動評価要綱、部局別評価要綱を作成した。そこから得られた教育、

研究、社会貢献、大学運営への貢献などの面の評価を昇給に反映させ

るシステムを定めた。また、事務職員に対しても役割達成度や職務行

動を評価する方式を新たに導入し、勤務の結果に対する適切な処遇を

図ることとした。

平成18年度に導入する新たな制度として、一般教員とは別に、特別
教育研究経費（競争的資金）で措置された新規プログラムにおいて、

その継続期間を限度とした教員の採用制度を定めた。外部資金受入期

間を雇用限度とした教員を、「特任教員」として採用する制度を、一

般教員とは別に設けた。特に必要と認める者については、「特任教授」、

「特任助教授」等の呼称を付与することとした。大学教員の勤務の在

り方を弾力化すると同時に、人件費の削減に資するものとして、60歳

到達時以降において定年を選択できる制度（「選択定年制度」）を定

めた。

外国人教師の雇用制度について、財政事情等を考慮した見直しを行

い、新たな「外国語教員制度」を設けた。また、学位・業績・能力等

が均等の場合は女性採用を優先するという原則を継続しており、平成

17年度における新規採用者、採用決定者は、28人中23人であった。
教員の研究支援のためサバティカル制度を実施し、平成17年度は２
名が利用した。

また、専門性の高い分野の職員２名を台湾大学及び台湾政治大学に

派遣し、アジア地域における先進的な取り組みについて研修を行っ

た。

人事交流のシステムとして、民間経営を学ぶことを目的とした人材

養成研修制度について、日本女子大学と相互派遣制度を構築、協定の

締結を行い、平成18年４月から実施することとした。
人件費削減に係る取り組みについては、「行政改革の重要方針」に

おいて示された総人件費改革の実行計画を踏まえた人件費削減の取

組を行うこととし、平成18年度から平成21年度までの間に、概ね４％

の人件費の削減を図ることとした。

さらに、非常勤職員についても、見直しを行い、新たな配置方針を

策定し、平成18年度から平成21年度までの４年間で、平成17年度執行

額の半減を目指すこととした。

Ⅹ その他 １ 人事に関する計画
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学部の学科、研究科の専攻名 収容定員 収容数 定員充足率

文教育学部 人文科学科

言語文化学科

人間社会科学科

芸術・表現行動学科

第３年次入学収容定員（学部共通）

計

（a）

（人）

220

320

160

108

20

828

（b）

（人）

259

379

211

133

－

982

（b）/（a）×

100 （％）

117

118

131

123

－

118

理学部 数学科

物理学科

化学科

生物学科

情報科学科

第３年次入学収容定員（学部共通）

計

80

80

80

100

160

20

520

94

108

109

112

173

－

596

117

135

136

112

108

－

114

生活科学部 食物栄養学科 ※1
人間・環境科学科 ※1
生活環境学科 ※1
人間生活学科

第３年次入学収容定員（学部共通）

計

72

48

120

260

20

520

75

56

143

332

－

606

104

116

119

127

－

116

学部合計 1,868 2,184 116

大学院人間文化研究科

博士前期課程 言語文化専攻

人文学専攻

発達社会科学専攻

ライフサイエンス専攻

物質科学専攻

数理・情報科専攻

計

64

56

86

90

46

50

392

84

91

146

127

60

63

571

131

162

169

141

130

126

145

学部の学科、研究科の専攻名 収容定員 収容数 定員充足率

博士後期課程 比較社会文化学専攻 ※2

比較文化学専攻 ※2

国際日本学専攻

人間発達科学専攻 ※3 ※4

人間発達学専攻 ※3

ジェンダー学際研究専攻 ※4

人間環境科学専攻

複合領域科学専攻

計

54

33

41

4

48

39

219

120

15

131

134

3

4

70

49

526

222

396

326

100

145

125

240

附属小学校（帰国子女教育学級含む）

附属中学校（帰国子女教育学級含む）

附属高等学校

附属幼稚園

765

405

360

180

729

398

363

178

95

98

100

98

※1：平成16年4月 生活環境学科を食物栄養学科と人間・環境科学科に改組

※2：平成11年4月 比較文化学専攻を比較社会文化学専攻に改組

※3：平成10年4月 人間発達学専攻を人間発達科学専攻に改組

※4：平成17年4月 人間発達科学専攻を人間発達科学専攻とジェンダー学際研究専攻に改組

○ 計画の実施状況等

定員充足率の超過の理由

◇学部：学科・学年により、入学定員超過、並びに留年者及び外国人留学生（定員外での受入）

を含めているため。

◇大学院 博士前期課程：各専攻において、コースごとに入学者を選抜しており、各コースでの

入学者の超過が累積されているため。

在学者数に外国人留学生（定員外）を含めているため。

博士後期課程：学位論文をまとめるために、資料収集・調査を目的として、休学をし

て海外留学する学生がいるため。

在学者数に外国人留学生（定員外）を含めているため。

○ 別表 （学部の学科、研究科の専攻等）


